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ジャガイモのレトル ト製品の品質向上に関する試験研究  (H10～ 11)

加工食品部農産食品科 中 野敦博 山 木一史 田 中彰 槙 賢治

研究の目的と概要

道内で製造されているジャガイモのレトル ト加工品は、総菜向けの一次加工品

や常温流通可能な製品として販売されている。ジャガイモの加工特性は、水煮、

ポテ トチップスおよびフレンチフライなどの用途で研究されてきた。 しかしレト

ル ト加工特性は、あまり研究されておらず、軟らかすぎる製品 (不良品)が 発生

する問題が生じていた。そこでレトル ト加工特性を、ジャガイモの品種別に評価

し、デンプン質やペクチン質が関与する影響を分析 した。

実用又は予定される成果

・軟らかすぎる製品 (不良品)の 発生を品種によつて抑制する知見の確立

試験研究の方法

材料 :70～120gの道内産男爵いも、メークイン、 ト ヨシロおよびホッカイコガ

ネの4品 種を試験に供した。

レトル ト加工 :ジャガイモを比重別に5個 1組 で採取し、剥皮、真空包装後、

レトル ト加工した。殺菌条件 (116℃、14分 )は、製造現場の条件に基づいており、

厳密な意味でのレトル ト殺菌ではないが、便宜上レトル ト加工とした。

分析 :硬さ (レオメーター、サン科学)、デンプン質 (酸分解一ソモギー変法)、

ペクチン質 (ジメチルフェノール法)。

実験結果

昨年度 と同様にレトル トカロエ品の硬 さをレオメーターによる最大荷重で評価し

た。硬 さとデンプン質の間には品種別に高い正の相関があり、男爵いも、メーク

イン、トヨシロ、ホッカイコガネの相関係数は、それぞれ、0.8870、0.8317、0.9229

および 0.9752であった。ジャガイモのレトル ト加工品で軟らかすぎて不良品とな

る原因は、低デンプン質の原料であると考えられた。実験した 4品 種のデンプン

質量が重なり合 うデータ (デンプン質が 13.5%から 16.5%)を 抽出して、デンプ

ン質を共変量として硬さを共分散分析し、統計学的に4品種の比較を行つた(表1)。

トヨシロまたはホッカイコガネと、男爵いもまたはメークインとの間に有意差が

あり、 ト ヨシロとホッカイコガネ、男爵いもとメークインの間には有意差がなか

つた。同一のレトル ト条件で加工した場合、男爵いもやメークインよりも、 ト ヨ

シロやホッカイコガネの方が硬い加工品が製造されることが示された。

細胞壁構成成分の一つであり、植物細胞の接着物質と呼ばれるペクチン質を分

析 した結果、男爵いもおよびメークインよりもトヨシロおよびホッカイコガネの

3.

- 8 -



Э
側
恒
Ｋ
暇

方が、含量が高いことが示された (図2、表 2)。硬さの品種間差は、ペクチン質

の含量の差によって引き起こされている可能性が考えられた。

?Mt ^or

デンプンα)

図1デ ンプンに対する最大荷重の分布

メークイン〈n=10
トヨシロ(n=11)

ホッカイコガネ(n=12)
NS:有 童差なし

。メ"有 な

。■1%有意

メークイン(n=6)
トヨシロ〈n=o

ホッカイコガネ(n=6)
NS:有 菫差なし

●ヨ"有 意

‐ 1%有菫

メークイン ホッカイコガネ

品種

図2レ トルト加工品中のペクチン質

4.要 約

レトル ト殺菌機で加工されたジャガイモの硬さは、デンプン質と高い正の相関

があった。軟らかすぎる製品 (不良品)が 発生する原因は、原料が低デンプン質

であることが示された。品種別の硬さは、 ト ヨシロとホッカイコガネが、男爵い

もとメークインよりも硬く、品種間差にペクチン質が影響していると考えられた。
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道産小麦を用いた麺の高品質化に関する研究     (Hlo～ Hll)

カロエ食品部農産食品科 山 木一史 中 野敦博 田 中彰 槙 賢治

1.研 究の目的と概要

北海道産の小麦は、うどんについては評価が高いのだが、外国産小麦と比較する

と品質がやや劣っている。間近に迫つた小麦の民間流通に向けて生き残っていくた

めには、うどんにこだわらない用途の拡大を図ることが急務となっている。本研究

は、道内の製麺業界において兼ねてから強い要望がありながら、これまで道産小麦
では製造が難しいと言われてきた中華麺に注目し、道産小麦を用いた高品質な麺を

開発することを目的とする。
一般に中華麺の品質を左右するのは、麺の色と食感 (物性)で あるが、本研究で

は物性改良を中心として、添加物の効果と小麦のブレンドによる効果を検討した。
予定される成果

(例)・道産小麦でつくるラーメン

2.試 験研究の方法

小麦粉はいずれも市販品で、予備試験において比較的良好な結果を示したホロシ

リコムギ、タィセッコムギ、ハルユタカの3品種を用いた。また、コントロールに

は市販の中華麺用粉 (外国産小麦)を 用いた。

中華麺の配合を表に示した。麺の物性改良材として卵白(E)と 小麦グルテン(G)

を月ヽ麦粉に対して0。5～ 2%の 間で使用 した。試作したラーメンは、チャック付ポ

リ袋に入れ室温で保存した。試作ラーメンの評価は、製造日 (0日 )と 翌日 (1日 )

に色調を調べ、物性試験はレオメーターを用い、生麺について引つ張り試験を、ゆ

で麺について切断試験を翌日に行つた。ゆで麺はいずれもゆで時間を2分 30秒 と

し、ゆで後に熱湯につけたものを用いた。切断試験はゆで直後とゆで後 10分 経過

したもの (ゆでのび)に ついて実施した。

3.実 験結果

製麺性は3品種ブレンドが良好であつた。タイセッは圧延工程で麺帯の剥離が生

じた。ホロシリ、2品 種ブレンドにもわずかに剥離が生じた。

色調は添加物の影響もあり、添カロ量の増加とともに悪くなる傾向にあった。特に

グルテンの添カロ量が強く影響を与えている。灰分の影響もあるがホロシリ (0。37%)

はコントロールよりも良好であった。

物性では、タイセツが卵自の影響を、ホロシリはグルテンに影響を受けることが

判明した (図1,図 2)。 このため、ブレンドでは卵白とグルテンを同量配合した

ものが良好であった (図3)。 また、3品 種のブレンドでは添加物の効果が物性に

おいてはほとんどみられないが、色調には影響が生じた。また、結果は示していな

いが、ゆでのびはいずれも効果はあるのだが、コントロールには及ばなかった。
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4.要 約

高品質な道産小麦使用中華麺を開発するために、添加物の効果と小麦のブレンド

による効果を検討した。ホロシリコムギは添加物により十分利用できることが判明

した。また、ブレンドすることにより添加物が少量でも良質な中華麺が製造できた。

ホロシリコムキ
・

ハルユタカ
コントロール
J口自(E)
ク
‐
ルテン(G)
食塩

かんすい
水

1.0-2.0

1.0～2.0

1 . 0

1 . 0

33.0

100.0

1.0～ 2.0

1.0-2.0

1 . 0

1 . 0

33.0

一

一

０

・

０

‐

・

０

‐
・

０

‐
・

０

‐
・

０

０

50.0       35.0
-        30.0

1.0～ 1.5     0.5-1.0

1.0-1.5    0.5-1.0

1.0         1.0

1.0          1.0

l ,

ii
忠 薔
O S

目:
u o

（，
Ｃ
Ｅ
ヽヽ

）出
績
Ｌ
Ｓ
ｅ
燎
）
０

Ｑ
‘Ｅ
Ｅ
一ヽ３
日
想
３
患
£
ｍ
ｅ
環
翻

型
姜コ

５

，^
Ｅ
Ｅ
ヽヽ

）出
組
壺
Ｓ
ｅ
燎
ツ
０

●
・Ｃ
Ｆ
ヽ
ヽ
）出
績
５
患
■

ｍ
ｅ
環
川

（，
Ｅ
Ｅ
ヽヽ

）螂
組
Ｅ
Ｓ
ｅ
燎
ツ
０

＾
‘Ｅ
Ｅ
ヽヽ

）樹
韻
ヽ
ま
£
ｍ
ｅ
環
＝

CON Я【添カロ E101 E1015 ElG2 E1501 E2Gl

図1 タイセツコムギの結果
■■‐ 引つ張り強度     中 切断強度(直後)

― い値(0日 )      一 L中値(1日 )

CON  無 添加  E101  E1015 E16015 E1501

図32品 種ブレンドの結果

― 引つ張り強度     … 切断強度(直後)

― LⅢ値(0日 )      一 L中値(1日 )
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図2ホ ロシリコムギの結果
― 引つ張り強度     … 切断強度(直後)

― LⅢ値(0日 )      一 し'値 (1日 )

CON   無 添加   E05005   E101

図43品 種ブレンドの結果
― 引つ張り強度     … 切断強度(直後)

一 L●値(0日 )     ― O― L中値(1日 )
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バレイショみりんの開発

加工食品部

( H 9～ H H )

本堂正明 農産食品科 槙賢治
研究の目的と概要

バレイショは,北 海道の基幹作物として全国シェアの約 8割を占め,約 260万 tが
生産されている。その内訳は,平 成 7年度の統計によると,バ レイショデンプン用
が50.3%,加 工用が 19.5%,生 食用が 14.5%である。しかし,そ の大半を占め
るバレイショデンプンは,コスト面でコーンスターチと比べ ,競争力を失つている。ま
た,フ レンチフライ等の冷凍加工品は,ア メリカ産の輸入品と比べると,コストや品
質面で後れをとり,完 全に市場を奪われている。このような現状をふまえ,現 在の
バレイショ生産量の維持 ・確保の立場からも,バ レイショの需要創造を図る新規加
工品の技術支援や技術開発が早急に求められている.すなわち,市場競争力を有
し,安 価 ・品質良好 ・安全で,健 康機能を有した高度なバレイショカロエ品の開発
が重要な課題である。そこで,バ レイショに含まれるデンプンに着 日し,こ れを利
用したみりん様甘味調味料及び甘味飲料の開発(以下,バ レイショみりんとする。)
を目的に試験を行つた。前年度 ,バ レイショのデンプンとタンパク質の溶解性を向
上させるため ,バ レイショの前処理方法と仕込時の酵素剤添力日の検討を行つた。
今年度は,バ レイショみりんの機能性を把握するため,脂 質の酸化防止などの指
標となる抗酸化性に着 目した。主に,バ レイショみりんの抗酸化力と酵素斉1添加
の関係を検討した。

実用又は予定されている成果
。バレイショみりんの抗酸化力の開発  ・ バレイショの抗酸化力増強法の開発

試験研究の方法

(1)供試原材料 ,バ レイショの前処理及びバレイショみりんの調製

平成 10度事業報告 (P.30)に示した。

(2)分析方法

1)抗酸化力の測定

β―カロチン退色法 ;津志田ら(日食科工誌 ,Vol.41:611(1994))の方法を一部

改変して,抗 酸化力を測定した。次に,五 十嵐ら(日 食科工誌 ,Vol.40,
138(1993))の方法により,酸 化阻止率を求めて,抗 酸化力を評価した。標準物質

としてブチルヒドロキシルアニソール(BHA)を用いた.

ロダン鉄法 ;玉川ら(日食科工誌 ,Vol.44,512(1997))や 石井ら(日食科工誌 ,
Vol.43,962(1996))の報告に準じ, 暗 黒下40℃で7日 間静置後の抗酸化力を測

定した。標準物質として,ブ チルヒドロキシルトルエン(BHT),BHA及 び α―トコ

フェロールを用いた。

2)全ポリフェノール含量の測定

全ポリフェノール含量の測定は,SingletOn&Rassiらの報告を一部改変した米山

らの方法 (日食工誌 ,Vol.26,38(1979))に よつた。標準物質として没食子酸を

用いた。

3)全窒素とホルモール窒素含量

常法によつた。
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実験結果

ロダン鉄法及びβ―カロチン退色法いずれの方法においても,バ レイショみりんは著し
い抗酸化力を示した(図1).図には示されていないが,バ レイショ自体及び通常のみり
んには高い抗酸化力は示されなかったことから,これは熟成中にバレイショから生成され
た成分によるものと考えられた。全窒素,ホルモール窒素と全ポリフェノール含量はいず
れも,酵 素剤濃度が高いほど,生 成量が増大した(図2).これは,麹 のプロテアーゼ
に加え,酵 素剤プロテアーゼで更に原料たんぱく質が溶解 ・分解されたこと,またチロ
シンの生成でポリフェノール含量が増大したことを示している,しかし,抗酸化力はほとん
ど変化していない(図1参照)ため,麹酵素で十分バレイショみりんの抗酸化力が高めら
れると考えられた.一方,バレイショの抗酸化力増強の要因として,ポリフェノール化合物
の他に,その他の分解成分や重合成分,例えば,ペプチドやメイラード化合物などの関
与の可能性が更に考えられたが,これは残された今後の検討課題である。

要約

バレイショや通常のみりんは,強 い抗酸化力を示さなかったが,バ レイショみりんは強
い抗酸化力を示した。一方,バレイショみりんの抗酸化力は麹酵素のみにより十分高め
られた。

100

80

60

40

20

0

0   0.05  0.1   0.15

酵素剤濃度υ 仕込重量100o

図 1′ レヽイショみりんの抗酸化力と

酵素剤添加濃度の関係

― :β―カロチン退色法;   ― :ロタ
°
ン鉄法:

(1)バレイショみりん試料採取量
β―カロチン退色法では,原液を25倍希釈して使用.
ロダン鉄法では,原液0 1mlを使用.
(2)抗酸化カ
β―力ロチン退色法では,酸化阻止率が高いほど抗酸
化カカ(強い.BHA Jn(lmg/100mDでは,約73%
ロダン鉄法では,数値が高いほど,抗酸化力が弱い 抗
酸化力がなければ100%,o.1%0/v)で,BHT,BHAと α‐

トコフェロールはそれぞれ,約 0,12及び36%を示した.
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2 パ レイショみりんの全窒素,
ホルモール窒素と全ポリフェノール
含量と酵素剤添加濃度の関係
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2.

生ラーメンの保存性向上に関する研究      lH10～ H12)

加工食品部農産食品科 山 本一史 中 野敦博 田 中彰 槙 賢治

研究の目的と概要

生ラーメンは日西己品として市場が地域内に限定されており、保存温度などについ

ても大きな注意は払われていなかった。しかしながら、近年流通システムの変化に

より北海道の生ラーメンは販売環境が多様化し、全国への出荷の他に贈答品、お土

産品として市場が拡大したため、保存性に一層の向上が求められている。そこで、

本研究では生ラーメンの保存性改善を目的として、流通における生ラーメンを取 り

巻 く様々な要因を包装材料や販売環境などの視点から検討を行う。

今年度は昨年度に引き続き、店頭において商品価値を下げている生ラーメンの包

装袋内結露について、品質改良剤などの添加物による効果の検討を行つた。

予定される成果

(例)。保存性の優れた生ラーメンの開発

試験研究の方法

以下の試験は、すべてA社 の協力を得て実施した。コントロールにはA社 の通常

品を用いた。

(1)結 露防止剤による改良試験

結露防止に効果があるといわれる

添加物 3種 類、たんば く分解物系   15

」鯖材糞撮ぼ]ζ」1彎磐返1:勇子  :111_∫

~1__」
「
~tI曇

軍璽

:ド嘉L遷[甦黒斃彙 認OL一一端
に配置し、強制的に結露を発生させる       図 1 設 定温度条件

環境に保存した (図 1)。保存期間は40日 間とし、麺の水分と袋内に結露した水

分量、さらに袋内の上部と下部の麺についても水分を淑1定した。

(2)調 合水の配合変更による改良試験

麺線中の自由水を減らす目的で、 _     表  試 験2の条件

調合水中の配合を変更させたサンプ

ルを3種類用意した (表)。いずれも

総加水量は変更せず水の量を減らし

て調整した。これらのラーメンにつ

サンプル 条件

いても、(1)と 同様の40日 間の保存試験を行つた。

3。実験結果

(1)試 験の結果を図2、 3に示す。いずれの試験区においても保存日数が経過するにつ

No 4            ソ ルヒ
゛
トル2イ音

No 5    ソ ルビトル2倍 、酒精 約 25%減

No 6  ソ ルヒ
゛
トール2倍 、増粘系改良剤 2%添加

]ントロル        通 常品
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れ、麺の水分は減少した。結露は保存期間中ずつと発生し、保存21日 目にビニクを

迎えた。No.2、No.3は 保存期間を通じて比較的結露の発生が弱いため、結露防止に

は若干の効果があるものと考えられるが、No.1はほとんど効果がみられなかった。

(2)試 験の結果を図4,5に 示す。こちらの試験は、わずかにばらつきがあるが麺の水

分はほぼ一定であった。しかしながら、結露はいずれの試験区においても発生し、(1)

の試験と同様に保存21～ 30日 目にかけてピークを迎えた。No.6は比較的良好であ

り、増粘系改良剤の効果は確認出来るのだが、麺が乾燥気味であった。

0.20

（Ｊ
劇
Ｋ
職
岬

（じ
ま
Ｋ

（じ
ま
く

10      20      30     40      50

時間経過 (日数)

図2 麺 の水分の変化(試験1)

0      10      20      30      40      50

時間経過 (日)

図4 麺 の水分の変化(試験2)

図 3

14     21      30     40
経過時間 (日)

結露水量の変化(試験1)

7      14     21     30     40
経過時間 (日)

図5 結 露水量の変化(試験2)
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4。 平成 12年 度計画

包装袋内の結露発生の条件について、水とアルコールの影響を検討する。また、

包装形態や保存環境の見直しなど総合的な見地から、袋内結露防止策について検討

を行う。
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腸管でのミネラル吸収を促進する新規食品素材の研究   (Hll～ 12)

畜産食品科 渡 邊 治  阿 部 茂  井 上貞仁

研究の目的と概要

特定保健用食品の主要な製品は、一つとしてCaや Feを 添加したミネラル強化品や、

カゼインホスホペプチ ド (cPP)の 持ついわゆるミネラル吸収促進効果をうたったも

の、二つめとして食物繊維を添加した整腸作用 。大腸ガン予防などを目的としたもの

がある。しかし、これらは別々の商品として研究 。開発されている。そのため両者の

持つ機能性を融合した新規な食材の可能性が考えられるとともに、今後の機能性食品

の主流として多機能性食品素材の開発が必須になると思われる。

この研究では食物繊維にミネラル吸収促進効果を付加し、さらに元来ある整腸作用

と併せて新たな機能性食品素材の開発を目的としている。

予定される成果

。Caや Mgな どのミネラル吸収促進効果を持ち、かつ整腸作用や大腸ガン予防な

どの基礎的生理作用を併せ持つた新規食物繊維の実用化と、それが添加された

新規機育旨性加工食品の開発が上げられる。

試験研究の方法

リン酸基の導入 :10gの グアガム加水分解物 (GGH)と 15gの トリメタリン酸ナト

リウムを loomlの 水に溶解し、5分 間沸騰させた後、4“頒aOHで pHを 12.5に保

ち、45℃で4時 間撹拌した。反応後、反応溶液を透析膜 (M.W.8,000)で 精製、凍結

乾燥 して リン酸化 GGH(P_GGH)を 得た。

試験管内での可溶化実験 :リン酸緩衝液に P_GGHと GGHを 0～ loomg/50ml

の濃度で溶解し、5m Mの CaCち溶液を添加した後、上清中の Caイ オン量を測定する

ことによリリン酸 Caの 沈殿形成阻害率を算出した。

動物実験 :sD系 雄ラット (9週 齢、初体重 300g)を 1週間予備飼育後、これらを

無繊維食 (FF)、 P_GGH食 、GGH食 群に分け、2週 間の試験飼育を行つた。試験飼

育中は第 1週および第2週 の最終 3日 間を出納試験期間として採糞し、Ca吸 収率を算

出した。飼育終了日に屠殺し、各消化管内容物、大腿骨、血液を採取し、消化管内容

物中のCaの 可溶化率および骨強度等を測定した。

実験結果

可溶化実験 :loomg/50mlの 濃度において23.9%(GGH)に 対し94.3%(P―GGH)、

11.2%(GGH)に 対 し 80.2%(P‐GGH)な ど P_GGH群 が全濃度において有意に沈

殿形成阻害率が高かつた (図 1)。 これよリリン酸基を導入することによって腸管内

で Caを 可溶化状態に保つことが可能であると推測された。

動物実験 :Ca吸 収率は、第 1週で FF・ GGH群 に比べて P_GGHで 有意に高い結

果を得た (図2)。 また骨中 Ca量 も同様の結果を得 (図3)、 骨強度についても有意

2.

3.
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差はなかったものの P_GGH群 において高い傾向が得られた。さらに盲腸内容物、結

腸内容物中の短鎖脂肪酸の組成を調

べた結果 GGHに は及ばないものの生

成量が多 く、また回腸における可溶

性カルシウム量が GGH群 と比べて

P_GGH群 で有意に多 くなっていた

( 豪 更 1 ) 。

以上の結果より、難消化性多糖類

であるGGHを リン酸化して得られた

P‐GGHは 、小腸下部におけるリン酸

Caの 形成を阻害し、Caの 吸収を促

ControI   P‐ GGH    GGH

食餌による群

図2 ラ ットによるカルシウム出納試験

0      25      50      75      100

試料濃度 (mg/50ml of buffer)

1 カ ルシウムの沈殿形成阻止効果

FF    P‐ GGH    GGH

食餌による群

図 3 大 腿骨中のカルシウム量
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（
Ｓ
）
・
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摯
塊
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……0¨  P‐ GGH
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図

進すると考えられる。

4.平 成 12年 度計画

今回得られた P―GGHに よる Ca吸 収促進に対して盲腸発酵が影響しているかどうか

を盲腸切除ラットを用いて検討する。また Ca不 足による疾病の代表である骨粗豚症の

病症予防 ・回復に対してどのくらいの効果があるかを骨粗豚症モデルラットとして卵

巣摘出ラットを用いて検討する。

（
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表 1 消 化管内でのカルシウムの可溶化率およびpH

コントロール食 P―GGH食 GGH食

可溶化率

(%)

pH

20.6

12.9

27.5

6.49

6.36

6.49

37.7

4 . 7

7.8

6.29

5.46

5.83

25,7

25.8

18.2

6.61

5.51

6.09

醜
醐
鵬
　
醜
醐
鵬
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水産食品の微量金属の機能性に関する研究       (H10～ 12)

加工食品部水産食品科 大 堀忠志 佐 々木茂文 吉 川修司

研究の目的と概要

北海道で漁獲される水産物で貝類 (カキ、アサリ)、軟体動物 (イカ、タコ)、海

藻類や魚類の加工残滓には鉄、銅、亜鉛などの微量金属が多 く含まれていると考え

られる。特に亜鉛は酵素系において重要な働きをしてお り、欠乏すると皮膚炎や貧

血、生殖機能及び味覚 ・臭覚機能の低下などが知られている。また、銅は生体内で

は多くの銅結合タンパク質の構成成分であり、骨異常、神経障害が欠乏症として知

られ、一方では過剰障害としてウイルソン病が報告されている。

本研究では、水産物及びその加工食品に含まれる微量金属含量を明らかにすると

ともに、その存在形態やバイオアッセイ等による微量金属が健康機能に及ぼす影響

を明らかにし、健康の維持 ・増進、成人病の予防など機能性に優れた水産食品を開

発する。昨年度は、水産物の微量金属量及びイカ肝臓中の金属の存在形態について

検討を行い、鉄はサケ肝臓、銅はイカ肝臓、亜鉛はカキ内臓に多く含まれ、イカ肝

臓抽出液の金属はタンパク質と結合 したメタロチオネインであることが推察された。

本年度はイカ肝臓、カニ肝臓、ホタテ中腸腺について処理工程におけるマスバラ

ンスと微量金属濃度及び細胞に及ぼす微量金属の影響を検討 した。

実用又は予定される成果

・安全で健康機能に優れた微量金属を含む水産食品の開発

試験研究の方法

(1)処 理工程におけるマスバランスと微量金属濃度の検討

スルメイカ肝臓、ケガニ肝臓、ホタテ中腸腺に2倍 量の蒸留水を加え2分 間ホモ

ジナイズした後、遠心分離 (10,000×g、 15分 )を 2回 行い上澄(A)及び沈殿(A)を

得た。さらに上澄(A)を沸騰水中で 20分 間加熱 した後、遠心分離し上澄(B)及び沈殿

(B)を得た。各試料の微量金属 (Fe、Cu、Zn、Cd)は 原子吸光分光光度計を用いて直

接噴霧法により測定 した。

(2)細 胞に及ぼす微量金属の影響の検討

試料は無機微量金属 (塩化鉄、塩化銅、塩化亜鉛、塩化カ ドミウム)の 蒸留水溶解

液及びスルメイカ肝臓、ケガニ肝臓、ホタテ中腸腺の上澄(A)及び上澄(B)を用いた。

細胞は接着細胞 としてヒト胎児空腸 ・回腸細胞株 (Intestine407)及び浮遊細胞

としてヒト組織球性 リンパ腫細胞株 (U987)を 使用 し、各々の細胞はそれぞれ定め

られた条件で継代培養 した。培養は嫌気培養 (5%C02 3ヽ7・C)で 行つた。

細胞に及ぼす微量金属の影響は Intestine407及び U987を 96穴マイクロプレー

トに200μ.ず つまき24時 間前培養 した。蒸留水で適宜希釈 した試料を20μ.ず

つ加えよく混和 し24時 間培養後、死細胞数と全細胞数を FACLS法により測定 した。

2.
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3.実 験結果

処理工程におけるマスバランスは遠心分離処理では各試料とも上澄(A)が75～80

%、 沈殿(A)が20～25%で あった。加熱後の遠心分離処理では上澄(B)と沈殿(B)の

割合はスルメイカ肝臓で64%と 36%、 ケガニ肝臓で 95%と 5%、 ホタテ中腸腺で

は85%と 15%であり、加熱処理による沈殿の生成はスルメイカ肝臓が多かった。

処理工程における微量金属濃度を表 1に示した。各微量金属ともすべての試料で

上澄(A)に比べ沈殿(A)の濃度が高く、マスバランスの割合から換算しても試料中の

微量金属の50%以 上はタンパク質と結合 した高分子のメタロチオネインであると

推察された。また、スルメイカ肝臓は他の試料に比べ加熱処理による微量金属の減

少が認められた。

表 1 処 理工程における微量金属濃度 (μgノg)

遠心分離処理 加熱後遠心分離処理
試料

スルメイカ肝臓

ケガニ肝臓

ホタテ中腸腺

上澄o 沈殿o 上澄G)
Fe  Cu  Zn  Cd Fe  Cu  Zn  Cd Fe  Cu  Zn  Cd

17

8

36

７

　

１

　

５

２５

　

一
　

３

６７

３

３

８

　

３

　

３

０

７

６

229  105

19  78

8  27

11   10

3  -―

1     2

２

１

８

９

４

６３

２５

‐３

５６

細胞に及ぼす無機金属の影響を表2に 示した。Intestine407に対するIC50は鉄

では 90μg/g以上であったが、銅、亜鉛、カドミウムの順で影響が大きかった。U987

の IC50は鉄、亜鉛で 90μg/g以上、銅、カドミウムでは26、23μg/gであり、細

胞の種類により金属による影響は異なっていた。細胞に及ぼす上澄液の影響を表3

に示した。各試料ともIntestine407及びU987に対する IC50は無機金属に比べ低

濃度であつた。すなわち、本試験からメタロチオネインであると推察される上澄液

は無機金属より細胞に影響を与えるものと考えられる。しかし、上澄液には種々の

微量金属が混在しており、これが本試験結果を反映している可能性が考えられ、細

胞に及ぼすメタロチオネイン等の影響については今後、更に検討を行う必要がある。

表 2 細 胞に及ぼす無機金属の影響 表 3 細 胞に及ぼす上澄液の影響

試料

塩化鉄

塩化銅

塩化亜鉛

理註化カト
゛
ミウム

IC50(μ g/g)

Intestine407    U937
試料

スルメイカ肝臓上澄(A)

〃 上 澄(B)

ケが二肝臓 上澄(A)

〃 上 澄(B)

ホタテ中腸腺上澄(A)

〃 上 澄(B)

IC50(μ g/g)

Intestine407   U937

<90.9

41.0

26.0

220

< 9 0 . 9

26.0

<90.9

23.0

18.8

12.6

5 . 5

3 . 6

10.0

11.0

21.0

<32.0

< 1 2 . 0

<8.0

210

22.6

*IC50:50%の 細胞を致死するときの

試料最終濃度

平成 12年 度計画

(1)細 胞に及ぼす微量金属の影響に関する検討

(2)安 全で健康機能に優れた水産食品の開発

4 .
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水産物の生殖組織を利用した食品の開発      α 10～Hlの

加工食品部水産食品科 佐 々木茂文、吉川修司、大堀忠志

1.研究の目的と概要

水産物の生殖組織には潜在的に存在するいくつかの健康機能性が明らかにされつ

つある。特に卵巣組織にはEPA、 DHA、 ビタミンE、 アミノ酸などの各種成分

がバランスよく豊富に含まれていることから、これらを利用することによって天然

に近い形で新規の機台ヨ性食品の開発が可能であると考えられる。この研究では水産

物の生殖組織 (精巣、卵巣)を 利用して新規の機能性を有した食品を開発すること

を目的とする。

今年度は昨年度金属イオンキレー ト作用およびラジカル消去能が比較的強かつた

スケソウタラ卵巣に含まれる水溶性成分に注目し、分離精製を行い活性成分の同定

を試みた。

実用又は予定される成果

・活性酸素種を消去する機能を活かした健康機台ヨ性に優れた魚卵食品の開発

・生殖組織から抽出した抗酸化食材の開発

2.試験研究の方法

(1)スケソウタラ卵巣水抽出物の精製

スケソウタラ卵巣に蒸留水を加えホモジナイズし、遠心分離で得られた上清を限

外ろ過に供 して分画分子量 10,000で分離し、溶出した低分子画分を凍結乾燥 して得

られた乾燥物をグルろ過カラムクロマ トグラフィーに供 して分画した。蒸留水で膨

潤させたSephadex G‐25いmersham Pharmacia Blotech AB)をガラスカラム(長さ

100cm× 直径 1.5cm)に充填 し、蒸留水で平衡化 した。スケソウタラ卵巣抽出乾燥物

100mgを 供 して、溶出液を 10mlず つフラクションコレクターで分取 した。分取し

た画分を215nm,280nTnで の吸光度を測定した。吸光度の結果に基づいて 5つ の画

分に分画し、それぞれの全および遊離アミノ酸分析、抗酸化活性の測定、酸化ス ト

レスを付加 した細胞への影響について検討した。

② スケソウタラ卵巣水抽出物のアミノ酸分析

ゲルろ過で得 られ、凍結乾燥 した各画分 l mgを スクリューキャップ付き試験管

に入れ、窒素ガスを封入して軽 くキヤップをした。濃塩酸約 300μ lの入つたスク

リューキャップ付きサンプルビンに試験管を入れ密栓 し、110°Cで 24時 間加水分解

を行つた。加水分解終了後、減圧乾燥 して いⅢClに 溶解 してアミノ酸自動分析計

(HITACHI L‐ 8800)で 全アミノ酸を分析 した。

(3)スケソウタラ卵巣水抽出物の抗酸化活性

抗酸化活性の評価は 10%イ ヮシ油乳化物、1/10容のスケソウタラ卵巣水溶性成分

の反応混合液に酸化促進剤を加え、37℃で 90分 間反応 した後にチオバルビツール
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酸反応生成物法 (TBA法 )で 酸化を測定して行った。金属イオンによる酸化反応を

測定するには酸化促進剤としては塩化鉄とアスコルビン酸 (Fe‐asc)を用い、ラジ

カル反応 による酸化反応 を測定 す るには 2、2'‐Azobis(2‐ЯmittnoprOpane)

DihydrOch10ride cAAPりを使用した。

3.実験結果

ス ケ ソ ウ タ ラ 卵 巣 抽 出 物 を

Sephadex G‐25の ゲルろ過クロマ トグ

ラフィーに供 して分画 した各画分の

215nm、 280nlnで の吸光度を図 1に

示した。吸光値 (llV215nm)の 溶出曲

線は少なくとも5つ のピークから成 り、

Fl～F5の 5つ の画分に分画した。全体

に対する各画分の重量割合は Fl(15%)、

F2(70%)、F3(8%)、F4(2%)、F5(5%)で、

5画 分の抗酸化活性を測定 した結果を

図2に 示した。金属イオンのキレー ト

作用は F3カ`最も高 く、阻害率 83%であ

り、他の画分でも 70%以上あることが

明らかになった。ラジカル消去能では

F2が 高 く、次いで F5、F3、F4、Flの

順であつた。

Fl～F5の全アミノ酸組成を見ると、

Flは トレオニン、セリングルタミン酸、グリシン、F2はタウリン、グルタミン酸、

アラニン、ロイシン、F3は チロシン、F4は グリシン、F5は トリプトファンで占め

られていることが明らかになった。このことからFlお よび F2は複数の混合物から

なることが推測されたが、F3、F4、F5はチロシン、グリシン、 トリプトファンをそ

れぞれ持つ構造の成分であることが示唆された。

4.平成 12年度計画

スケソウタラ卵巣の水溶性成分に抗酸化活性が認められ、活性成分がチロシン、

グリシン、 ト リプトファンなどのアミノ酸を持つ構造の成分であることが明らかに

なった。平成 12年 度は抗酸化活性の成分の同定を行うとともに、抗酸化活性を活

かした製品開発を検討する。
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図 2スタ"タラ卵巣水溶性成分画分の抗酸化活性
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味噌用優良酵母の検索              (H10～ 12)

発酵食品部調味食品科 山 本携 濱 岡直裕 池 田隆幸

研究の目的と概要

味噌の製造に利用される有用微生物として酵母があり、酵母は、未熟臭 ・温醸臭の

除去や芳香性の付与に効果を示す。酵母の生成する香気成分の中には、抗酸化性など

の機能性を有するものがあるという報告もあり、優良酵母を選択利用することは味噌

の品質向上につながる。本研究では、道産味噌の更なる品質向上の一方法として、北

海道独自の優良味噌用酵母を選択し、それを味噌醸造に利用することを目標とする。

優良味噌用酵母の検索には、味噌用酵母を正確かつ迅速に菌株 レベルで分離 。同定す

る技術が必要である。この技術を確立することは微生物汚染防除の面からも極めて有

効であるにもかかわらず、現在はまだ確立されていない状況にある。そこで、昨年度

は PCR法 を用いて、味噌用酵母の分離 。同定技術の検討を行つた。その結果味噌用酵

母を他の酵母と識別することはできたが、菌株間での差異は認められなかつた。本年

度は、RFLP法(Restriction Fragment Length Polymorphis口;制限酵素断片長多型)を

用いて、味噌用耐塩性酵母の菌株レベルでの識別の可能性について検討 した。

*予 定される成果

。優良味噌用酵母利用による道産味噌の品質向上

。味噌用酵母の迅速かつ簡便な分離 。同定技術の確立

試験研究の方法

1)供 試菌株 :味噌の主発酵酵母である Zygosacc力arOJyces rO」χ′′9株 ((財)発酵

研究所より購入した lF0 1876、‖30、0525、0505、0523、0439の 6株 と当セン

ター所有の3株 )を 用いて試験を行つた。(以下 Rl～R9と 略す。)

2)D‖ Aの 抽出 :各酵母をVPD+5%NaCl培 地で培養後、ゲノム DNAの抽出を行つた。

抽出は、細胞壁溶解酵素 (Zymolyase 20T;生化学工業)に よる前処理 (100U/m:

の酵素液にて 30°C、 15分反応)を 加えたキツト変法 (Genとるくん
Tl酵

母 ・グ

ラム陽性菌用 ;TaKaRa)によつて行つた。抽出後、RNaseによつて RNAを分解 。

除去し、ゲノムDNAを精製 した。

3)PCR法 :rRNAを コー ドする特定の DNA部分を増幅する3種 類のプライマーセツト

(ss、18s、25sプ ライマーとする)を 用いて PCRを行つた。各プライマーセツト

σ)西己夕Jは、 ssl:5'一GTCTCAAACATTAACCCATC-3'、 ss2:5'―TAACAACCCCCATCCACCAC-3'、

i8sl:5'―GTAGTCATATCCTTGTCTC-3'、 18s2:5'一GCTCCGTTCTTCATCGATCC-3'、 25sl:5'―

GGTACGAATACCCCCTC-3'、 25s2:5'―CAACCCTACTCTACTCCTTAC-3'`Dl邑り¬『̀ら'3。

PCR条件は、ssプ ライマーは94°C。1分、48°C。1分、72°C。2分 の反応を30サ イ

クル行つた。18s、25sプライマーは95°C・30秒、60°C・30秒、72°C。3分 の反応を

35サ イクル行つた。

4)制 限酵素による切断 :PCRによつて増幅された特定部位の DNA断片を制限酵素を
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用いて切断した。供試した制限酵素は、スε′|,ス角 |,3角 |,εfri3 1,施ρ ll,

Pst i ,ScrF l ,Ssρ l ,Ecο47 1 ,〃力al ,″aθ‖|, sa〃3A l ,〃′r7f l , βStU l ,「rυl l ,

乃91,Isρ509 1の17種類で、スε′lから″′ηf lまでの 13種類は37CC、βsfU Iは

60CC、残りの 3種類は65°Cでそれぞれ 1時間反応させた。アガロースゲル電気

泳動 (ssプライマーは 2%、 18s、25sプライマーは l.2%)を 用いて切断断片を

検出し、そのパターンを菌株ごとに比較した。

結果

抽出 ・精製 した DNAを 3種 類のプライマーセットを使つて PCRで増幅させ、増幅産

物を0.7%アガロースゲル電気泳動で検出した。9株 とも同じ大きさの DNA断片が増幅

されており、各々の増幅産物の大きさは、ss、18s、25sの順に 1300bp、2200bp、3300

bp付近にバンドが検出され、目的通りの DNA部分が増幅されていることが示された。

この PCR増幅産物に制限酵素を反応させ、DNAを切断した。17種類の制限酵素のうち

Pst!、 Ssρ:は、ssプ ライマーと 18sプライマーの増幅産物を切断しなかったが、その

他の場合はすべて切断され、全部で 47通 りの切断パターンを得た。その一例として、

18sプライマー産物に θfr13 1を反応させたときの切断パターンを図 1に示 した。切断

パターンに菌株間の差はな く、味噌用酵母の分離 。同定には応用できないことが判つた。

もう一つの例として、25sプライマー産物をβ角 lで切断したときの検出パターンを図2

に示 した。9菌 株すべてが別のパターンにはならなかったが、大きく2つ のグループに

分けることができた (R2、R4、R5の 3菌 株と残りの6菌 株)。また、400bp以下の低分

子量のバンドの表れ方にも違いがあり、これは更に別の方法を使つて検出することによ

つて、菌株間に差が生じる可能性が示された。

‖K:100bpマーカー (シグマ)

MK  R l  R 2  R 3  R 4  R 5  R 6  R 7  R 8  R 9  M K

‖K:200b pマーカー (プロメガ)

MK R l  R 2  R 3  R 4  R 5  R 6  R 7  R 8  R 9  M K

1 0 0 0 b p―

mobp→

100bp―‐

図1 18sプ ライマー産物の 図225sプ ライマー産物の

gFa lによる切断パターンθfr13 1による切断パターン

平成 12年 度計画

ポ リアクリルアミドゲル電気泳動を行い、低分子量のバン ドを検出することで菌株間の

差違が生ずるか どうか検討する。また、今年度の RFLP法で得 られた手法を市販の味噌から

分離 した酵母に適用 し、菌株 レベルでの分類の可能性について検討を加える。
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食品中の乳酸菌による有害微生物阻上に関する試験研究   (H 1 0～ Hl

発酵食品部 調 味食品科  池 田隆幸 濱 岡直裕  山 木

研究の 目的 と概要

人類 は乳酸菌発酵食品 を数千年にわた り摂取 してきてお り、健康への寄与が科学的に

も証明 され安全性 も保証 されている。最近、大腸菌0157による食 中毒が増 え抗菌 グッズ

や殺菌剤な どの売れ行 きが伸 びているが、 この乳酸菌の持つ静菌 ・殺菌効果 について も

注 目されてきてお り食品保蔵への利用研究が必要 となってきている。特 に欧米ては、

腸めω妨 ″αた由来の抗菌物質 (バ クテ リオシン)で あるナイシ ン (NIS I N )が食品添加

物 として許可 されてお り、 グラム陽性の腐敗菌の生育 を抑 える目的でソーセージな どに

添加 されている。抗菌物質 を生産する乳酸菌については、欧米で乳 由来乳酸菌 を元に研

究が進んているが、植物 由来乳酸菌の抗菌物質についてはその研究は始 まったぱか りと

言 える。 ま た、乳酸菌が生成する乳酸 とそれに伴 うpHの低下 を始め、少量の副生物 も

また有害微生物 を阻止す るといわれているが、詳細は明かではない。北海道 において も

漬け物、味噌および醤油製造は重要な食品産業であ り、食品の安全性 に疑間符が うたれ

ている今、安仝で安定な食品 を本道か ら提供 し続けることが、他府県産食品に対す る差

別化の点か らも極 めて重要なアイテム とな っている。 これには乳酸菌由来の抗菌物質お

よび乳酸菌による有害微生物制御技術 を構築 し、本道食品にあ らためて安仝 という付加

価値 をつけ加 えることが きわめて有効 な手段である。本試験研究 では、 これ まで研究の

ほ とん ど行われていない植物 由来の乳酸菌 を用いて有害微生物の生育 を制御する技術 を

作 り出す ことを目的 とす る。

予定 され る成果

・乳酸菌による食品保存技術の確立

・日持ちの良 い食品

研究の方法

供試菌株

抗 菌物 質検 索 の ために使 用 した菌株 は、 当研 究 セ ンターの保 存 菌株、 物 腸脇 s

滋ダ施 sπbψ ″ιttθtt IF0 3247、  」吻"ω θθθs滋 ダお sπbψ.滋θ″S F0 12007、  物 ″“`πθθ“銘s

力α物励滋 JCM 5888、 Bα α″雰 sbz″たISW 1214、 Stの り;000θtts α%″πS IF0 14462を 用 いた。

培地

乳酸菌の生育にはGYP培地 (乳酸菌マニュアルー分離か ら同定 まで一
 p15、 朝倉書店 )

を用 いた。そのほかの菌の培養 にはLB培地 (バ ク トトリプ トン 1%、 酵母エキス 0.5%、

幼
　
携

一-30-―



N a C 1  0 . 5 %  p H  7 . 3 )を用いた。抗菌物質の検定には、寒天重層培地 を用 いた。すなわち、

1.5%の 滅菌寒天液 をシャー レで固化 し、その上に被検液 (乳酸菌培養上清 )を 5μ Lの

せ しみ こませた後、0.7%の 寒天 を含むGYP培地またはLB培地に被検菌体 を懸濁 し重層 し、

30℃ 1か ら2日 培養 しハ ローを形成す る乳酸菌 を抗菌物質産生乳酸菌 とした。

乳酸菌の分離

乳酸菌の分離源 として、発酵途 中のみそ 12種 類 と漬け物 2種 類 を用 いた。 これ らの

サ ンプルを10pp mのシクロヘキ シ ミ ドおよびアジ化ナ トリウムを含むGYP白亜寒天培地 (G

YP培地 にCaC0 3  0 . 5 %、寒天 1.5%を加 えた )に 塗布 し、酸の生成 によってハ ローが生 じ

た菌 を乳酸菌 として分離 した。

分離 した乳酸菌 をGYP培地で30°C24時 間培養後、3000 r p m 1 0分間遠心分離 し、その上清

をpH7に調整 し被検液 として用 いた。

実験結果

発酵途 中の味噌及 び漬け物それぞれ を10pp mのシクロヘキ シ ミ ドおよびア ジ化ナ トリ

ウムを合むGYP白亜寒天培地で酸 を生成 した乳酸菌 と考 え られ る菌 を約100株分離 した。

それぞれ を、GYP液体地 で培養 しその培養上清 をpH7に調整 した後バ クテ リオシ ンの検索

を行 った。その結果、みそ由来乳酸菌か ら7株 、が 肋 燿浴 sπb″Jグs お よび StaヵιOCO C C t t S

α燿 雰 に対 して抗菌活性 を有す ることが明 らか となった。図 1に その結果 を示 した。一

番上に &湖枕“銘s ttθtt I F 0 1 2 0 0 7が産生す るNISI N ( 0 . l m g / m l )を5μ lのせ、その下の 1か

ら7ま で分離乳酸菌のハ ローの様子 を示 した。 Bαθ″雰  sz洸 ″たよ りも食中毒菌である

Stのり10" `  α 雄 雰 に対 し顕著な抗菌活性 を示 した ことか らか ら、 これ らの食中毒の予

防につなが ると期待できる。現在 これ らの菌の同定 を行っている。

図 1 擁 菌試験

… 動

4 平 成 11年 度の計画

抗 菌性 物質 を生産 す る乳酸 菌 の スク リーニ ン

抗 菌物 質 産生乳酸 菌 の 同定 お よび抗 菌性物質

グ

の 同定

S― 黙 蝉
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2 .

発酵食品用有用平L酸菌の育種と乾燥化に関する研究   (H9～ H)

発酵食品部発酵食品科 田 村吉史 柿 本雅史 富 永一哉 田 中常雄

研究の目的と概要

乳酸菌が働いて作 られる発酵食品を高品質に安定 して製造するためには、平L酸菌

スターターの添カロが必要である。 これまでに、流動層乾燥法による乾燥茅L酸菌スタ

ーターの製造方法を研究開発 し、高い生菌数を持つ乾燥平L酸菌スターターを作る技

術を得、特許化 している。この乾燥平L酸菌スターターを実際に製造現場で用いた場

合、十分に作用するかを確かめる必要がある。そこで、耐塩性乾燥平L酸菌スタータ

ーをもちいて、味噌ペース ト及び味噌を用いた添加試験をおこなった。

試験研究の方法

供試菌は、信州味噌研究所より分譲 された ■Υttο θοθθ雰力′″カル P3を 用いた。

味噌用乾燥乳酸菌スターターはこれまでと同様に KA培 地で培養 した場合 と、醤油

をベースとした培地 (醤油培地)の 2種 類によつて行い、濃縮後、糖類を保護剤 と

した吹き付け液を作成 し、きなこを核 として流動層乾燥を行い製造 した。味噌ペー

ス トは、信州味噌研究所報告 (1988)に従つて調製 し、味噌は麹歩合 10、食塩濃

度 12%、水分 45%を 目標に製造 した。ttL酸菌スターター添加後の菌数及び pH変 化

を測定 した。

実験結果

供試菌を表に示 した組成の KA培 地及び醤油培地の 2種 類で培養 した。供試菌は

pHの 低下に弱いため、醤油培地では リン酸 2カ リウムをカロえ pH低 下を抑制 し増

殖を良くした。供試茅L酸菌の培養後と乾燥後の生菌数を測定 したところ、醤油培地

においてもこれまで使用 している KA培 地と同程度であつた。 しかし、培養スピー

ドでは醤油培地が若干劣つていた。味噌ペース トに2種 類の培地で培養 した乾燥乳

酸菌スターター とそれぞれの培養液を添加 し、生菌数 と pHの 変化を測定 した。図

1に pH、 図 2に 生菌数の変化を示 した。培養液の添加では、どちらの培養方法で

あつても速やかに pHが 低下する。 しか し、乾燥菌にした場合は醤油培地によって

培養 された方が早かつた。生菌数の変化においても KA培 地乾燥菌においてのみ菌

数の低下が起きていた。 このことは、乾燥菌にする前の培養条件が、味噌ペース ト

中の腹水や増殖に影響 していると考えられる。味噌ペース トと同様に味噌醸造時に

茅L酸菌を添力日した場合の生菌数と pHの 変化を図 3, 4に 示 した。添加 した乳酸菌

は味噌ペース ト試験同様に乾燥菌の場合 pH低 下と増殖が遅れたが、醤油培地で培

養 した方が、早 く pHの 低下が見 られた。培養液で入れた場合でも KA培 地で培養

した場合は、若干の遅れが見られた。これ らのことから、乾燥菌ばか りでなく培養

液で入れる場合でも前培養の影響があることが示 された。味噌や醤油に添力日するこ

3.
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4.要 約

とを想定した場合、これらにより近い組成で培養することで、添加後の増殖が良好

に進むことが示された。これらのことを考慮すると、使用前に一度培養し活性の高

い培養液にして添加することが、乾燥亭L酸菌の良好な使用方法と考えられる。

耐塩性乳酸菌スターターの実際の使用を想定して、味噌ペース ト及び味噌中での

増殖を測定した。前培養培地条件により味噌ペース ト及び味噌中での増殖が異なっ

た。乾燥菌及び培養液による添加何れの場合も、醤油培地により培養した方が良好

な生育を示した。乾燥菌の良好な使い方は、使用前に醤油培地で一度培養し、活性

の高い培養液として添カロするとよい。

図 1 味 噌ペース ト中の pHの 推移 図 2 味 噌ペース ト中の生菌数の推移
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図 3 味 噌醸造中の生菌数の推移
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清酒用乾燥酵母の実用化研究

一酒造米空育 158号 を用いた小仕込み試験一

(Hs-Hr  t )

発酵食品部発酵食品科  柿 本雅史 田 村吉史

富永一哉 田 中常雄

1.研 究の目的と概要

清酒の醸造において乾燥酵母 (Sacch″"γ ω “rιvisノαι)を 用いることは、特殊な

場合を除き一般的なものではなかった。しかし、私達は酒造工場における作業性の向

上と省力化のために、清酒用酵母協会 7010901株 の乾燥化に成功した。商品化 した

乾燥酵母は、全国の酒蔵に向けて販売されるようになった。

清酒の原料米には、
一般道産米が府県産米より安価であるため道内および府県の酒

造メーカーで年間 7000トン以上利用されている。

北海道で開発 された醸造用水稲品種は、平成 10年 に北海道農業試験場が育成した

「初雫」(北海 278号 )が その第一号であるが、北海道酒造組合などからは、「初雫」

に続く後続品種の開発が要望されていた。

道立中央農業試験場では、数年前より酒米系統 「空育 158号」の育成試験を行つて

お り、育種側の農業試験場と当センターが協力し、醸造用水稲品種の開発を行 う事と

した。

そこで本年度は、協会 701号の乾燥酵母を用いた清酒の小仕込み試験を行い、空育

158号の酒造適性について検討 した。

【実用また予定される成果】

。清酒用乾燥酵母の実用範囲の拡大

。北海道で酒造好適米が開発され、道内酒造メーカーヘ供給が可能となる

2.試 験研究の方法

1)供試試料

原料米は、新十津川町、深川市産の 「空育 158号 」、従来より掛け米 として使用さ

れている 「きらら 397」、酒造好適米である 「初雫」(何れも新十津り|1町産)の 4種 を

用い、精米歩合は 70%と した。酵母は、乾燥酵母協会 701号 (日本甜菜製糖製造、

日本醸造協会販売)を 使用した。

2)仕 込方法と分析項 目

仕込方法は、難波 ら (日本醸造協会誌,74,295,1978)の方法に準じ総米 200g仕 込と

した。仕込温度は、添 15℃ 、仲 9℃ 、留 7℃ とし恒温水槽にて管理した。もろみ温

度は、留後 1日 1℃ 水温を上げ最高水温の 15℃ で 6日 間保持 し、その後、上槽 日に

は 7℃ となるように段階的に水温を下げた。生成する炭酸ガスの放出による、もろみ

重量の減量とアルコール含量を経時的に測定した。上槽後のもろみを遠心分離 し得た

清酒について、アルコール含量、日本酒度、酸度、アミノ酸度、官能評価を行った。
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3. 実験結果

炭酸ガスの減量が

55g前 後になつた時

に上槽 した。 「空育

158号 」 と 「きらら

397」、「初雫」の間

には炭酸ガス減量の

推移および発酵中の

もろみの溶け具合に

差はなく順調に発酵

が進行 した (図1)。

アルコール生成の

経 時的 な変化 に も

「空育 158号 」と他

の 2品 種には、差が

認められず (図2)、

上槽時の最終アルコ

一 深川 空青
1 5 8

-新 十津川

空育1 5 8

…日・新十津川

きらら

…▲・新十津川

初雫

（
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（
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咽

佃

金
占

畿
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5   7

図1

仕芸日叔(ど∫
“ ‖ "

もろみ減量の推移

1 5    1 7

の変化

一 深川 空育
1 5 8

-新 十津川

空育158

-□ ・新十津川
きらら

…▲‐新十津川

初雫

―ル含量は、16.7%   1 3 5 7

～ 17.7%とな つ た       図 2

(表1)。

表 1 上 槽 した清酒の分析結果

産地名 品種名 アルコール% 日本酒度 酸 度 アミノ酸度官能評価

深  り| 158 16.7 2.4
●
ι

０
乙

●
ι

●
ι

新十津川 158 17.3 1.4
●
ι 2.0

ａ
υ

Ｏ
こ

:らら 17.0 0.8
Ｏ
ι 2.0 2.4

初雫 0
０
こ

●
ι

注)官 能評価は最良なものを 1点 とする、5点 法による絶対評価

出来上がった清酒は、日本酒度、アミノ酸度で多少のバラツキは認められたが、官

能評価ではその差は確認できず類似した風味であつた。全体的に軽めで、やや酸味が

ある酒質であった。

4.要 約

「空育 158号 」は、従来より掛け米として使用されている 「きらら397」や酒造好

適米である 「初雫」と遜色ない結果が得られ、酒造 りに適 した品種であると思われた。

また、乾燥酵母は、酒母を作る必要がないため大変簡易であり、本試験の様な小仕込

み試験に用いることにも適しており、実用範囲が試験醸造などにも拡がる事が期待で

きる。
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食品製造工場における衛生管理技術に関する研究
一電解水の洗浄製造工程への利用 ―

発酵食品部発酵食品科  柿 本雅史 田 村吉史

富永一哉 田 中常雄

1.研 究の目的と概要

電解水は、食品材料の殺菌 。除菌に使用する場合、種 の々要件により食衛法上そのま

ま認可されるかは微妙であった。しかし、本年度はこの情勢に大きな変化があり、無

隔膜方式による一部の弱アルカリ性電解水については、食品への使用が可能となった

(厚生省衛化第 31号 :「いわゅる電解水の取扱いについて」参照)。また、強酸性電

解水については、装置メーカーの団体である強電解水企業協議会より食品の洗浄除菌

使用に関し、厚生省へ食品添カロ物としての指定申請を行った。何れの電解水も使用方

法の中心は、洗浄工程となることが想定され、今後は個々の食品材料や洗浄方法別の

効果の有無についての研究が必要とされている。

本研究では、電解水を生鮮野菜等の洗浄工程で使用する事を想定し、十分な除菌 ・

殺菌効果を得るために必要な洗浄水量ならびに、その際消費され減少する有効塩素濃

度について検討した。

【実用又は予定される成果】

。食品工場での実用化による生鮮食品の鮮度維持
・電解水の用途範囲の拡大

2.試 験研究の方法

1)供 試試料と供試水

洗浄試験の供試試料には、市販のモヤシを使用した。供試水は、強酸性電解水と弱
アルカリ性電解水、次亜塩素酸ナ トリウム溶液を使用し、水道水を対照とした (表‐1)。

表1 供 試水の生成法と性状

供試水区 一般名称又は生成法 pH 有効塩素濃度(ppm)
DH2水 強酸性電解水 : 膜式バッチ型 2.3～ 2.5 30-40
pH8水 弱アルカリ性雷 水 :無隔 膜 式 流 水 8.8‐ 9.0 50-80
塩素水 次亜塩素酸ナトリ颯 覇 T薪 諏
水道水 ( 1 . 0

2)洗 浄方法

供試試料 20gに対 し、洗浄水量を供試試料の重量比で 5、 10、 50倍 の 3種 類に

設定した。洗浄試験は、試料を供試水に 10分間浸漬洗浄し、撹拌は 1分 毎に 1回 行

つた。洗浄水が残存 しないよう水洗、脱水し一
般生菌数を測定した。洗浄後に残った

洗浄水の有効塩素濃度を、チオ硫酸ナ トリウムを用いた滴定法にて沢1定した。

(H9～Hll)
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3.実 験結果

洗浄前の試料の細菌数は、4.3× 107ch/gであった。塩素水の 50倍 区では約 1/10、

pH2水 の 10、 50倍 区では約 1/50に菌数は低下し殺菌効果が認められた (図1)。

pH8水 の殺菌効果は、pH2水 には及ばず、 50倍 区でも塩素水の5、 10倍 区と

同程度の効果であった。また、水道水の洗浄では除菌効果はなく、各洗浄水ともに、

水量が多くなると殺菌効果が高まる傾向がみられた。特に、 pH2水 では、十分な殺

菌効果を得るためには、5倍 程度の少ない洗浄水量ではなく、試料重量の 10倍 以上

の水量が必要であった。

洗浄後に残存 した

有効塩素の濃度は、

全ての洗浄水におい

て、洗浄水量の少な

いものほど低下した。

水量が少ない区は、

次亜塩素酸や次亜塩

素酸イオンの絶対量

が少なく、それ らが

試料中の窒素化合物

と結合 してクロラミ

ンとな り、残存 した

有効塩素の濃度が低

下したと考えた。

特に、 pH2水 の低

下は、他の 2区 に比

べ大きく、5、 10、

50倍 区では洗浄前

の濃度の 10%、25%、

60%まで濃度は低下

した。

要約

洗浄工程で十分な殺菌効果を得るためには、試料重量に対 し洗浄水量をコン トロー

ルする必要があることが解った。 pH2水 は、洗浄工程では試料重量の 10倍 以上の

水量が必要であり、消費される有効塩素も多いことから、新鮮な洗浄水が供給されな

い溜水洗浄等には不向きで、洗浄水槽には絶えず未使用で新鮮な電解水の供給が必要

である思われた。
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洗浄水量の違いによる除菌効果図 1
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図2洗 浄後の有効塩素濃度
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1.

通電処理技術を用いた食品加工に関する試験研究   (H9～ H■ )

応用技術部食品工学科 熊 林義晃 河 野慎一 岩 下敦子 山 崎邦雄

研究の目的と概要

通電加熱技術は、食品自体に交流電流を流すことにより食品を直接発熱させる

技術で、既にかまばこの製造やパン粉用原決) ン`の焼成などに用いられている。
パン粉用原料パンは焼成方法により通電式と焙焼式との2種類あり、通電式パン

製造は、焦げ目がない、短時間加熱などの利点を持つが、焙焼式と比べると食感

(硬さ)に 違いがあると云われている。前年度までに、通電式パンの老化後の硬

さを改善する電圧の制御方法を提案した。また、食感の違いが、でんぶんがα化

する温度帯で現れている可能性を示した。今年度は、通電方法 (周波数)を 変え

てパンの品質を調べ、食感の違いが出る原因を調査した。

*予 定される成果

・通電加熱技術を使用したパン製造方法の改善

。でんぶん加工品製造への通電カロ熱技術の応用

試験研究の方法

パンの製造はストレー ト法で行つた。二次発酵を所定の時間行った後、通電式

はチタン板電極が取り付けられた型A(内 法 12×36×20cm)に 生地を詰めて、

所定の電圧を印力日して中心温度が 100℃到達後 5分経過するまで焼成 した。焙焼

式は型B(内 法 11×35×12cln)に生地を詰めて 200℃に設定された電気オーブ

ンを用いて中心温度が 98℃に到達するまで焼成した。生地の量はそれぞれ3斤

(1斤 450g)と した。焼成後、1時間自然放冷した後、13℃90%RHの 恒温lB湿

器の中で 24時 間老化させた。通電式による加熱は、交流電力調整器 (富士電機

RPBE2040)を 用いた位相制御による定電圧加熱と精密電力増幅器 (エヌエフ回

路設計ブロック4510)を 用いた振幅制御による定電圧加熱を行つた。パンの品質

評価は 焼 成後 1時間自然放冷したものと 24時 間老化後のものとについてパン

内相の含水率、硬さについて行つた。硬さはレオメータ (サン科学 CR200Dプ

ランジャー
φ36mm)を 用いて測定した。25mm厚 にスライスしたパンにプラン

ジャーを 6.311m押 し込んだ時の荷重を硬さとした。含水率は赤外線加熱水分計

(ケット科学研究所 FD230 カ 日熱温度 135℃)を 用いて測定した。また、24時

間老化後、真空凍結乾燥した試料は、電子顕微鏡 (日立S‐2400)に よる観察とX

線回折装置 (日本電子JDX-8030)に よる分析を行つた。

実験結果

表 1に焼成したパンの含水率の平均値を示した。通電加熱を行つた際の電圧の

周波数は、精密電力増幅器を用いた試験では表中の6種類の周波数を用いた。交

流電力調整器を用いた試験では1種類 (固定のため)の 周波数を用いた。含水率

９

“

3 .
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4.要 約

の平均 (2仙邸)は 、通電式の位相制御では38.0%、振幅制御では約 39%と 両者

に差はなかつた。焙焼式の場合は44.6%で 、通電式の場合に比べて約6%高 い値

となった。含水率は老化後の硬さに影響すると云われており、通電式は焙焼式に

比べて硬くなる傾向を示したが、周波数による違いは示さなかつた。図1に周波

数と荷重の関係を示した。焙焼式の場合も合わせて示した。焼成後 1時間の試料

は、周波数に関係無く、焙焼の場合とほぼ同じ値を示した。24時 間後の試料は、

周波数の違いにより差が見られた。10Hz～ 100Hzの 周波数範囲では、焙焼式の

荷重値とほぼ同じ値を示したが、1000Hz以 上では値が大きくなる傾向があつた。

また、IHzの 場合も値が大きくなる傾向があつた。周波数によつて硬さに差があ

ることから、極性が交互に変化する度合いが水分子の挙動に影響を与えるなどし

て、でんぶん粒の膨潤やα化に影響を与えている可能性があると考えられた。

官能試験では、焙焼式のパンに比べて通電式パンは食感の悪さが認められたが、

周波数の違いによる食感の差は認められなかつた。電子顕微鏡による焙焼式と通

電式とのパン内層部の観察では、でんぶん粒の形状に大きな差は見出されなかつ

た。また、X線 回折装置によるパン粉末の観察では、でんぶんの老化の代表的ピ

ークと云われている2θ ,1プ 付近の変化には差がなかつた。周波数がでんぶん

のα化にどのように影響を与えているかは、さらに検討する必要がある。

でんぶんを主原料とする食品の一例としてパンを取り上げ、通電加熱を行つた

場合の食感の改善方法を検討した。

・通電式パンの老化後の硬さは、焼成時の含水率低下を防ぐことにより、焙焼式

に近い値を維持できることを示した。

・含水率の低下を防ぐ電圧印加方法として生地温度が 100℃に到達後、電圧調整

する方法を提案した。この方法によリー定電圧を印加した場合に比べて電力量を

約 35%減 少できた。

・食感の違いはでんぶんがα化する温度帯で現れている可能性を示した。

・印カロする電圧の周波数によつてパンの硬さに違いが認められた。極性が交互に

変化する度合いが、でんぶんのα化に影響を与えている可能性が示唆された。

表1-
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電気浸透法の食品工業への応用        (H9-Hll)

応用技術部 食 品工学科  河 野慎一 熊 林義晃 岩 下敦子 山 崎邦雄

1.研 究の 目的 と概要

電気浸透脱水法は、試料に電流を流して固液分離を行 う方法である。活性汚泥

等、従来の機械的な脱水方法では、困難であるものに対して効果的である。

食品工業において、固液分離は重要な操作であり、遠心分離、圧搾分離など様々

な方法が現在使用されている。しかし、これらの固液分離法から生じる残査(ケー

キ)は、微粒子構造を持つものが多く含水率が高い。このため、微生物の繁殖、容

積の大きさなど、取 り扱いに多くの問題を持つ。しかし、これらの残査には有用

成分が多く含まれているため、搾汁効率の良い固液分離方法が開発されれば、残

査の有効利用が可能となり、更にろ液も多く回収される。本試験では、電気浸透

脱水法を、食品工業に応用するために、有用成分が多く含まれるが、高水分のた

めに、有効利用の妨げとなっている、おからについて圧搾法との比較を行つた。今

年度は、電気浸透脱水を行 う上で問題となっ

ている、電極の腐食について検討を行った。

○実用または予定される成果

新 しい固液分離装置の開発

2.試 験研究の方法

おからは、A社 の豆腐製造工程で生じるも

のを用いた。水分は79.2%であった。

試験は直径 42nlm、円筒形、アクリル製の試

験装置を用いて行った(図1)。試験装置に一

定量のおから(50g)を入れ、網 目状の電極を試

料の上下に配置し、
一定の荷重(4.2kgf)をかけて圧搾を行つた。電極はステンレ

ス製 (SUS)とチタン製 (Ti)を用いた。

脱水はOV(コントロール)18V、36V、60Vの電圧を印加 して行い、脱水中のろ液

量、電流を測定した。また、脱水後は、装置内の上部、中部、下部からおからを

取 り出し、それぞれの部位ごとの水分を測定した (105℃絶乾法)。

3.実 験結 果

図2に 脱水装置内の試料水分分布を示した。電気浸透脱水区では、いずれの試

験区もコン トロールより低い水分となった。また、いずれも試料の上部の水分が

低い事が認められ、特に上部の水分が他の部位に比較して低い値となつた。これ

は、試料内で、陽極 (上部)か ら陰極 (下部)へ 水の移動が起こる電気浸透現象

のためであり、圧搾法とは異なつた水分分布を示すことが認められた。また、ス

テンレス製の電極の方が、チタン製の電極よりも水分が低かつた。脱水中の電流

量を見ると、チタン製の電流が低かつた (図3)。これは接触面積の影響であると

思われた。

図1 実 験装置概略
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国0肌 小甲りH机父lE           図 4消 費電力と脱水量の関係

図4に 消費電力量と脱水量の関係を示 した。両者には相関関係が認められ、脱

水に用いる電力量が多いほど、脱水量が増加する事が認められた。

電極の腐食は印加電圧が大きくなると顕著になり、ステンレス製の電極 (陽極)

はさびが認められ、試料の変色が認められた。チタン製電極では試料の変色が少

なく、電極のさびも認められず、電極がわずかに変色しただけであつた。

4.要 約

電気浸透脱水の食品工業への応用を検討 した。試料としておからを用いた。電力

量を増やす事によつて脱水量を増加させる事が認められた。ステンレス製の電極

は腐食が激 しく、試料にも影響が出る事が予想された。腐食 しにくいチタンなど

の材質を用いた電極を用いることで試料への影響を低く出来る事が示唆された。ま

た、低周波数の交流電流を用いる事で脱水量は多くなり、電極の腐食も少なくな

ると予想された。

０
こ
唱
Ｋ
謎

」
　
０００

―-43-―



■
■

シール性を有する強化オブラー トの開発      (Hll～ 13)

応用技術部 食 品工学科 岩 下敦子

研究の目的と概要

オブラー トはデンプンから製造される安価で安全な優れた可食性フィルムであ

る。しかし、ポリエチレンフィルム等に比較して加工性 (特にシーノレ性)が 低いこ

とから、利用の範囲が制限されている。シール性を付与したオブラー トを開発する

ことにより、食品包材 。薬品包材へより広い利用が可能となることで、道産馬鈴薯

デンプンの需要拡大、付加価値向上を目指す。

増粘多糖類 (プルラン、グルコマンナン)を 利用して、ヒー トシール性を持た

せたとする製品が存在したが、不十分なシール陛と、原料価格が馬鈴薯デンプンの

10～30倍 程度と高価なため、製品への利用はほとんどされていない。

オブラー ト加工時に、馬鈴薯デンプンヘ増粘多糖類を添力日することで、経験的

に物性が変化することが認められているが、デンプン、多糖類は種類が多く、系統

的にきちんとした研究はなされていない。そこで、馬鈴薯デンプンを主原料とする

オブラー トヘのシーノレ性の付与および物理的性質 (耐水 ・耐油 ・耐破断性等)の 強

化に取り組む。

本年度は、水分を保持したまま乾燥に耐えうるアルギン酸ナ トリウムのマイク

ロカプセルの調製を試みた。このマイクロカプセルをオブラー トに混入することで

シーノレ性の付与の可能性を検討している。

予定される成果

オブラー ト (可食性フィルム)に シーノレ陛を付与した安価な製品の開発により、

食品において、インスタント食品の小袋包装に利用するなど、より廃棄物の少ない

製品の開発が可能となる。また、製薬関連として、そのまま飲用可能な分包用包材

としての利用が期待できる。

試験研究の方法

・走査型電子顕微鏡によるオブラー ト断面形状観察

走査型電子顕微鏡用試料台ヘオブラー トの断面が上方を向くように接着後白金蒸

着をおこない断面を観察した。

・アルギン酸ナ トリウムのマイクロカプセル調製試験

5%塩 化カルシュウム溶液を撹拌しながら、その中へ 1.2%アルギン酸 Na溶 液

をスプレーにて噴霧する。塩化カルシュウム溶液を200メ ッシュ箭いを通過させ、

通過液を 80℃にて30分 加熱しアルギン酸 Naの ァイクロカプセルとした。調製

後光学顕微鏡にて形状を確認した。

，

“
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3。 実験結果

写真はオブラー トの断面を走査型電子顕微鏡にて観察したものである。

その断面は約 10μ m程 度であった。よつて、直径 5μ m程 度のマイクロカプセ

ルを調製しオブラー トの中へ混入することは可能であることが示唆された。

調製したアルギン酸 Naの マイクロカプセルは光学顕微鏡にて球形であることを

儡 した。

4.平 成 12年度計画

・物理的性質 (耐水性 ・耐油性 ・耐破断性)の 分析方法を確立する。

・直径 5μ m以 下のアルギン酸マイクロカプセルを大量調製し、オブラー トヘの

混入試作をおこない、シール性を確認する。

・各種増粘多糖類添カロによるオブラー ト物性への影響を検討する。

写真 1 オ ブラー ト断面 (SEM 1000倍 )
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魚類コラーゲンおよびその分解酵素に関する研究 α 10～Hl動

応用技術部生物工学科 長 島浩二 川 上 誠  中 川良二 奥 村幸広

研究の目的と概要

北海道の水産未利用資源の一つであるサケ ・マスの皮を有効利用するために、これに

含まれるコラーゲンおよびその分解酵素の一
次構造を明らかにすることを目的として

いる。これまでに、北海道大学および当センターのグループは、サケ ・マス皮コラーゲ

ンの人工皮膚素材としての有効性を示した。また、当センターと (株)ニ ッピコラーゲ

ンエ業の共同研究により、同ゼラチンの新規食品素材 としての可能性が示されている。

本年度はシロサケおよびコイ T,peIコ ラーゲン ・サブユニット遺伝子の一
部を単離し、

その構造解析を行つた。

<実 用又は予定される成果>

・サケ皮コラーゲンからの機能性ペプチ ドの調製に利用できる。

試験研究の方法

既知 Type Iコ ラーゲン・サブユニット (COLlAと 略す)の 塩基配列からC― ペプチ

ド領域の一
部を増幅する縮重プライマーを設計し、cDNAを 鋳型として step down PCR

を行つたc得 られた増幅産物を pGEM‐ Tベ クター (Promega社 )に 連結後、大腸菌

XLl‐blueに 導入 した。塩基配列はダイターミネーター法により決定した。

シロサケ cDNAは 稚魚由来全 RNAか らol増ocDを プライマーとしてAMウ イルス

由来逆転写酵素を用いて合成 した。コイ cDNAに は Stratagene社 のcDNAラ イブラリ

ーを用いた。

Step down PCRの 条件は以下の様である。95℃ 1分 間の前加熱の後、95℃ 1分 間 ・

65℃ (1サイクル毎に 1℃下げる)1分 間 ・72℃ 15分 間を22サ イクル、さらに 95℃ 1

分間 ・42℃ 1分 間 ・72℃ 1.5分 間を 36サ イクル行い、最後に 72℃ 7分 間の伸長反応 1

サイクル行つた。

実験結果

COLlAの C―ペプチ ド領域の一部を増幅する縮重プライマーを用い、シロサケ稚魚

およびコイ月千臓由来 cDNAを 鋳型として stepふ vn PCRを 行つた結果、約 300bpの

DNA断 片が増幅されてきた (図 1)。step downで はない通常の PCR反 応条件ではこ

れらの DNA断 片は増幅されなかった。本研究で用いた縮重プライマーと sttt down

PCR条 件は、各種生物からの COLlA C― ペプチ ド領域遺伝子の取得に応用できるもの

であり、COLlAの 比較生物学的研究にとって有用な方法であると考えられる。

上記増幅断片を大腸菌にクローニングし、シロサケおよびコイいずれの場合も 14ク

ローンについてその塩基配列を解析 した。得られた塩基配列のホモロジーサーチから、

シロサケの 14ク ローンのうち、5ク ローンのcDNAは COLlα 3サ ブユニットのcDNA

であると考えられた。残 りの 6ク ローンおよび 3ク ローンの cDNAは それぞれ COLl
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α2サ ブユニットおよび ηpe vコ ラー

ゲン (COL5)の αlサ ブユニットをコ

ー ドすると考えられた。コイの場合、14

クローン全てが COLlα  2サブユニット

のcDNAで あると考えられた。

今回新たに解析 されたシロサケとコ

イ、ニジマス、ゼブラフィッシュ、ヒト

の COLlα 2サ ブユニットの塩基配列お

よびアミノ酸配列を比較した結果 (図2)、

イをオLイビオt」巨壱書酉己夕J(246bp)‐で80,97,82,

75,70%、 アミノ酉虎西己夕」(82aa)で 88,100,

86,80,66%のホモロジーが観察された。

解析 した シ ロサ ケお よび コイ の

COLlA cDNAク ロー ンの多 くに、それ

ぞれ数力所に塩基置換が観 られた。これは、幾つかの理由から、Taq DNAポ リメラー

ゼによるDNA合 成時の誤謬ではなく、COLlA mRNAに 対する遺伝情報の書き換え、

いわゆる 「RNA編 集」が行われていることが考えられた。COLlAの C―ペプチ ドは成

熟コラーゲンが生成する間に切 り捨てられる。しかし、「RNA編 集」が行われていると

すれば、助 eXⅥ Ⅱ コラーゲンの C―ペプチ ドが血管新生阻害活性 (エンドスタチン)

を有 しているように、COLlAの C―ペプチ ドが何 らかの生理的機能を有している可能

性が考えられ、興味深い。

平成 12年 度計画

・サケコラーゲン ・サブユニットcDNAの 企塩基配列の解析。

( A )

1  2  M

図1 縮 重PCRに よるシロサケ仏)およびコイ(B)の
COLlA cDNA断 片の増幅。
シロサケ全慮NAからの逆転写産物(1)および
コイcDNAライブラリーからのDM(4)を 鋳型に
して縮重PCRを行い、反応産物を2%アガロース
ゲル電気泳動で解析 した。 レーン1,3は陰性
コントロール。 レーンMは100bpラダー分子量
マーカー。
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図2シ ロサケ、コイ、ニジマス、ゼブラフィッシュ、ヒトのCOLlA C―ペプチドアミノ酸配列の比較。
異なるアミノ酸残基のみを表示した。
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植 物 性 食 品 由来 乳 酸 菌 の腸 細 胞 付 着 因子 に関 す る研 究   (H 1 0～ 12)

応 用 技 術 部 生 物 工 学 科

中川 良 二  奥 村 幸 広  川 上 誠  長 島浩 二

研 究 の 目的 と概 要

乳 酸 菌 は 腸 内 菌 叢 (フ ロー ラ)に 影 響 を 与 え 、 腸 内腐 敗 の抑 制 に

効 果 の あ る こ とが 示 され て い る 。 さ らに は 、 老 化 防 止 や 抗 癌 な ど健

康 維 持 に役 立 つ と考 え られ て い る 。 乳 酸 菌 の腸 内腐 敗 の抑 制 機 構 に

は い くつ か 考 え られ て い る が 、 そ の 中 の一 つ に腸 上 皮 細 胞 表 層 で の

病 原 性 細 菌 との 付 着 の競 合 が あ る 。 こ の付 着 に は 、 乳 酸 菌 な ど の持

つ あ る 種 の 因 子 の 関 与 し て い る こ と が 動 物 由 来 の Lacιοbac F f f u s

a c F d o p力fFu sな どで 報 告 さ れ て い る 。 しか しな が ら、 植 物 由来 乳 酸

菌 の腸 細 胞 付 着 因子 に関す る報 告 は ほ とん どな い。

本研 究 は 漬 物 な ど植 物 性 発 酵 食 品 か ら見 出 され る 乳 酸 菌 の 腸 内 付

着 因子 を検 索 し、 そ の 因子 の性 質 、 機 能 を 明 らか に す る こ と を 目的

と して い る 。 今 年 度 は 、 数 種 の漬 物 か ら赤 血 球 凝 集 反 応 に基 づ い て

分 離 した 乳 酸 菌 の ヒ ト腸 上 皮 培 養 細 胞 株 Caco 2へ の付 着 な どを試 験

した。

実 用 又 は予 定 され る成 果

。植 物 性 乳 酸 菌 の腸 内腐 敗 抑 制効 果 の示 唆

。本 菌 の漬 物 や 味 噌 製 造 用 ス タ ー ター と して の利 用 展 開

2 試 験 研 究 の 方 法

○ 乳 酸 菌 の分 離 :玄 米 沢 庵 漬 、 野 沢 菜 塩 漬 、 セ ロ リ粕 漬 、 朝 鮮 漬 か

ら MRS寒 天 培 地 また は BCP培 地 を用 いて 分 離 した 。

○ 赤 血 球 凝 集 反 応 :ウ サ ギ 又 は ヒツ ジ赤 血 球 は血 液 を PBSで 3回

遠 心 洗 浄 (210 0 r p m、 6分 )し た後 、 PBSを 加 え て 調 製 した 。 試 料

液 の 1/2希 釈 系 列 をマ イ ク ロタイ ター プ レー トに入 れ た 後 、 赤 血 球

を加 えて 混 和 し、 37℃ で 30分 間放 置 後 、 凝 集 を判 定 した 。

○ 膜 タ ンパ ク質 の抽 出 :菌 体 を遠 心 分 離 (400 0 r p m、 20分 )に よ り

回収 し、 PBSで 3回 遠 心 洗 浄 (400 0 r p m、 6分 )し た後 、 5Mグ ア

ニ ジ ン塩 酸 塩 で 、37℃ 、 2時 間反 応 させ た 。遠 心 分 離 (120 0 0 r p m、

30分 )後 、 上 清 を蒸 留 水 で 透 析 した 。

○ ヒ ト腸 上 皮 培 養 細 胞 株 Caco 2へ の乳 酸 菌 付 着 :Cac 0 2細 胞 を 2週

間 、 37℃ の C02イ ンキ ュベ ー ター (5%C 0 2 )で 2週 間培 養 後 、 蛍光

染 色 した細 菌 (最 終 濃 度 0.D6 6 0 = 0・1)を 加 え、 37℃ 、 30分 間 培 養 し

た 。 培 地 を除 き、 PBS( + )で 3度 洗 浄 し、 蛍光 顕 微 鏡 で 観 察 した 。対
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照 と して腸 管 付 着 が 知 られ て い る L.ac F dο phF」usを 用 い た。

実験 結 果

腸 細 胞 付 着 因子 を検 索 す る 第 一 段 階 と して 、 赤 血 球 凝 集 能 を有 す

る乳 酸 菌 の分 離 を試 み 、 漬 物 類 か ら 3種 の 乳 酸 菌 を得 た 。 これ ら乳

酸 菌 の膜 タ ンパ ク質 は L.ac F d o p l l i f u sや Enιerοcoc c u S  f a C c a F i sと

は全 く こ とな っ て い た が 、 分 離 され た 3種 の 内 、 2種 の乳 酸 菌 の膜

タ ンパ ク質 は 非常 に類 似 して い た (図 1)。

分 離 した 乳 酸 菌 は 蛍 光 顕 微 鏡 に よ る観 察 か ら、 対 照 と して 用 い た

L.ac F dο phi f u sと 同様 に ヒ ト腸 由来 細 胞 で あ る Caco 2細 胞 に付 着 す

る こ とが 認 め られ た (図 2)。 こ の こ と は 、 漬 物 由 来 の乳 酸 菌 が 腸

細 胞 付 着 因子 を有 す る可 能 性 を示 唆 した 。

1    2   3   4   5

図 1  乳 酸 菌 膜 タ ンパ ク 質 の S D S― P A G E

l & 3 & 4 ,漬 物 か ら分 離 し た 乳 酸 菌  2 , E .

6

( 1 2 5 % )

f a e c a F F s   5 , L . a c F d O p力 f r  t l s   6 ,  マーカー

漬 物 か ら分 離 した 乳 酸 菌 の 1種          L .α C j′ο′/ 3 3′“s

図 2  C a c o 2細 胞 付 着 を示 す 乳 酸 菌 の蛍 光 顕 微 鏡 画 像 (× 2 0 0 )

乳 酸 菌 は赤 色 蛍 光 (こ こで は小 く鮮 や か な 白)を 、C a c o 2細 胞 は緑 色 蛍光

は薄 い 白)を 示 す 。

平 成 12年 度 の計 画

得 られ た乳 酸 菌 の腸 内腐 敗 に対 す る抑 制 効 果 (大 腸 菌 O―

の腸 管 付 着 阻 害 な ど)を 培 養 細 胞 を用 い て 試 験 す る と共 に

内付 着 因子 を明 らか にす る。

( こ こ で

1 5 7な ど

、 そ の 腸

L .  a c i d o p h i l u s
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食品工場の微生物学的危害分析 ( H l l )

―イクラ製品中の遺伝子増幅法および酵素基質培地を利用した汚染指標菌の検出―

応用技術部生物工学科 川 上誠 長 島浩二 中 川良二 奥 村幸広

研究の目的と概要

近年、病原性大腸菌やサルモネラなどによる事故が発生しており、食品製造業で

はこれまで以上の微生物学的な品質管理、衛生管理が求められている。しかしなが

ら、培養法を基本とする従来の微生物検査では検査結果が出るまでに長時間を要し、

品質管理上十分な対応がとれないケースも見受けられ、細菌検査の迅速化が求めら

れている。当センターでは昨年までに遺伝子増幅法 (PCR)を 用いた細菌の迅速

検査法を確立しており食品工場での利用の可能性を開いている。一方、酵素基質法

培地は大腸菌や大腸菌群に特異的な酵素に着目して、これらの細菌等を簡易かつ迅

速に検出できる培地として有効であるが、魚介類など一部の食品では細胞内に当該

酵素を含有するため誤陽性の結果を生じ利用が制限されている。本研究では道内主

要産業の 1つ である魚卵製造について、工場内の微生物学的危害分析の一環として

遺伝子増幅法によるの迅速検査と酵素基質法の利用を検討した。

<実 用または予定される成果>

遺伝子増幅法による迅速な微生物検査の応用

試験研究の方法

1)細 菌の抽出

イクラ lo gに生理食塩水 lomlを添加し、イクラをホモジナイズすることなく生

理食塩水でリンスし、イクラ表面に付着している細菌を洗い落とした。

2)遺 伝子の増幅による大腸菌の検出

上記細菌抽出液にアクロモペプチダーゼを作用させた後、InstaGencMatrix(BiO_Rad

Lab.)を用いDNAを 回収し、これをテンプレー トとして遺伝子をPCR法 により

増幅した。増幅産物は 2%ア ガロースゲル電気泳動により検出した。

3)酵 素基質法培地の評価

市販の3種 類の酵素基質法培地に上記細菌抽出液を表面塗末し35℃で培養した。

培養後、発色により大腸菌および大腸菌群と推定されるコロニーを分離し、細菌の

生化学的性質および 16Sリ ボゾームRNA遺 伝子の塩基配列の結果から菌種を同

定した。

実験結果

遺伝子増幅法による細菌の検出ではイクラなどの食品成分が遺伝子増幅を阻害す

ることが示唆された。このため、イクラからの細菌抽出には生理食塩水によるリン

ス法を用い食品成分の混入を防止する措置をとった。この方法による細菌検査の結

果は lo%食品乳剤による混釈法 (常法)の 結果と非常に良く一致し、イクラのよ

うに細菌が食品表面に存在しているサンプルでは、食品成分の混入を防止でき有効
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であると考えられる。

遺伝子増幅法による細菌検出検査に要する時間は概ね 3～ 4時 間であり、また、

検出感度はPCR反 応チューブあた り locfu程度であった (図)。この結果から二

般生菌数測定などの汚染指標の検査に十分に対応可能であることが示された。

酵素基質法培地の評価では、イクラ製品中の KJa株ルJJa属などの一部が大腸菌の

誤陽性菌種として検出されることが明らかとなり、当該培地の利用には注意を要す

ることが示された。

図 遺 伝子増幅法に

(loOcfu/tube)  5

よる大腸菌の検出

1 :E.εο″添力日

2:    ″

3 :    ″

4 :    ″

(lolcfu/tube)  6

(102cfuムube)  PC

(103cfu/tubc)  M

ユεθ″添加 (lo4cfuたube)

″  (loScfu/tube)

positive control

マーカー

要約

遺伝子増幅法 (PCR法 )によるイクラの細菌検出法は培養法に比べ迅速であり、

一般生菌数測定などの汚染指標菌測定に応用可能である。酵素基質法培地では誤陽

性となる菌種の存在が明らかになった。

1  2  3  4  5  6  P C  M

難華薔|
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遺伝子解析技術を利用 した酵母の分類 ・同定法の確立          (Hll)

応用技術部生物工学科 奥 村幸広 川 上誠 中 川良二 長 島浩二

1.研 究の目的と概要

近年、遺伝子情報の蓄積により、遺伝子解析技術を利用した微生物の同定が可能なってきている。

本研究では、遺伝子解析に基づいた微生物の分類。同定技術を発展させるため、食品業界で広く利

用されている酵母を取り上げ、その遺伝情報を蓄積することを目的としている。酵母に関しては、そ

のミトコンドリア16SリボゾームRNA遺 伝子に着目し、その5'側部分の塩基配列を解析した結果、

種間でほとんど差がなく、属間で大きく異なっていることを明らかにした1ヽここでは、未解析の

3'側について検討を行った。

実用または予定される効果

・遺伝子解析技術を利用した酵母の簡易同定技術の確立

2.試 験研究の方法

実験に供した菌株を表 1に示した。これらの酵母懸濁液(lomM TnS―HCl,pH7.5)に最終濃度1%に

なるようにザイモリエース20Tを加え、35℃4時間処理したものを増幅の鋳型とした。プライマー

は図1に示したものを使用し、PcRは 94℃30sec、50℃15sec、72℃30secの36サイクルで行つた。増

幅産物は2%ア ガロースゲル電気泳動で解析し、明瞭な増幅産物が得られたものについては、マイ

クロスピンカラムでDNA断 片を精製後、ジデオキシターミネーター法によって塩基配列を決定し

た。

3.実 験結果

o″ ゎめぃ 属、Rんοあゎ湖滋属、R力οαοψο″αJ“″属については、今回の条件では明瞭な増幅産物

は得られなかった。Dιbαッο協ッc`s属は、同遺伝子5'側の増幅は困難であったが1)、3'側の増幅は可

能であった。o″ 放ac硲 属、R力οあゎ″“Jα属については、5'側、3'側ともに増幅が困難であった1)

ことから、プライマーの配列について検討する必要がある。

明瞭な増幅産物が得られたものの一部について、その塩基配列を決定し、アライメントを行つた

(図2)。その結果、塩基配列は種間では非常に類似しているが(#5-#6、#13-#15、#16-#18、#20-#21、

#22-#23)、属間では大きく異なっていた。これは、同遺伝子5'側の解析1)と同様の傾向であった。

表 1.供 試菌株

組
抱
掲
解
わ
馬
″
縄
紗
細
組
麓
輝
細
郷

Candida intermedia
Candida boidonii

Cryptococcus albidus
Cryptococcus lupi

Debaryomyces hannsenii
Debaryomyces marama

Kluyveromyces lactis
Kluyveromy ces flagilis
Kluyveromy c e s marxionus

Pichia anomala

Rhodotorula rubra
Rhodotorula pustula

Shizosaccharomyces octosporus
Shizosaccharomyces pombe
Shizosaccharomyces pombe

#16 Saccharomyces bayanes
#17 Saccharomyces carlsbergensis
#18 Saccharomyces cerevisiae
#19 Saccharomyces cerevisiae

#20 Zigosaccharomyces rouxii
#21, Zigosaccharomyces bailii

#22 Kloeckeraspora occidentails
#23 Kloeckeraspora vineal

#24 Rhodosporidium dacryoidum
#25 Rhorosporidium sphaerocarpum

#26 Wlliopsis saturnus var. saturnus

#27 Zigowilliopsis califurnica

IF00761

1F01%74

1FOK1378

1F010127

1FOCX115

1FOC1668

1F01CPCl

AIU3174

AIU4381

1F010213

1FOC1890

1F010248

1F010373

AIIU3176

畑 3179

AIU3554

AIIU3181

A I I U 3 0 5 1

側 3532

1F01876

1F01098

1F01819

1F01415

1 F 0 1 9 3 1

1F01937

1FOC1941

1FOCl翻
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図1.酵 母ミトコンドリア16S rRNA遺伝子の増幅及び塩基配列決定に使用したプライマーの位置

括弧内の数値はS.car`νlsJαι 777‐3Aの ミトコンドリア 16S rRNA遺伝子 (Gcnbank AcccssiOn No.X07799)の塩基番号を示す

。T)
KJ″ッッ̀″ο“ッCas    xAATTATTAxAAAxAAATAATAAATTAATACTATAAAACAT― TTAAATCTTTAATATATT

Sα66カαrο″ッὲS   AAAT― ―ATATTTAATTATATTTAATTAATAATATAAAACAT― TTTAATTTTTAATATATT

Zigοsαcc力αrο″ッ̀`S XXXX― ―XXXXAATTAATTAATTAATTAATAACACAAAATAT― TxTAATTTTTAATACATT

KJο`ιたιrαspοrα   AAAT― ―TTxATxCATTxAATTTAATTAATAATAxAAAACATATTTACACATTCATAATTT

Dιbαッο″ッὲS    CAATT― ATAAxTATATTTxTTTAAACAATAAGAx― ―――――T――TxAGACATACATAC― TT

S力Jzοsαcc力αrο″ッ6`sTAAT―
―――A――TCGAAAGATTCAAGTATTATTAT― ――――――――――AATGGTTACCACATT

* * * * *

MS5‐2(973-993)

→
→

MS2★ (1016-1036)

寺
M S6(1620‐1640)

十 ■

■ ■ ●  ■  ■ '  十

KI“ッッθrο″ッGιS    XXTATATTATxTAT― AATATGxATTAATATCTCAAAxxxxxXAxxxxxXXXAAACAATTG

Sὰ 6カαrο″yc`s   TTTTTATTATATATTAATATGAATTATAATCTCAAATTCCATTATATGAAAAAACAATTG

ZJgοsαcc力αrο″ッειS TTTGTATTATATAT― AGTATGGATTATAATCTCAAACTCCATTATATCAAAAAACAATTG

KJοιcた̀rαψο″α   TTATTATCATAATGTTATATGAATTATAATCTCAAATTCCATTATATCAAAxAAGAATTG

D`bα ッο“ッειS    TC~~―
―――――――――――――ATCCATTGTAGTCTCAAATTCGACTACATGAACCAGGAATTC

S力′zοsα66カαrο″ycθs TATTCA― ―――――――――――――GATTTA― AATCTGTAATTTGATTTAATCAACCAGGAATTG

■  ■ ■    ■ ■■■ ■ ■ 十  十 十 十 十 十 十

Kluyveromyces CTAGTAATACGTAAATTAGTATGTTACGGTGAATACTTxAACTGTTTCGCACTAATxACT
Saccharomyces CTAGTAATACGTAAATTAGTATGTTACGGTGAATATTCTAACTGTTTCGCACTAATCACT
Zigosaccharomyces CTAGTAATACGTAATTTATCATATTACGGTGAATATCCTAACTGTTTCGCACTAATCACT
Kloeckeraspora CTAGTAATGCGTAAAATATxATGTTACGGTGAATATxCTT -CTGTTTCGxACTAATTACT

Debaryomyces CTAGTAATCGCGAACTAGAGAxGTCGCGGTGAAATTCTTAACTACTTCGTACTAACCACT
Shizosaccharomyces CGAGTAATCACTAA- TCATTACGTAGTGGTGAAATTTATCTCTGAGATGTACTAACTxCT

■ ■ ■,十 ■■    ■ ■ ■  ■    ■ ■,■ ■■ 十 ■ 十●●■   ■ ■

↑
(1471)

図 2.酵 母 ミ トコ ン ドリア16S rRNA遺 伝 子 塩基配 列 の アライ メ ン ト

表記の6属 に関して、種間で保存されている塩基配列をアライメントして示した。

括弧内の数値はS cιr`ッ′s′′ι777‐3Aの ミトコンドリア 16S rRNA遺伝子

(Genbank Acces5on No X07799)の塩基番号を示す

x:  同 一属内で保存されていない塩基

●=  属 間で保存されている塩基

4.要 約

酵母ミトコンドリア16SリボゾームRNA遺 伝子の3'側を増幅するプライマーを設計し、13属27

種の酵母について検討した。その結果、3属 6種を除いて明瞭な増幅産物が得られた。また、増幅

できたものの一部について塩基配列を解析した結果、(1)同一属内では塩基配列がほぼ同一であるこ

と、(2)異なる属間では配列が大きく異なっているが、一部保存されている部位があることが明らか

となった。

今回は、13属27種の酵母について検討したが、現在分類のされている酵母は50属を超えている。

遺伝情報を簡易同定法として利用するには、さらに広範囲の酵母に対して遺伝情報を収集する必要

がある。また、属だけではなく、種の同定についても、さらに詳細な情報解析が必要であると思わ

れる。

1)北海道立食品加工研究センター平成9年度事業報告
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道産米の用途開発

―ペーパー状食品へのカロエー

応用技術部 食 品工学科

加工食品部 農 産食品科

発酵食品部 発 酵食品科

(平成 10～11年度)

岩下敦子

中野敦博

田村吉史 ・柿本雅史

研究の 目的 と概要

日本における米 ・米粉加工品は、調味料を除 くと和菓子 ・餅菓子 ・煎餅など間

食 として利用す る製品が多い。そこで、本研究では、炊飯米同様、主食 として利

用可能 なライスペーパー (ベ トナム料理)を ヒン トに して、道産米を主原料 とし

た柔軟性のあるライスペーパー様食品の開発を試みた。

予定 され る成果

米の新製品開発研究に活用する。

試験研究の方法

・各種粉砕機 による米粉を走査型電子顕微鏡 (1000倍)に て観察 し、粉砕機の特

性 を観察 した。

・各種加工機器 (ドラム ドライヤー ・蒸 し器 ・ホ ットプ レス ・凍結乾燥機)に よ

る試作品の実体顕微鏡観察による特性の解明。

。ホ ッ トプ レス機試作品への柔軟性付与に関す る各種デンプンお よび増粘多糖

類 ・乳化斉Jの影響

実験結果

・乾式粉砕法 (超遠心粉砕機、研削機)、 湿式粉砕法 (石臼)に て調製 した米粉

を電子顕微鏡で観察す ると、米デンプン粒の形状は乾式では保持 されず大きな塊

とな り、湿式ではデンプン単粒の形状が保たれている (写真 1)。

石 臼処 理

写真 1 粉 砕方法の異なる米粉の電子顕微鏡写真 (1000倍)

。蒸気加熱一通風乾燥、凍結乾燥機、 ド ラム ドライヤー機、ホットプレス機にて

米粉水溶液を加工し、組織の状態を実体顕微鏡により観察 した結果、蒸気加熱一

通風乾燥では、道産米を薄くへ
°―ハ

°―状に加工するのは困難であり、凍結乾燥機で

2.

3.

超遠心粉砕機処理

―-58-―



は白色粉末となる。 ド ラム ドライヤー機では糊化処理が必要であり、糊化が進む

と加工品は透明度が増 し、オブラー ト状の気泡が点在する組織 となる (写真 2)。

ホッ トプレス機は生米粉から瞬間的に膨化するため、自色のペーパー状に加工が

可能であり、気泡が重なった組織となる (写真 2)。

写真 2 加 工組織の実体顕微鏡写真

。市販米粉 (5種)、 粉砕方法の異なる米粉 (3種)、 澱粉 (6種)お よび増粘多糖

類 (9種)の 20%水 溶液10gをホ ッ トプ レス機 (上下150℃ 。1分 )に てペーパー状

に加工 し柔軟性を確認 した所、米粉およびデンプンでは低 く、種類によ り程度に

差は認 められない。増粘多糖類のカー ドラン溶液のみ非常に柔軟性の高い膜状組

織 となる。

表 1ホ ットプレスカロエ時の

(うるち粉)
白玉粉 (もち生粉)  一
寒梅粉 (もちα化粉) 一
ベトナム産梗粉    ―
″   も ち粉    ―

ゆきひかり

超遠心粉砕機処理  ―
研削機処理     ―
石臼処理      ―

トウモロコシ

小麦
わらび

タピオカ

葛

キサンタンカ
゛
ム

フ
°
ルラン

ローカストヒ―゙ンカ
゛
ム

ヘ
°
クチン

タマリント
゛
力
゛
ム

アルキ
゛
ン酸Na

ク
゛
アカ

゛
ム

カードラン

加工品を2つ折にした時のわれの有無を柔軟性の指標とした
一:割れる(柔軟性低い)+:割 れない(柔軟性高い)

4.要 約

・粉砕方法により米粉の形状は異なる。

・組織内の気泡の大きさ ・混入割合は加工方法により異なる。

・ホットプレス機によるペーパー状食品加工では、カー ドランの添加で柔軟′性付与が認

められた。

ドラム ドライヤー加工 ホ ッ トプ レス加工

<デ ンプン >  柔 軟 性  く
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超強力小麦粉を用いた各種パン類、麺類の開発     (Hll～ H13)

加工食品部農産食品科 山 木一史 中 野敦博 田 中彰 槙 賢治

研究の目的と概要

超強力小麦粉とは、カナダで1つ の小麦銘柄として成立しているCanada Western

Extra Strong Wheat(CWES)のような超強力小麦から得られる小麦粉のことである。

この小麦粉は、生地ミキシング時の生地形成時間が非常に長く、生地物性測定時に

非常に大きな最大抗張力を示す等のユニークな特徴を持つているため、カナダを中

心に特比解明や冷凍生地製パン法への応用等の研究が行われているが、その利用に

ついては、日本では十分に検討されていないのが現状である。

本研究では、特徴的な超強力粉の性質を有効利用し、超強力粉そのものの新しい

用途、および、超強力粉をブレンドすることにより、用途が限定されている国産小

麦の各種有効利用法を開発することを目的とする。今年度は、超強力粉の中華麺に

対する製麺適性について解析を行つた。

予定される成果

(例)。超強力粉使用による高品質な麺類の開発

試験研究の方法

試験に用いた小麦粉は超強力粉が Wildcat(北 海道農業試験場栽培品、テス ト

ミルによる60%粉 )、国内産小麦にホクシン (市販品)を 、コントロールとして

市販の中華麺用粉 (外国産小麦)を 用いた。

まず超強力粉の効果を調べるために、市販中華麺用粉に少量の超強力粉ブレンド

し、市販中華麺用粉に卵白(E)とグルテン(G)をそれぞれ 1%添 加 したものと比較を

行つた。次に中華麺適性が劣つているホクシンに、種々の量の超強力粉をブレンド

しその効果を調べた。

いずれの試験も、中華麺を小麦粉 100%、 かんすい 1%、食塩 1%、水 36%で 製造

した。中華麺の評価は、麺帯の色調を製造直後と1日後に調べ、物性試験ははレオ

メーターを用い、生麺について引つ張り試験を、ゆで麺については切断試験を翌日

に行つた。

実験結果

超強力粉ブレンドにより麺帯は扱いやすくなったが、作業性に大きな差はみられ

なかった。明度C)は ブレンド量の増加とともに低下するが、経日変化の差が添加

物使用の麺よりも少なかった(図1)。また、生麺の物性においては対照の麺に比べ

伸展性がやや低下するが、ブレンド麺のみで比較するとブレンド量の増力日に伴い伸

展性は上昇している。ゆで麺の切断強度は10%以 上のブレンドで対照を上回つた

(図2)。この結果から、超強力粉は中華麺に対して少量で十分な物性改良効果があ

り、卵白や活性グルテンと置換できる可能性を持つことが判明した。
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ホクシンに対して超強力粉を15%以 上ブレンドすることにより、製麺時の麺帯の

剥離等がなくなり作業′性が向上した。生麺では超強力粉ブレンドにより、対照の麺

と異なりやわらかく伸びやすい物性、明度の低下を示したが、ゆで麺の物性である

切断時破断応力は対照以上の値を示しこしのある強い物性を示した(図3,4)。これ

は超強力粉が持つ生地物′性の強さが表れた結果であり、麺生地においても強固なグ

ルテン組織が形成されたためと考えられる。

平成 12年 度計画

超強力粉の化学成分に着目し、中華麺物′性改良効果の基本特性を解析する。また、

冷凍麺や乾燥麺における超強力粉ブレンドの効果について検討を行う。

(共同研究機関  北 海道農業試験場)
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規格外道産タマネギを用いたビフィズス菌発酵飲料の開発   (H10～ Hll)

農産食品科 槙  賢 治 加 工食品部 本 堂正明

1.研 究の目的と概要

本道におけるタマネギの生産量は約 60万 トンで全国の約 50%を 生産しており、

シェアは全国第一位である。しかしながらで生産過剰による市場価格の低迷や規格

外品の発生で生産者の経営は必ずしも良くない。
一方、加工向け出回り量は生産量

の約 10%強 で増加傾向にあるものの加工品の種類はソテーやダイスの冷凍や調味

原料等に限られ、付加価値も低いため加工業者の収益も低位にある。そこで、低価

格品や規格外のタマネギを用いた付加価値の高い新たな加工品の開発が望まれて

いる。タマネギには高血圧や糖尿病等の生活習慣病に対する予防効果の期待できる

含硫化合物や整腸作用を有するフラク トオリゴ糖等、健康保持に有効な成分が多く

含まれている。本研究では有用成分を含むタマネギジュースをビフィズス菌を用い

て発酵し、健康機能に優れた発酵飲料の開発を目的に有用菌の検索と発酵条件の検

討を行つた。

・予定される成果  道 産規格外タマネギを原料とした健康飲料の商品化。

2.試 験研究の方法

(1)タ マネギジュースの調製

市販タマネギを剥皮、細断し、2倍 量の蒸留水を加え、ミキサーでホモジナイズ

した。ガーゼを用いてろ過 し、ろ液のpHを 7.2に調整 して加熱処理 (121℃、30

分)後 、遠心分離 (8000r p m、 20分 )を 行い、上清を採取した。

(2)発 酵方法

。供試菌  ビ フィズス菌として Bittdob′θゎ甕閣 レ御d192,3tonttm1217,

3カ カ″歯1222,3′ do“sc"着 1275,3′ he∝ “盤Gl,310n騨 血 1を 供試した。

・発酵培地の調製  上 清に窒素源として牛初乳脱脂粉末、豆乳凍結乾燥粉末、ホタ

テ貝柱煮汁凍結乾燥粉末を 3%添 加 し、p H7.2に調製して 35m lに 分注し、オー ト

クレーブで滅菌 (121℃、30分 )し た。

・発酵条件  培 地に供試菌を無菌的に接種し37℃で 24時 間発酵を行つた。

・分析方法  発 酵終了後、遠心分離により得られた発酵液のpHを 測定し、また、

乳酸と酢酸含量をイオンクロマ トグラフィーで測定した。

3。 実験結果

発酵液のpHは いずれの菌株でも初発値 (p H7.2)よ り低下した (表1)。発酵

後のpHが 最も低かつたのは窒素源が初乳の場合の 3bn騨 1217で 3.96であっ

た。菌株別には全体的に3レ 御d192お よび =Юnttm1217が 低く、3ゴb力刀″b1222

および =′hesθ θ′″s1275が 高かつた。また、窒素源別には 3加 で1192,

3-″ 1217,3abり 鰍労農Glお よび3ん 昭物"粗 については初乎Lが最も低く、

3カ カ″ιゴs1222お よび =′dores“口お1275に ついてはホタテが低かつた。発酵液

中の乳酸量は菌株別には 3レ "d192,atonttm1217,3adorescen″ lGlお よび
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ユあ襲″訟 1が 多く=カ カ″″b1222および =′hes“ 凛お1275が少なかった。ま

た、窒素源別には初乳が最も多く、ホタテが最も少なかった。また、酢酸量につい

ては全体的に乳酸量より多く、窒素源が初乳では 3レ "d192,3」 θ″gυ“1217,

3adoresθ"″ ‐ 1が 多く、ホタテでは 3わ“ye1192,3adorescen″s1275,

3′濃 esθ“農Glお よび ユ」θttβυ」直 1が 多かつた。また、豆平Lは初乎し、ホタテに

比べいずれの菌株も低かつた (表2)。pH低 下の度合い、平L酸、酢酸の生成量等か

ら判断して窒素源 としては初乳が最も適当で、ジュースに初乳を添カロし

3レ θye1192,3[onttm1217,E′ hesθθ″廊1275お よび =′hesの “Glを 接

種 して培養することによリー定の発酵が進行することが明らかとなり、適当な調味

を施すことによリタマネギ発酵飲料の製造が可能なものと考えられた。

表1 発 酵液のpH

B.brevel /92
B.lonsuml2l7
B.infanilsl222
B.adorescentisl2TS
B.adorescentisGl
B.longunAl

初撃L  豆 乳  ホ タテ

4.03    4.19    4.25

3.96     4.14     4.10

5.57     5.42     4.86

5.23     5.16     486

4.09     4.28     4.21

4.04     4.22     4.28

Bbevell92
Blqeunl2lT
Bintuis/2
Bafuesqtisl275
Ba&esqttisG/
Blqsn4l

6種 のビフィズス菌によるタマネギジュースの発酵試験を行つた。いずれの菌株

でも発酵によりpHは 低下したが窒素源として初乳を添力日し、3如 “1217で発

酵した場合最もpHの 低下が大きかつた。発酵液中の乳酸量、酢酸量については、

乳酸は初乳を添加 した場合、3ル ℃ya1192,3Lttη d217,3adο rθsθθ′開£ 1お

よび =あ 昭切盤uが 比較的多く、酢酸は窒素源が初乳では =b“ “1192,

3わ 襲烈“1217お よび a′hesθ “農Glが 多く、ホタテでは 2加 で1192,

3′hesθθ″̀ Js1275,3′hesθ“腱Glお よび =」θ″″触 1が多かつた。

ジュースに初乳を添加 し、3加 “1192,3-“ 1217,3aお resθ"鮨 1275

および 3′hes“ 洸ぶHを 接種して培養することによリー定の発酵が進行するこ

とが明らかとなつた。

(共同研究機関  酪 農学園大学)
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4.要 約
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殺菌作用 を有す る光半導体皮膜 の形成 に関す る研究 (H9～Hll)

発酵食品部発酵食品科  柿 本雅史 田 村吉史

富永一哉 田 中常雄

1.研 究の目的と概要

酸化チタンは 400nm以 下の紫外線を受けると、空気中の酸素や水を活性酸素に変化さ

せる光触媒作用を持つている。活性酸素には殺菌作用があると言われている。

溶射法などの表面処理技術は機械装置の耐食、耐摩耗性向上を目的に広く利用され

てきた。本研究は、溶射法によって基材表面に光半導体機能を有する酸化チタンの皮膜を

形成させ、殺菌作用を付加する技術を開発 し、食品加工業での加工機械や装置類への

応用を目的とした。本年度は、酸化チタンを溶射 した後に更に表面処理をし、酸化チタンの

露出表面積が異なる溶射試料の殺菌効果を検討 した。また、各種の微生物に対する溶

射試料の殺菌効果についても検討した。

【実用又は予定される成果】

・溶射法による殺菌効果を有する光半導体皮膜の開発

・食品加工機器 ・装置、屋外施設等への本皮膜の利用

2.試 験研究の方法

1)評 価方法

評価方法は、試料表面に 0.5mlの菌液を滴下し、菌液と試料面の密着度を高めるた

め滅菌ホ
°
リエチレンフィルムを被せ (フィルム密着法)、紫外線ランフ

°
を所定時間照射後、回収した菌

液の生菌数を比較した。本ランフ
°
は、光触媒励起波長である 350nm付 近の紫外線を多く

含有するが殺菌効果は無い。試料面の紫外線強度は約 0.7mW/cポであった。

2)表 面処理試料の殺菌効果の検討

ステンレス鋼(50X50X4mm)を 基材に酸化チタン粉末で溶射処理をした後に、表 1に 示した

表面処理を行い試料とした。大腸菌 Esぬ ericha θ″ JCM1649を 滅菌生理食塩水にて

菌数を 1.0×106cfu/mlに調製し、供試菌液とした。

表 1 試 験区と溶射後の表面処理方法

試験 区: 溶射後の表面処理方法
無処理 溶射後の表面処理なし

研 磨 試料表面の微小凹凸を研磨した
シール シリコン樹1旨系封孔剤で空孔を封孔後、表面を研磨した
SUS SUS304フ

°
レート表面処理なし、対照

3)各 種微生物に対する殺菌効果の検討

無処理区の溶射試料を用い、各種微生物に対する殺菌効果を検討 した。供試菌は、

表 2に 示した菌株を用いた。

3.実 験結果

1)表 面処理試料の殺菌効果
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紫外線を照射した試料の大腸菌に対する殺菌効果は、無処理、研磨、シールの順に

大きかった (図 1)。3種類の表   1

面処理により、試料表面の酸化

チタンの露出表面積の大きさは、   0

無処理>研 磨≧シールであると 。
2  - 1

考えられる。従つて、酸化チタン≧
の露出表面積が大きいほど殺菌 ゴ _2

効果は大きく、殺菌効果の大小

には、露出表面積も影響を与え  -3

ていると考えた。

2)各 種微生物への殺菌効果

肋ル"″θ′′α “″″″″sを はじめ

とする非芽胞形成菌ではグラム

陽性 。陰性、梓菌 ・球菌に関わ

りなく 1～ 2時 間の照射で検出

限界以下まで殺菌された。 しか

し、芽胞形成菌である BαθノJルs

s夕ι″加 は 3時 間の照射で 1/10以

下まで菌数は低減 したが、大き

な殺菌効果は認められなかった

(図 2)。 こ のことは、酸化チタン

の溶射皮膜の殺菌力では、供試

菌液中の芽胞は殺菌できず、栄

養細胞だけ殺菌していると推察

した。また、供試菌株で唯
一真

菌である、助θttα″岬 ω θιrθ沈ブ“ に対する殺菌効果は認められなかった (表2)。

一 無処理照射

一 研應照射

■を―シール照射

…△ ‐S u S 照射

一 無処理遺光

…▲‐S u S 遺光

0

図1

照射時間( H )

表面処理の違いによる殺菌効果の比較
N :照射後の生菌致 N I :照射前の初発菌数

ｏ
２

ヽ
Ｚ

¨
ｏ
一

一 SalmOne‖。

照射

‐‐0‐ 3aci‖us

照射

― S・!m One‖a

逮光

‐・日 ‐Bac‖lu s

速光

4.要 約

溶射法で殺菌

効果がある、酸

化チタンの光半導

体皮膜を開発 し

1    2    3    4
照射時間(H)

図 2 Salmonella entritidis、Bacillus subtilis

に対する殺菌効果
N : 照射後の生苗数 N●:照射前の初発薔薇

表2 各 種微生物に対する殺菌効果

殺菌効月
Esc力 θ′r●カメa

殺菌効果小日無し
θ′ο〃ノυ●        s″ b rilis   JcM1465

eccharomyces cerevisiae JCM 7255En tero bacter
Salmonalla
Lacto b acillu s
Lactococcus

οο〃     JCM1649

aθ′Ogθ″θ,」 CM1235

,″[riti」ノs  IF03313

カθルθrたυs  B l 乳技協 株

raarFs    」cM 5805

, aυ ′θ″s   IF012732

た。本皮膜の殺菌効果の大小には、光触媒能が高い結晶構造であるアナターセ
゛
型結晶の含

有率だけではなく (平成 10年度結果)、皮膜表面の酸化チタンの露出表面積も大きく関与

していると考えた。本皮膜は、ル腸ο“J/a菌等の食中毒菌に対 しても殺菌効果を有す

るため、食品加工機器 。装置、屋外施設等への応用が期待される。
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地域水産資源からの機能分子の探索と食品開発 α10～Hlの

加工食品部水産食品科 佐 々木茂文、吉川修司、大堀忠志

オホーツク圏地域食品加工技術センター 太 田智樹

1.研究の概要

北海道の沿岸域に生息する低利用海藻から優れたものを発掘 し、健康性を特徴と

した特産品開発を行うことを目的とした。今回の研究では太平洋沿岸部に分布する

雑海藻類を対象として食後血糖上昇因子を探索 し、糖尿病予防食品の開発を試みる。

今年度は食後血糖上昇因子 (糖尿病抑制作用)の指標として糖吸収に関与するα―ク
゛

リコ汐 ―゙セ
゛
活性を阻害する成分について検討を行つた。

実用又は予定される成果

・糖尿病を予防 。改善する新 しい高機能食品の開発と海藻資源の利用開発

2.試験研究の方法

1) 機 能性成分の食品加工工程中における活性変化の検討

①α―ク
゛
リコシタ―゙セ

゛
阻害成分の熱安定性

冷凍(-80℃)保存していたエゾイシゲをナイフで細切 し、メタノールを最終濃度

70%になるように加 えて阻害成分 を抽 出 した。得 られた抽 出物 を各温度

(50,70,98,121℃)で1時間処理した後、それぞれのα―ク
゛
リコ汐 ―゙t 阻゙害活性を測定し

た。α―ク
゛
リコシタ―゙セ

゛
阻害活性はラット小腸アセ トンパウダーに10倍量の生理食塩水を

加え、超音波処理し、遠心分離して得られた上清を粗酵素試料として用いた。阻害

活性はスクロース、マルトースを基質として用い、測定試料とともに37・Cで60分間

反応後、4Mト リス ・マレイン酸溶液を添加して反応を停止した。反応液から20μ

lを分取し、グルコースオキシターゼ法によるグルコース測定キットを用いて遊離

したグルコースを定量した。対照試料に対する測定試料の遊離グルコース量の比率

から阻害率を算出した。

②α―ク
゛
リコシタ―゙セ

゛
阻害成分のpHに よる影響

冷凍(-80℃)保存していたエゾイシゲ10gをナイフで細切し、各pH(4,5,6,7,8)

の水50mlで1時間浸漬した後、メタノールを最終濃度70%になるように加えて阻害成

分を抽出した。抽出物を濃縮乾固した後、70%メタノールで10ml容メスフラスコにメ

スアップし、lml採取して抽出物重量を測定するとともにそれぞれのα―ク
゛
リコ汐 ―゙セ

゛

阻害活性を測定 した。α―ク
゛
リコシタ―゙セ

゛
阻害活性の測定は上記の阻害成分の熱安定性の

検討と同様の方法を用いた。

3. 実 験結果

① α ―ク
゛
リコシタ―゙セ

゛
阻害成分の熱安定性

エゾイシゲから70%メタノール抽出したα―ク
゛
リコシタ―゙セ

゛
阻害成分を各温度(50,70,

98,121℃)で1時間処理後、阻害活性を測定した結果を図 1に示す。エゾイシゲの
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70%メタノール抽出成分の

α―ク
゛
リコシタ―゙セ

゛
阻害活性は

121°Cで 1時 間処理 したも

のは無処理 と比較 して約

15%阻害活性が低下 したが、

50℃、70°C、 98℃で処理 し

たものはほとんど変化が認

められなかった。このこと

からエゾイシゲに含まれる

α―ク
゛
リコシタ―゙セ

゛
阻害活性成

分は熱に対して比較的安定

であることが明らかになつた。

②α―ク
゛
リコシタ―゙セ

゛
阻害成分のpHに よる影響

エゾイシゲを各pH(4,5,6,7,8)の水 50mlで1時間浸漬した後、メタノールを最

終濃度 70%になるように加えて抽出

した阻害成分のα―ク
゛
リコシタ―゙セ

゛
阻害

活性を測定 した結果を図2に 示した。

抽出物量は pHに よる影響はほとん

どなく、エソ
゛
イシケ

゛
lg当たり88mg前後

であつたが、阻害率はpH 7が最も高

く、30。8%で、pHが 低下するに従つ

て低下した。また、pH 8でも低下す

ることから、pH 7で処理することが

最も適することが明らかになった。

4. 平 成 12年度計画

今年度、エゾイシゲのα―ク
゛
リコシタ

゛

―セ
゛
阻害成分の熱および pHの 安定性

について検討し、一般的な食品加工条件では変化がないことが明らかになつた。こ

のことから平成 12年度は熱風乾燥 したエゾイシゲを原料に飲料 (茶、焼酎)お よび

錠剤化を試み、試作品の活性成分の有効性と保蔵性を検討する。

(共同研究機関 :北海道大学水産学部、三石町)
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赤ワインに含有されるリスベラトロール類縁物質を増やす研究 (Hlo～ 12)

発酵食品部発酵食品科 田 村吉史 柿 本雅史 富 永一哉

発酵食品部 田中常雄

1.実 験の目的と概要

ブ ドウに含まれるポリフェノール化合物は、ワインの品質に関与すると共に抗酸

化能、ラジカル消去活性、血小板凝集抑制能などの様々な生理機能を有することが

知 られている。特に赤ワイン中に含まれるポ リフェノール類の一種であるリスベラ

トロール類縁物質は、血管内に悪玉コレステロールが沈着するのを防いでいること

が最近の研究で分かつてきている。 リスベラ トロール類縁物質は複合体の形で果皮

中に含まれ、醸造の過程でワイン中に溶けだ し微生物の作用によって遊離される。

本年度は乳酸菌によってパイシー ドからリスベラ トロールヘの変化 と、酵素処理に

よるラジカル消去能の変化について検討 した。

予定 される効果

北海道産赤ワインの付力日価値増加による道産ワインのシェア拡大

2.試 験研究の方法

1)平L酸菌によるパイシー ドからリスベラ トロールヘの変化

池田町より NIILF(マロラクテ ック発酵)前 のワイン (ツバイゲル トレーベ)を

入手 し、NIILF用の平L酸菌 (OcnOcoccllS Oeni)を添加 しNILFを行い、 リスベ ラ トロ

ール、パイシー ド及び平L酸量を測定 した。リスベラ トロールは、pH7に 調整後 Sep‐pak

に通 し吸着 させ、 リン酸緩衝液で洗浄する。窒素ガスでパージした後酢酸エチルで

溶出させ HPLCで 定量 した。パイシー ドは、同じ試料にβ一グル コシダーゼを添力日

し、反応 させた後パイシー ドをすべてリスベラ トロール とし測定 した。遊離のリス

ベラ トロールとの差をパイシー ドの量とした。乳酸は有機酸分析法に従い IIPLCに

より定量 した。

2)ラジカル消去能の変化

赤ワインをβ―グルコシダーゼで処理 し、パイシー ドを分解することによるラジ

カル消去能の変化を測定 した。 β一グルコシダーゼを 4,8,12mg/10mの 溶液を作

成 し、赤ワインと等量混合 し窒素雰囲気下で 37℃ 2時 間反応 させ、総フェノール

量、ラジカル消去能を測定 した。総フェノール量は Follin‐Ciocaheau法をもちい没

食子酸相当量とした。ラジカル消去能はα一 トコフェロールの水溶性誘導体である

TIoloxによるDPPHラ ジカル消去率の検量線を作成 しTr01ox相当量 とした。

3.実 験結果

リスベラ トロールの配糖体であるパイシー ドとリスベラ トロール量の平L酸発酵に

おける変動について検討 したところ、乳酸発酵中にパイシー ド量が減少 しリスベラ

トロール量が増力日した (図1)。 乳酸菌を添力日しない場合はこのような変化が生 じ

なかったことから、平L酸発酵中に平L酸菌由来のβ―グルコシダーゼが作用 し、パイ
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シー ドが分解 しリスベラ トロールが生 じていることが示唆 された。

ワインをβ―グルコシダーゼ処理すると総ポリフェノール量に変化は見られない

が、ラジカル消去能が上昇 したことから、ポ リフェノール配糖体が加水分解 される

とラジカル消去能が高まるとい うことが示唆された。 (図2)

これ らのことか らワインの 2次 発酵 鰤LF)が ラジカル消去能を高めているこ

とが示唆され、そこに大きく関与 している要素として、パイシー ドからリスベラ ト

ロールの遊離が考えられる。
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図 2 酵 素添加によるラジカル消去能の変化

4.平 成 12年度計画

β‐グル コシダーゼ活性の高い平L酸菌によるリスベラ トロール量の増強法 とラジ

カル消去能について検討、ルーチン分析方法の確立を検討する。

(共同研究機関 :池 田町ブ ドウ 。ブ ドウ酒研究所、帯広畜産大学)
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乳用廃用牛の新規加工技術の開発

―新規乾燥食肉製品の開発―

(Hll～ 13)

加工食品部畜産食品科 阿 部 茂  井 上 貞 仁

研究の目的と概要

北海道には全国の乳牛の約 4割 に相当する乳牛が飼養されており、それらに関

連する乳製品製造業、畜肉加工業は道内の主幹産業となっている。乳牛は一定期間

搾乳され後淘汰されているが、これらの乳用廃用牛の肉質は硬 く、肉及び脂肪の色

調も劣り非常に安価に取 り引きされている。現在、乳用廃用牛の発生頭数は年間 9

万頭に達 している。

また、貿易自由化の影響で、これらの低品質肉は輸入肉と真つ向から競合 し、ま

すます安価に取引される傾向にある。新鮮安価で豊富に存在する道産資源を加工 し

て付加価値の高い製品を製造する技術の開発が切望されている。

本研究は道内で大量に発生 し、廉価に流通 している乳用の廃用牛肉を活用 し、酵

素処理、加工工程の検討を行うことにより、新規乾燥食肉加工品 (調味料、肉の削

り節、 ト ッピング食材)の 開発を行うものである。また、高品質な北海道特産品を

商品化することにより食肉加工業振興を図るものである。初年度では基本的製造技

術の確立を目的に酵素処理条件、乾燥工程等の検討を行つた。

*予 定される効果

。新規産業の育成および新技術の確立  新 観光資源の開発

・乳用廃用牛の利用拡大 酪 農経営の安定化

試験研究の方法

試料は経産牛の半腱様筋を用い、入手後-20℃ で冷凍保存 した。試験時には一晩

流水解凍を行つたものを用いた。また、タンパク質分解酵素はフレーバーザイム

(ノボノルディスクバイォィンダス トリー (株))を 用いた。

(1)酵 素処理条件の検討

2cm× 5cln× 2cmに 調整 した試料に、酵素溶液を肉重量に対 し 0.05,0.1,0.3,

0.5,1.0%になるように注入後、50°Cで 酵素反応を行い、1,3,5,8時 間ごとにサン

プリングした。酵素失活はスモークマシンを用いて温度 95°C、湿度 90%の 条件で 30

分間加熱 した。生成 したエキス量はη嘔S法 にて測定 した。

(2)乾 燥条件の検討

半健様筋を筋線維方向に 2cm,4cm,6cmの 厚さに調整 した試料、および 2分 割、4

分割 した試料に対 し、1%濃 度の酵素溶液を注射器にて lcm間 隔で注入 し、スモー

クマシン内で 50°Cで 5時 間酵素反応を行つた。酵素はフレーバーザイムを用い、

添加量は肉重量に対 し0.1%と した。酵素反応後はただちに温度 80℃ 、湿度 0%の

2.
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3.

条件で焙乾を行ない重量減少率(初期値を1と した時の減少比)を求めた。焙乾は

1日あたり4時間行ない、積算焙乾時間は52時間とした。

試験結果

(1)酵 素処理条件の検討

結果を図 1に 示す。酵素添加量の増

加に従い生成エキス量も増加 したが、

酵素添加量が 1%以 上では肉の軟化が

著 しく、後の工程に進むのが困難であ

つた。また、乾燥品において削 り節を

試作 した際も粉末が多 く、歩留まり低

下を招 くことから極端な酵素分解は肉

乾燥品に好ましくないことがわかつ

た。これらの結果とうま味生成の観点から、酵素添加量は 0.3～ 0.5%程度で、酵

素反応時間は5時 間程度が適当と考えられた。

(2)乾 燥条件の検討

結果を図2に 示す。各形状のサンプ  0_5

ルにおいて乾燥効率が良かつたのは   045

4cm厚 と4分 の 1割であつた。しかし、
 3。 _4

4分 の 1割 のサンプルの中には乾燥に 電
0 0 3 5

よつて極端に変形しているものも見受 蒸
けられた。また、最も薄 く調整 した2cm X°

・3

厚の乾燥効率が悪いのは、表面の乾燥  ° ・25

が急激に起こり表面に硬い皮膜が形成   o2

され、水分が蒸発 しにくくなったため

と推察できる。これらの結果から、製

造時の肉の形状は 4cm程 度の厚さが良いと考えられた。

4.平 成 12年 度計画

今年度の結果をもとにさらに、実用化へ向けた基本的技術の確立を検討する。同

時に、保存 ・流通性の向上を目的とし添加物(亜硝酸塩等)の検討を行う。

(共同研究機関  (株 )ホ クビー 北 海道大学)
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1.

食品の急速冷凍 ・解凍技術の開発研究

加工食品部農産食品科 中 野敦博

(Hll)

応用技術部 山 崎邦雄

研究の目的と概要

道内の豊富な食材 (生鮮、一部加工品も含む)を 大消費地に、品質保持の上、

大量に輸送することは遠隔地であるがためハンディが非常に大きい。本研究は、

食材の品質劣化を詳細に評価 し、冷凍 ・解凍の技術を向上させることにより、道

内産業の活性化に貢献することが目的である。

予定される成果

・食品の冷凍 ・解凍技術の向上。

試験研究の方法

材料 :国内産生バチマグロは、近郊の量販店より購入し、200gに 切 り分け、包

装 し、凍結 した。シュークリームは、共同研究機関を通 じて実際に食品工場で製

造されている製品 (43g/1個、個別包装)を 試験に供した。

冷凍装置 :急速凍結をショックフリーザー (USF16…2CAA、 富士電機閉)で 行

つた。対照として緩慢凍結を冷凍庫 (221LSS、大和冷機工業欄)で 行つた。

解凍装置 :高圧誘導静電気解凍機 (SE‐DEPAK‐ 500、榊サンテツ)を 用いて、

静電気 ONま たは OFFで 試験した。

組織観察:試料を液体窒素で凍結 し、割断後、クライオ走査型電子顕微鏡 (S-2400、

日立製作所)で 観察した。

実験結果

図 1の マグロの凍結曲線によると、対照の冷凍庫による凍結が最大氷結晶生成

帯 (0～-5℃)を 282分 で通過したのに対して、ショックフリーザーでは 73分 で

急速に通過 した。生マグロの筋繊維組織には、凍結により氷結晶が生成される。

図 2bお よび cの 空洞部分が氷結晶であり、ショックフリーザーによる急速凍結を

行 うと、氷結晶が小さくなり、組織に対する損傷が比較的低くなると考えられた。

図 3は 、シュークリームの中のカスター ドクリームで、丸いくばみは気泡で、

球状物質は卵黄由来であると考えられた。凍結中のカスター ドクリームは、マグ

ロと同様にショックフリーザーによる急速凍結の方が緩慢凍結よりも氷結晶が小

さかつた (図2bお よび c中 の黒色の空洞が氷結晶)。しかし解凍方法によるカス

ター ドクリーム組織の違いは観察されなかつた (図2dか らg)。

要約

生マグロとシュークリームを用いて冷凍 ・解凍試験を行つた。ショックフリー

ザーを用いた急送凍結を行 うと、氷結晶は明らかに小さかつた。静電気方式の解

凍法による、組織変化の明確な違いは観察されなかった。

，

“

3.

4 .
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マグロの凍結曲線

図 2 マ グロの組織
a:凍 結前、b:急 速凍結、c:緩 慢凍結

図 3 カ スター ドクリームの組織
a:凍 結前、b:急 速凍結、cI緩 慢凍結、

d:急 速凍結‐静電解凍、e:急 速凍結 通常解凍、f:緩 慢凍結‐静電解凍、g:緩 慢凍結‐通常解凍
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2.

静電気による粉体の分離技術に関す る研究  (平 成 11年 度)

一静電分級法によるタンパク含量の異なる米粉調製の試み―

応用技術部 食 品工学科 岩 下敦子

研究の目的と概要

米粉には、糎米から乾式粉砕された上用粉と締米から湿式粉砕された自玉粉

をはじめ、原料 ・加熱工程の有無 ・粉砕方法により様々な製品がある。しかし、

馬鈴薯等と異なり、湿式粉砕 (水浸漬後水引粉砕)で あってもタンパク含量は

低下しないのが特徴である。理由として、米デンプンは、馬鈴薯 。小麦デンプ

ンよりもデンプン粒が小さく、タンパク質が組織内に結合 していることがあげ

られる。そこで、従来は希アルカリ溶液によリタンパク質を溶解抽出し、デン

プンを精製 している。この工程では、手順が煩雑であることのみならず廃液処

理等にコス トがかかり、米デンプンは他のデンプンに比較 して高価である。

また、米菓製造上でもデンプン精製度があがると膨化性が向上し、よリソフ

トな食感になるといわれ、差別化の激 しい食品工業業界にとっても精製技術の

向上は多様な製品加工への重要な課題であろう。野口らは、落下式静電分級機

により米粉中のタンパク質含量により静電気分級が可能であることを報告 して

いる。もし、乾式でタンパク質含量の異なる粉が精製できれば、廃水処理の問

題も解決する上、加工特性の異なる粉の調製ができ、製品開発のうえでも非常

に有益であると考える。北海道立工業試験場では石炭粉の静電分級に関する研

究を進めてお りこの知見をふくめて、本研究では米粉の静電分級の可能性につ

いて試験をおこなつた。

研究試験の方法

・粉砕方法の異なる米粉の成分変動

「きらら397」 平成 11年 度上川郡東神楽産、90%精 白を使用 し、乾式粉

砕法にて①超遠心粉砕機(Mitalllura Riken Kogyo)②研削機(サタケ製作所 TM‐

5#44ロ ール・表面 15%を 研削)③ロールミル(フ
゛
ラベンタ―゙社)の各機器にて粉砕 し

た。湿式粉砕法は5倍 量の水に一晩浸漬後水と共に①石臼 ((株)曽 南 材 質 :

御影石 サ イズ :38× 32× 17)② ホモジナイザー (POLYrORON PT6000

KINEMATICAAG)に て粉砕 し、静置後上清を除去し通風乾燥 (45℃,24hr)

した。各米粉の成分分析 (水分 ・灰分 ・脂質 ・タンパク質 ・炭水化物)を 行つ

た。

・ドラム型装置による静電分級試験

平成 11年 度産きらら397を 超遠心粉砕 し、>425μ  m・ 425…106μ m・

106<の 3区 分に箭い分けし、 ド ラム型装置により静電分級を行つた。

ドラム装置の側面からの簡略図と採取サンプル位置を図に示す。採取 した①
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～④のサンプルのタンパク質含量を分析し分級状態の評価にした。

3,実 験の結果

表1各種粉砕機処理米粉の成分分析

季基員T?↑

オI墜
ヽ

夕

:~

超遠心粉砕機
研削機
ロールミル

湿式粉砕法
石臼
ホモジナイズ

５

１

０

　

　

６

３

３

５

　

８

４

３

４

　

３

３

０

１

０

　

０

０

0.9     6.6       78.7

2.3     13.0       70.3

0.7     6.6       77.3

0.4      6.6       84.1

0.5     7.0       86.4

研削機による

表層 15%の

米粉はタンパ

ク質含量が多
(%) ぃ

ことが認め

られた。これは、米粒中のタンパク質が表層に多く分布 しているためである。

他の粉砕処理では、米粉の成分に差は認められなかった。

表 2よ り、>425お よび 425-106の 区分に

おける① ドラム付着粉で若干のタンパク

質含量の増力日が認められた。106μ mよ り

小さな区分では静電気による粉の凝集が起

こってしまい、静電分級は困難であリタン

パク質含量に差は無かつた。
7.37.4

図 ドラム型静電分級装置

のタンパ
7.4

〉425 425‐106 106〉

・1

①ドラム付着
②ドラム下
③飛沫
④紙上飛沫 7.0

4.要 旨

・粉砕方法によつてタンパク質含量に差が認められた。

・ドラム型静電分級機で超遠心粉砕機処理米粉の静電分級試験をおこなつた。

・静電分級前の粒度の違いにより分級後のタンパク質含量に若干の変動が認め

られた。

・粉砕方法および粒度の調製 ・分級機器の開発によりさらなるタンパク質含量

の調整が可能であることが示唆された。

(民間共同研究  (株 )ユ ニレックス  (社 )国 際善隣協会 北 海道立工業試験場 )
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食品中の抗酸化成分の生体内メカニズム解明と食品への応用に向けた研究

―酸化的ストレスによる遺伝子発現に関して「―PCR法 による解明―

(Hll～ H13)

発酵食品部 調 味食品科 池 田隆幸 濱 岡直裕 山 本携

副所長 清 水條資

研究の概要

酸化物が健康に有害であるという研究結果が蓄積 しており、ガンや心臓病といった日本

における死因の 1位 、2位 の疾病も身体内における過酸化物の生成が病変の原因となった

り促進したりすると考えられている。このような状況下で、健康は今や極めて強い社会ニ

ーズとなってきており、消費者調査の結果からも健康食品への関心は極めて強いものがあ

る。しかし、ある食品素材が健康によいかどうかという評価方法は、未だ確立していない。

特に、抗酸化成分の評価については、試験管内での評価はほぼ確立しているものの生体内

におけるその作用メカニズムはほとんど知られていないというのが現状である。このメカ

ニズムを解明することは、北海道産の食品素材の新たな評価を生み、その高付加価値化を

強力に推進することが可能であると考えられる。

予定される研究成果

。北海道産の食品素材の高付加価値化

。北海道産食材の抗酸化活性評価

試験研究の方法

(1)cDN2へ の作製

カルシウム結合タンパク質の一つであるカルセクエス トリン (CSQ)を 心臓内で特異

的に発現させた トランスジェニックマウス (CSQマ ウス)は 若いうちから心臓肥大を呈

し、短命であることが知られている。このマウスの心臓組織より nRN2ヽ を抽出し、マ「―

PCR法 により cDNz社 を作製した。また、対照として正常マウスの心臓からも同様の方法

を用いてcXゝ を作製した。

(2)デ ィファレンシャルディスプレー法による発現量に差のある遺伝子のクローニング

(1)で 調製した cDNAを 鋳型とし、数十とおりのプライマーペアー (Genom破 社製

のプライマーキットを使用)を 用いて PCRを 行った。続いて、変性ポリアクリルアミド

ゲル電気泳動を行い CSQマ ウスにおいて発現量が変化した遺伝子のバンドを切り出し、

ここから遺伝子を溶出させた。

次に、先に用いたものと同じプライマーペアーを使用 して、溶出させた遺伝子を再増幅

し、クローニングベクター ●GEM― T:Promtta社 製)に 組み込み、大腸菌に導入した。

この大腸菌よリアルカリーSDS法 を用いてプラスミドDN気 を調製した。

(3)単 離した遺伝子の塩基配列決定と相同性検索
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塩基配 列の決定 は ABI PRISM BigDyemD Termil■ ator Cycle Sequencing Ready

Reaction Kt、 ABI PRISMm)373S DNA Sequencer(い ずれも PE Blosystem社 製)

を用いて行った。

得 られた塩基配列をもとに、米国 NCBIの BVttT検 索サービスを利用 して GenBank

とEMBLデ ータベースに登録されている塩基配列との比較を行った。

3 結 果

12種類の5unchoed p五merは P)と20種類の31arbitrtt p五mer C嘔ど)から任意に数

種類のプライマーペアーを選択しディファレンシャルディスプレーを行った結果、CSQ

マウスにおいて特異的に発現している遺伝子が 37種 類、CSQマ ウスにおいて発現が抑

制されている遺伝子が13種類確認された。図に結果の一部を示す。
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平成 12年 度計画

引き続き単離した遺伝子の塩基配列の決定と、データベースを用いて遺伝子の同定を行う。

定量 PCRを 行い、発現量の差異の再現性を確認する。

単離した遺伝子を培養心筋細胞に導入し、細胞に及ぼす影響を調べる。

(創造的研究)

墨主主il二群_
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食品中の抗酸化成分の生体内メカニズム解明と食品への応用に向けた研究 α ll～H13)

一水産物からのスクリーニングと培養動物細胞による活性評価法の検討―

加工食品部水産食品科 佐 々木茂文、吉川修司、大堀忠志

オホーツク圏地域食品加工技術センター 太 田智樹

1.研究の概要

様々な酸化反応によって生 じる活性酸素をはじめとするフリーラジカルは生体障

害の大きな原因の 1つであり、老化現象や癌、動脈硬化、糖尿病などを引き起こす

と考えられている。食品に含まれるフリーラジカルなどを消去する働きをもつ抗酸

化成分が化学的手法による見出され、農産物を中心に多くの成分が報告されている。

しかしながら、従来から行われてきた化学的手法によってスクリーニングした抗酸

化成分が生体内で抗酸化活性を発揮するかが以前から問題となつている。そこでこ

の研究では北海道産品、特に水産物から化学的手法 (TBA法 、ロダン鉄法、酸素吸

収法)を 用いて抗酸化成分のスクリーニングを行い同時に培養動物細胞の酸化障害

応答モデルを利用して生体内酸化反応を反映した生物学的手法 (培養動物細胞、実

験動物などを利用する方法)と 化学的手法の相関性を明らかにして、より生体内酸

化を反映する簡便な評価システムを構築することを目的とする。

・実用又は予定される成果

・北海道産の食品素材の高付加価値化

。生体内反応を反映した抗酸化活性評価システムの構築

2.試験方法

1)北 海道産水産物からの抗酸化成分のスクリーニング

凍結乾燥 し粉末状に処理 したエゾイシゲ粉末 10gをそれぞれの溶液200mlを 加え

て激 しく撹拌 した後、減圧ろ過 して得 られたろ液を濃縮乾固した。得られた抽出物

を 10mg/mlの 濃度になるようにエタノールで再溶解 し、抗酸化活性測定の反応混合

物に添加 した。抗酸化活性の評価は 10%イ ワシ油乳化物、1′10容 の水産物の抽出物

の反応混合液に酸化促進剤を加え、37・Cで 90分 間反応した後にチオバルビツール

酸反応生成物法 (TBA法 )で 酸化度合いを測定 して行つた。金属イオンによる酸化

反応を測定するには酸化促進剤としては塩化鉄とアスコルビン酸 (Fe‐a∝)を用い、

ラジカル反応 による酸化反応 を測定するには 2、2'‐Azobis(2‐amidinopropane)

D血ydrochloride CAAPりを使用した。

2)培 養動物細胞に対する酸化的ス トレスの影響

ヒト組織球性 リンパ腫細胞株 U987、 ヒト胎児肺組織由来 Wl‐38を SV40ウ イル

スで トランスフォームしたVA‐13をそれぞれ定められた条件で培養し使用した。

U937及 び VA‐13に対する酸化ス トレス付加の影響を見るために、培地にAAPH、

あるいは過酸化水素α20)を添加 し、24時 間培養後の細胞生残率をWST‐1法 によ

り測定 し、負荷 した酸化的なス トレスに対するICЮを算出した。
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3.実験結果

エゾイシゲ乾燥粉末からヘキサ   1000

ン、酢酸エチル、アセ トン、クロ

ロホルム ・メタノール混液(C‐Nゆ、

メタノールで抽出した抽出物の抗  尋
600

]|

酸化活性を測定 した結果を図 1に
  言 400

示す。Fe‐Ascで 酸化を促進 した場

合ではヘキサン抽出物で阻害率   200

49%を 示し、抽出溶媒の極性が高    。 0

くなるに従つて抽出物の酸化阻害

率が低下 した。極性の低い溶媒で

0

0.5  1.0  50 100 50

AAPH最 終濃度(mM)

ヘキサン     酢1験エチル     アセトン      C―M      メタノール

図 1エゾイシゲ抽出物の抗酸化活性

抽出される物は葉緑素を主体とした色素類であり、金属イオンをキレー トする作用

が強いことが推測された。AAPHで 酸化を促進 した場合はどの抽出物でも阻害率が

46‐56%の 範囲で、大きな差は認められなかつた。また、AAPHで 酸化を促進した

場合では各抽出物に酸化阻害率に大きな差が認められなかつたことから、AAPHに

よつて発生するラジカルの消去能は色素類以外の成分によることが示唆された。

U937及 び VA‐13に対する酸化ストレス負荷の影響を見るために、培地にAAPH、

あるいは H202を 添加 して 24時 間培養後の細胞生残率を図2に 示した。U937、

VA‐13共 に AAPHの 添加濃度依存的に細胞生残率が低下した。AAPHの ICЮは

U937で 4.2mM、 VA‐13で 4.OmMで あつた。また、H202の 添加に対してもAAPH

120 と同様な傾向を示し、H202

の ICЮはU937で 0.2mM、

VA‐13で 0.3mMで あつた。

これ らの結果から、U937

あるいは VA‐13に AAPH

あるいは H202を 使つて酸

化的ス トレスを負荷し、24

時間培養 し細胞の生残率を

測定することによって水産

物から抽出した成分の抗酸

化活性を評価することがで

↑
）冊
眼
期
黎
尋

↑
）丼
饉
期
日
尋

0_1   02  03  05  1 0

H202最終濃度(mm)

図2培養動物細胞に対する酸イヒ的ストレスの影響

きる可育ヨ性のあることが示唆された。

4・平成 12年 度計画

エゾイシゲに含まれる色素以外の抗酸化成分のスクリーニングを行うとともに培

養動物細胞を使用した水産物成分に含まれる抗酸化活性の評価方法の確立を目指す。

(創造的研究推進事業)
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遺伝子工学技術を利用した食品微生物制御技術の高度化に関する研究  (Hll～ H12)

一イクラ加工施設における細菌菌種の遺伝子工学手法を用いた解析―

応用技術部生物工学科 川 上 誠  長 島浩二

発酵食品部調味食品科 山 木 携  濱 岡直裕

加工食品部農産食品科 中 野敦博 山 木―史

研究の目的と概要

食品中の微生物は発酵、熟成、腐敗などに関与してお り、食品の品質管理、衛生

管理にとって非常に重要である。しかしながら、従来の微生物検査では汚染指標菌

の菌数測定など細菌の量的な検査が主流であり、菌相の解析、菌種の同定など質的

な検査は微生物の生化学的性質を利用するなど煩雑であり、多くの労力と時間要す

るため、あまり行われていないのが現状である。当センターでは食品工場の微生物

制御のワンランクアップを図るため、遺伝子工学技術を利用して工場、現場で細菌

の種類と数を簡便かつ迅速に判定できるシステムの確立を目指している。本研究で

は道内の主要産業の 1つ である魚卵加工について主要菌種の由来調査と製造工程の

改善を考察する。

<実 用または予定される成果>

遺伝子解析による細菌の同定により各種食品中の微生物の挙動を明らかにし、道

産食品の品質と安全性のワンランクアップが期待できる。

試験研究の方法

1)細 菌の分離

イクラ製造の各工程の中間製品、最終製品、保存試験後の製品について、標準寒

天培地、CVT培 地、変法フェネチルアルコール寒天培地、デソキシコレー ト寒天

培地、酵素基質法培地を用いて塗抹し、35℃ で 24～ 48時 間培養後生育したコロ

ニーを分離した。

2)16Sリ ボゾームRNAの 増幅及細菌の同定

生育した菌株から InstaGencMat五x(BiO_Rad hb。)を用いDNAを 回収し、これを

テンプレー トとして 16SリボゾームRNA遺 伝子 5'末 端約 500bpを遺伝子増幅法

(PCR)に よりの増幅後、塩基配列を決定した。得られた塩基配列を米国国立生

物工学情報センター (NCBI)の データベースと照合することにより菌種を同定

した。

実験結果

イクラ最終製品の標準寒天培地か ら分離 された主な菌種はグラム陰性菌の

Psθ“あ″θ″αs属 (44コロニー中 11コロニー、以下同様)、E“″rattθ″r属 (7/44)、

グラム陽性菌のMic“bαθ効悦″属 (11/44)、 Sり りJOθοθθ“s属 (6/44)な どで

あった。これらの細菌は腐敗、変敗の原因菌として知られており微生物管理上注意

を要する。
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イクラ凍結製品の解凍直後の平均菌数は 102～10,cfu/gで あったが、lo℃、

5日 間冷蔵保存した場合、菌数が急速に増加して 1ぴ～ lσ cfu/gと なり腐敗臭を

放つサンプルが認められた。このサンプルから分離された主な菌種はふψりJOCθεθ“S

属 (10/16)、 Psθ“あ″ο"αs属 (3/16)な どであった。低温保存中に急速に増

殖するこれらの低温性の腐敗、変敗菌の制御はイクラ製品の品質管理、賞味期限の

設定などからも重要であると考えられる。

イクラ製造工程の各段階からサンプリングした中間製品の菌相解析の結果から、

製品包装前の洗浄、水切り工程や調味漬け工程での菌相、菌数が最終製品の菌相、

菌数に反映していることが明らかとなった。このことからこれらの工程での衛生管

理を十分に行い、腐敗、変敗菌の汚染、増殖を防止することが重要であると考えら

れる。

表 標 準寒天培地上から分離された細菌の例

No    の 特徴

142   白 色、′1  ヽ 3re幽 “肺onas d所′加ra

一 データーバンクとの照合結果

107  白 色、中  Cた Юb∂σ"″b″ε力″ 98.6% (493/500)

25  白 色、′1  ヽ 3u武 oわ′σヒeriumルわ″      99,7%(372/373)

86  黄 色、大  島 ヒeЮbacter οわ∂caθ     99.8%(458/459)

90  黄 色、中  '力 erOb′εrer ag"″θra″s   99.8%(443/444)

96  白 色、大  島 ι“めθε“r amnige″“ 99.6% (454/456)

199  黄 色、中  F/ル 泌∂σrerium li17あわ″″θS  98.3%(395/402)

120  白 色、ノl  ヽ Mた Юbacrθ″J/77ル“0ん″    99.3%(443/446)

166   白 色、′1  ヽ ″ %θκb∂οrerlumのαttηs     99.3%(442/445)

21  白 色、中  Д "″domο″as♂,ssardi1     99.8%(439/440)
18  白 色、中  Д "〃あ″a/7aS恥iVa     99.38%(482/485)

51  白 色、中  Psθ ″あ″ο″as ρ〃ιバめ      100.0%(438/438)

167   白 色、中  Д "υさomοnasカノbたoたοあ     98.7%(449/455)

97    ЁヨtE、′1  ヽ   励οdoσοοσus θψ “qοο″b       99.8% (432/433)

3  白 色、中  Ste/70飲 2ρ力ο″οJ7aS maltophilia  97.3%(426/438)

123  白 色、中  発 p/7y/●σοσσ“ ρJ/yerer/   99.80%(504/505)

42    白 色、中    Stapんあσοσσ″srたulus        99.2%(350/353)

平成12年度の計画

魚卵製品の熟成工程に関与する微生物の分離、同定

熟成工程における有害微生物の制御
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1.

海洋技術開発促進事業

一深層水の有効利用の研究開発一

発酵食品部 田 中常雄

応用技術部 山 崎邦雄

(Hll～ H13)

加工食品部 大 堀忠志

食品工学科 熊 林義晃

研究の目的と概要

深層水は表層水に比べ、温度の安定性、富栄養性、清浄性の特徴を持つことが知

られてお り、食品や化粧品などへの利用が図られている。

深層水は地域、水深によって起源や性質を異にする。このため、本研究では北海

道周辺の深層水の利用を図る目的で、北海道沿岸地域 (本年度は小樽沖)の 海水を

採取 し、無機成分の分析と食塩の試作を行つた。

【予定される成果】

。道内産の深層水に対する啓蒙と、深層水塩製造技術の確立。

試験研究の方法

(1)無機成分分析 :1999年 8月 27日 、日本海小樽沖で採水された海水 (採水深度

Om,50m,100m,200m,250m,300m,400m)を 1%硝 酸で 10倍 、100倍 、1,000倍、

10,000倍に希釈 し、原子吸光分光光度計 (ナトリウム、カリウム)及 び ICP発 光

分光分析装置 (カルシウム、鉄、亜鉛、鉛、カ ドミウム、コパル ト、ホウ素、銅、

マグネシウム、マンガン)を 用いて測定 した。

(2)食塩の試作:1999年 9月 8日 、日本海小樽沖で採水された海水(採水深度 30Clm)

を用いて、エバポールで濃縮 した後、煮沸及び通風乾燥機を使つて食塩を試作 した。

実験結果

(1)無機成分分析 :ナ トリウム濃度は 7,700～10,600ppm、カリウム濃度は 305～

392ppm、 カルシウム濃度は 263.4～342.Oppm、ホウ素濃度は 2.943～3.961ppm、

マグネシウム濃度は 860.0～1113ppmで あり、いずれも水深 1∝hま で濃度は増加

し、200mで 一旦低下した後、水深が深まるにつれて濃度は暫増する傾向が見られ

た (図 1～ 5)。他の元素は検出限界以下だつた。各元素の測定下限値を表 1に示

した。測定下限値はICP発 光分光分析装置の検出限界を出し、10倍希釈液を測定

したことと測定下限値は検出限界の 5倍 値とする通例を勘案 して算出した。

(2)食塩の試作 :試作は 2回 行った(表2)。 1回 目はエバポールで濃縮 した後、煮沸

して食塩を得た。2回 目はエバポールで濃縮後、通風乾燥機で乾燥 して食塩を得た。

試作 した食塩は、 1回 日、 2回 日ともにほぼ同様の呈味を示し、多少のエグ味を感

じた。

平成 12年 度計画

(1)深層水を利用 した食品開発 :深層水ベーコンなど。

(2)脱食塩水を利用 した食品開発 :ミネラルウォーターなど。

2.

3.

4 .
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500

6.0∞    9,0∞   12.000

温度( p p m )

日 1  水 深とナトリウム

2.0   3.0   4_0   50

温度 (ppm)

日4水 深とホウ素

表2食 塩の試作

250     350     450

濃度 (p p m )

国2水 深とカリウム

800    1000   1200

温度 (ppm)

日5水 深とマグネシウム

200     300    400

濃度 (p p m )

日3水 深とカルシウム

表1検 出限界濃度

以下の各元素の

測定下限値

(pprn)

鉄      0.17

亜鉛     0.13

鉛       1.4

カドミウム   0.11

コバルト     0.26

銅            0.26

マンガン   0.037

: 加 熱温度 85℃

蒸発温度 45℃

: 50℃ ・68時 FEl
+70℃ ・94時 間

1回 目 2回 目

海水重量 (kg)
濃縮後重量(kg)
食塩重量  (g)
水分含量 (%)
歩留まり (%)

106.66 エバポール条件
15.10(1,2回 目共通)
3638.1

6.4 通風乾燥機条件
3.4 (2回 目)

16.96

1,76

536.9

6 . 2

3 . 2

無機成分分析に際し、 ICP発 光分光分析装置を快 くお貸 しくださり、その操作

方法を指導 して くださいました道立工業試験場化学技術部長野伸泰無機化学科長

と工業技術指導センター研究指導第二科富田恵一研究員に深謝致 します。

(共同研究機関 道 立地質研究所、道立中央水産試験場)
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1.

微生物 ・酵素等の高度利用による高付加価値化食品の開発
―酵素処理等による食肉の品質改善技術の開発―

   (H9～ 11)

加工食品部畜産食品科 井 上貞仁 阿 部 茂

応用技術部食品工学科 山 崎邦雄 熊 林義晃

発酵食品部      下 林義昭

研究の目的と概要

乳用廃用牛肉等、低品質食肉に微生物、酵素を作用させ、食肉の硬さの原因とな

る結合組織たんぱくの分解を促進することにより軟化、改善する技術及びこの活性

制御技術の開発を目的に検討を行つた。今年度は製品化条件の検討を重点に、酵素

処理による食肉軟化のメカニス
゛
ムをさらに追求して行つた。また、酵素処理に伴うたん

ばくの分解状態等も検討した。

実用又は予定される成果 :食肉の熟成促進および軟化改善技術の開発

試験研究の方法

1)供 試食肉

試験用試料は屠殺後 6日 目の乳用廃用牛肉の半腱様筋を

2)酵 素処理肉の製品化 (スープの具材 としての検討)

浸漬軟化剤の配合割合は以下の通 りとした。

4分 割 して試料 とした。

対照区 :食塩 4.09%、NaN02 0.01%、 水 95,9%

９

一

試験 I

試験 H

試験Ⅲ

試験Ⅳ

醤油粕 5%、米麹 20%、食塩 4.09%、NaN02 0.01%、水 70.9%

醤油粕 5%、米麹 20%、食塩 4%、水 71%

米麹125%、  」艶増14.09%、 Nぶ 02 0.01%、 ガく70.9%

米麹 25%、食塩 4%、水 71%

合計 100%

合計 lCXl%

合計 lCXl%

合計 100%

合計 1∞%

上記の各種浸漬剤を用い、冷蔵庫内 5℃ 、10日 間食肉を浸漬 した後、スモータ|ウス内

で中心温度 50℃ 、5時 間酵素反応させた。冷蔵庫内で急冷 した後、恒温恒湿器内

で温度 17°C、 湿度 75%で 10日間熟成乾燥 した。試料を対照区、試験区の各々インキュ

ヘ―゙卜前、後、乾燥品の 3工 程で採取 した。サンフ
°
ル肉を 3～ 5 cm角に細切 し、肉と等

量の水で袋詰め し、湯煎により加熱 した。スーフ
・
及び肉の官能評価、肉の切断応力、

スーフ
°
中の抽出 TCA可 溶画分量を測定、評価 した。

3)酵 素処理による食肉軟化のメカニス
゛
ム

牛肉は長期間の熟成処理により軟化 し、この原因はコラーケ
゛
ン細線維を固定 している

フ
°
ロテオク

゛
リカンの分解消失による膜構造のゆるみによることが明らかにされている。酵

素処理肉にも同様の変化が起きているのか、電子顕微鏡により組織学的に検討 した。

4)た んぱ くの分解状態の検討

製造工程別、粗酵素別のたんぱ く分解状態を SDS―PAGEに よ り比較観察 した。

SDSPAGEで は LAENINIILIの方法によるミニスラフ
゛
ケ
゛
ルを使用 し、分離ケ

゛
ルのアクリルアミト

゛

濃度を 7.5%で行 つた。試料からのたんぱ く抽出は H―SSolutionを使用 した。

3.実 験結果

1)官 能評価 :3名 の専門の'ヽ
°
ネラーによ り官能評価を行 つた。スープは米麹主体に

醤油粕を適量添加すると風味の発現に相乗効果があ り評価が高 く、インキュベ―卜によ

りさらに風味が向上 した。亜硝酸添加による風味の発現に差は無かつた。醤油粕
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添加で (試験 I、 Ⅱ)で インキュヘ―゙卜した区が、全サンフ
・
ル中で最も評価が高 く、米麹

単独処理 (試験Ⅲ、Ⅳ)は 肉臭が強すぎて風味のハ
゛
ランスが劣つた。熟成乾燥試料は

肉臭、麹臭共減少し、分解が進んでアミノ酸のうま味が強 く好ましかった。肉の食感

はインキュベ―卜後のIⅡおよびⅣが好ましかったが、乾燥品は肉本来の物性が損なわれた。

呈味性は湯煎により失われる傾向にあった。

2)肉 (スーフ
・
の具)の 切断応力

インキュヘ―゙卜前処理肉の切断応力は加熱時間で大 きな相

違が認められ、90分 間加熱に比較 して 150分 間加熱は

大 きく軟化 した。さらにインキュヘ―゙卜、乾燥熟成処理を行

うと、加熱時間での切断応力の差は無 くな り、酵素処

理により結合組織膜の耐熱性が大きく低下 した。(図 1)。

3)スーフ
°
中の抽出 TCA可 溶画分量

抽出量は各試験区共対照区の 2倍 に増量 した。抽出時間は抽出量に大きく影響 し

なかった (図 1,2,3)。また、抽出量はインキュヘ―゙卜処理によ り著 しく上昇 し、本処理は

うま味の醸成に有効であつた (図 1,2)。乾燥熟成処理によりさらに抽出量は増え (図

3)、これ らの結果は官能評価 とも一致 していた。

4)食 肉軟化のメカニス
゛
ム

屠殺 2日 目の試料に観察されるフ
°
ロテオク

゛
リ

カン粒が酵素処理肉において消失 し、線維の

分岐も単純化 して、非常に短期間に熟成 と

同様の変化が起ったことか ら、熟成 と酵素

処理の軟化のメカニだムは同一であることが明

らかとなった。

5)た んぱ くの分解状態

浸漬終了直後は NIHCが 残つているがインキ

ュヘ―゙卜後は極めて薄 くな り、さらに低分子

側のハ
゛
ント

゛
もほ とんど消失 して本操作が分

解に有効であることがわかつた。乾燥工程

の温度は、試験 Ⅱの 17℃では MHCが 完全

に消失 してお り、分解が進行 し続けるので

注意が必要であつた。

麟 ヽ電内着
|は 1 1置 ? 1強 ]着

・分■

 1   醸

｀■内魯
注目:『 電 器

・湯 ・

酔素処理 7日 目

本研究は平成 11年 度終了する。今後は明らかになった技術を応用 してマーケッテンク
゛
、

消費者ニース
゛
を含めた実用化検討が必要である。

層■ 2日 目

国5酵 素処理によるフ
・
晴オク

・
リカンの変化

豪

辮

4.要 約
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1.

発酵食品の香気及び機能性の強化に関する研究   (H10-12)
一乳酸菌の発酵食 品中のフランノン生成 とその増強に関する研究―

発酵食品科 富 永一哉 ICBD Colin Slaughter

研究の目的と概要

共同研究機関である国際醸造蒸留酒センター (ICBD)と 当食加研は、

本研究において共通の問題点を抱えています。それは、極性があり、

水 と有機溶媒の双方に親和性を持つエタノールを含むアル コール飲料

か ら、機能性を持つ抗酸化物質であるフランノン類の抽出をすると言

うことです。そこで、従来から用いられてきた複数の抽出溶媒の特性

を検討 して、最 も効率の良い抽出方法を確認 し、今後の研究に利用す

ることにしました。

【予定される成果】発酵食品の機能性の証明と付加価値の強化

試験研究の方法

エタノール濃度は、ビール等の低濃度 とワインなどの比較的高濃度

のものに対応するように、0、5、10%を 試験区としました。また、抽

出する素材の pHが 異なることから、pH3.0、4.0、5.5、7.0と変化 させ、

都合 12試 験区を設定しました。有機溶媒は、既報にあるジエチルエー

テル、酢酸メチル、ジクロロメタンを試験 しま した。抽出を行 うモデ

ル溶液の組成を以下に示 します。

，

“

0。lM  Mc1lvaine緩 衝液

99.5%   エ タノール

1,000 ppmフランノン溶液

蒸留水

500 μ l

O μ l (or  50 or 100 μ l)

100 μ l (HEMF or HDMF)

400 μ l (or 350 or 300 μ l)

溶液総量 1,000 μ l

この溶液に対 して、1,000 ppmの n―Decanolを含む各抽出溶媒を 100

μl添力日し、初回は 1.5 mlの抽出溶媒をカロえ lo分間強 く振とう後、3,000

rpmで 10分 間遠心分離 し、油層を分取 しました。2回 日以後は 1.O ml

の溶媒を加えて油層を分離する手順を繰 り返 し、都合 5回 目まで抽出

操作を繰 り返 し、油層をガスクロマ トグラフ (GC)で測定 しました。CC

は、DB―WAXカ ラム (φo.25 nlm×30m,膜 厚 0.5μm)を 装着 した HP2000

型を用い、FIDで計測 しました。測定条件は、120℃で 2分 間保持後、220℃

まで 1分 間に 5度 昇温し、8分 間保持 しました。キャリアガスは窒素ガ

スを流量 180m1/min。とし、スプリッ ト比は 50:l。サンプルは、サン

ドイ ッチ法で 2 μl投入 しました。
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3. 実験結果

ジエチルエーテルを用いた抽出においては、2種 類のフランノン何れ

も観測できませんで した。詳細は示 しませんが、抽出の初期の段階か

ら油層にも水層にも、最初に投入 したフランノン量に遥かに満たない

量 しb亀 測できず、フランノンが揮散 したか、何 らかの化学変化をし

たものと考えられました。

酢酸メチル とジクロロメタンは、非常に対照的な抽出パターンを示

しました。酢酸メチルは低 pH側 で高い抽出効率を示 し (図 a,b))、こ

れに対 してジクロロメタンは高 pH側 で高い効率を示 していました (図

c,d))。データは示 しませんが、この傾向が 2種 類のフランノンの pKa

の差に因るものであることが、その定規定曲線から推察されます。

また、エタノール濃度による効率の差は、ジクロロメタンで抽出し

た際に顕著な差が見 られ、高濃度のエタノール溶液か らの方が高効率

で抽出できました。
一方、HDぼ を酢酸メチルで抽出すると、高濃度の

アルコールは抽出を妨害 しているように見えました。

d)HEMFの ジクロロメタンによる抽出効率

詈EIIII
=   0.0

/

0 . 0   2 0   4 0   6 0   8 0

pH Value

図 フランノンの抽出効率

4.平 成 12年度計画

今回の成果を利用 して、今までハ ッキ リしていなかつた道産 ワイン

中のフランノンの分布について、明らかに して行きます。また、並行

して研究 されていた発酵乳製品中のフランノンについても、更に研究

を進めます。

(共同研究機関 :熊本県工業技術センター、ICBD(ス コットラン ド))

8 8 0 0
V 6 0 0

奎 4 0 0

』目 20 0

皇 0 0

a)HD‖Fの酢酸メチルによる抽出効率

0 0    2 0    4 0    0 0    8 0

pH Valu●

c)HD‖Fの ジクロロメタンによる抽出効率

詈31111
0 0

0 . 0   2 . 0   4 . 0   6 0   8 . 0
pH Value

劇
i∞ °

』目  50 0

里  0 0

b)HEMFの酢酸メチルによる抽出効率

0 0   2 0   4 0   0 0   8 0

pH Valuo

―-93-一



道産バイオマスを原料とした各種生体調節機能物質の生産 ・利用技術開発 (H10～ 11)

加工食品部農産食品科 田 中彰 山 本一史 中 野敦博 槙 賢治

発酵食品部 田 中常雄

1.研 究の目的と概要

北海道で産出される農水産物には多種多様な生体調節機能を持つものが多い。こ

れらの機能を重視した複合食品の開発 ・評価を行 う。コンブにはアルギン酸などの

多糖類が多く含まれ、血圧降下作用などの機能性がある。また、ヨウ素やカリウム

などのミネラルも多く含有 している。タラコなどの魚卵にはビタミンEや アミノ酸、

亜鉛を多く含有し、機能性を有すると考えられる。農産加工食品であるコンニャク

は低カロリー食品として、また、食物繊維であるコンニャクマンナンの持つ多くの

機能性から関心の高い食品である。本研究ではコンニャクにコンブ、タラコを複合

化 した食品を試作し、グル強度や退色試験などの品質評価を行つた。

予定される成果

(例)多様な生体調節機能を有する複合食品の開発

2.試 験研究の方法

コンニャクの製造は、コンニャク粉(精紛)15gに 70℃、555mlの 湯を加え、攪拌

して 30分 放置し、十分に膨潤 させる。精紛に対し3%、 5%の 重量となるように

コンブ、タラコを力日え(表1)、水酸化カルシウム0.6gを加えて、攪拌機ですばやく

練 りこみ、型枠に

入れ、15分 間放置

する。沸騰水中で

表1.試作品の配合

対照  試 作 1 試 作2 試 作3 試 作4

1時 間加熱し、加  コ ンブ  ー    9g  15g  ―    ―

熱凝固させた後、  タ
ラコ  ー    ー    ー   1.8g  3g

30分 間流水中であく抜きした。試作品についてグル強度と冷蔵保存中の色調の変化

を測定した。ゲル強度は、コンニャクを3..u四方に整形し、直径 5cnlの球状のプ

ランジャーを20mm/minの 進入速度で圧縮し、破断したときの荷重と進入距離をレ

オメーターで測定し(図1)、グル強度を算出した。色調の変化は、コンニャクを冷

蔵保存 し、一方は暗所で、もう一方

はライ トボックスにて光を照射 し

(5700LUX)、色彩色差計で色調(L*、

a*、b*)を測定し、0日 目からの変化

をzlE*abで 示 した。

3。 試験結果

試作したコンニャクはコンプを添

加 した試作 1、 2は鮮やかな緑色を

していた。タラコを添加 した試作 3、

4は 外見上、対照のものと色はほと
図1.レオメーターによるゲル強度測定
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んど差がなかった。試作品のグル強度の分析結果

を表 2に示す。コンブを添加した試作 1、 2で は

対照に比べ、グル強度が増加 した。コンプに含ま

れるアルギン酸が添加 したカルシウムの影響で

グル化 して、コンニャクの強度が増カロしたと考え

られる。しかし、添加量が多い試作 2の ほうが試

作 1よ りもゲル強度は小さく、添加量との関係は

明らかではなかつた。タラコのグル強度も対照に

表2.試 作品のゲル強度

試験区 ゲル強度(g・cm)

対照

試 作 1

試作2

試作3

試作4

1 0 9 . 3

1 3 7 . 2

1 2 5 . 4

1 1 2 . 2

1 0 6 . 4

比べ、若干増加 していた。冷蔵保存中の色調の変化を図2に示す。試作 1、 2は 4

日目まで色差が2前 後であり、ほとんど退色は認められなかった。一方、光照射 し

た場合は、1日 日で色差が6前 後となり、退色が認められた。4日 日で 10を 超え、

ほとんど緑色は失われていた。コンプの主要色素であるクロロフィルはアルカリ性

で安定であり、コンニャク中では退色しにくいと考えられる。しかし、光による退

色が示され、長期保存中に退色する可能性が示された。タラコを添加した試作 3、

4は 、暗所では5日 目でも3以 下でほとんど退色は認められなかったが、光照射で

は 5前 後で退色が認められたが、対照とほとんど同じであつた。元の色が対照とほ

とんど変わらないため、タラコ自体の退色の度合いは明らかにならなかつた。

色差(∠E・ab)
12

10

0、●
A 、 A

□、■

璽罪1 8

試作26

保存日数 (日)

O、 △、□ 光照射  ● 、▲、■ 暗所

図2.コ ンニヤクの退色試験

4.要 約

コンプを添加したコンニャクはグル強度が高く、鮮やかな緑色を呈し、冷蔵保存

中の退色もほとんどなかつた。タラコを添加 したコンニャクは、グル強度、色調と

も対照とほとんど変わらなかつた。本結果から、海産物のコンニャクヘの応用が示

された。

(受託研究 北 海道地域技術振興センター)

タラコ添加

  。 、.対 照

△、▲ 試作3

□、■ 試作4
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アロニア果実の有用物質の特性解明および生産 ・利用技術   (H10～ H12)

一アロニア果実を原料とした新規食品の開発―

発酵食品部発酵食品科 田 中常雄 富 永一哉 田 村吉史 柿 本雅史

加工食品部農産食品科 田 中 彰

1.研 究の目的と概要

本研究では昨年度に引き続き、道内で栽培されているアロニア果実の化学成分及

び特性値を解明することにより、栽培地などによる化学成分の相違と食品素材とし

ての性質を明らかにする。次にヮインの試作試験とパウダー化試験を行い、加工適

性及び保存性を解明する。

【実用または予定される成果】
・アロニアの食品素材化への啓蒙、及びワインとパウダー利用の新製品開発。

2.試 験研究の方法

(1)化学成分と特性値 :栄養成分分析は「五訂日本食品標準成分表分析マニュアル」

(科学技術庁資源調査会食品成分部会編)、有機酸組成はHPLC法 によった。

(2)ワインの試作 :アロニアlkg、ブドウ糖50g、メタ重亜硫酸カリウム50mg(亜硫

酸として25ppm)、ベクチネックスウル トラSP―L200μg、酵母 (109/ml)20mlを広口

瓶に入れ、35℃で発酵させ、重量変化によって発酵進度を測定した。ヮインは収量、

アルコール濃度(アルコメイトAL-2型。理研計器製)、ポリフェノール(フォーリン・デ

ニス法により、(+)カ テキンとして算出)、pHを 測定した。

(3)パ ウダーの試作 :乾燥助剤として還元乳糖、デキストリンを使用し、ホモゲナ

イズしたアロニアに対して5%、 10%、15%添加して凍結乾燥 した。乾燥物は乳鉢で

粉末化し、水分(絶乾法)、水分活性(水分活性測定装置TH2/RTD-33・ノバシーナ社

製)を測定した。

(4)光退色試験 :+20°Cの恒温室に、(3)で試作したアロニアパウダーを色彩計の粉

体用セルに詰め、ライトボックスNEW5000(フジカラー販売(株)製)上に置いた。この

試験区を「明所」とし、同じ方法でアロエアパウダーを詰めたセルを同室に遮光して

保存し、この試験区を「暗所」とした。ライトボックスNEW5000表面の温度(自記温度

計)と照度(デジタル照度計LX-1332。(株)カスタム製)を 測定し、経時的に色調(分光

色彩計」P7200F/C・JUKI(株 )製を使用し、L.attb。で表示)を測定した。

3.実 験結果

(1)化学成分と特性値 :ロシア産の方が有機酸が多く、呈味性も良かった(表1)。

(2)ヮインの試作 :発酵は10日でほぼ終了し(図1)、約600mlの溶液を得た。20℃で

後発酵を行った後、5°Cで保存して表2の ワインを得た。搾汁液の歩留まりは良好で、

香りや味も良く、発酵は順調で阻害要因も見当たらなかった。

(3)パ ウダーの試作 :試作 したバウダーの性質は表 3の通 り。5%の乾燥助剤添加で

も十分にパウダー化した。デキストリンは添加量が増えるに従つてパウダーの色は

明るくなるのに対し、還元乳糖はやや暗赤色となった。
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(4)光退色試験 :明所試験区の温度 (ライトボツクスNEW5000の表面温度)は、平均

約30℃、照度は7500～8000LUXであった。還元乳糖を乾燥助剤としたものでは、明所

の変色が大で還元乳糖添加割合が少ないほど変色が大きかつた(図2)。デキス トリ

ン添加での変色度合いは小さく、一定の傾向は把握できなかつた(図3)。

表1ア ロニアの化学成分と特性値 滅量(g)
(可食部100g当たり)

収穫場所 (載培地)
(原産地)

北農試   大 滝村
(ロシア産)(ロ シア産)

江別市   江 別市
(ロシア産)(北 米産)

5 0

4 0

無機買
ナ トリウム
カリウム
カルシウム
マグネシウム

食物織維
水洛性
不洛性

有機酸
クエン酸
リンゴ酸

ｍｇ

ｍｇ

ｍｇ

嘔

　

ｇ

ｇ

　

ｍｇ

ｍｇ

2 . 0
2 2 5

3 4 . l
1 5 . 5

0 . 9 1
5 . 2 5

0 . 2
1 . 5

2 . 7
2 6 5

2 8 . l
1 6 . 0

3 . 7
220

43.9
1 7 . 4

5        10

発酵日数(日)

園1ア ロニア の 発 酵 経 過0 . 2
] . 6

表2ア ロニア

ワインの特性値

表3ア ロニアパウダーの特性値

乾燥助剤 添 加準 ハ
・
ウタ

・―中 歩留まリハ
‐
ウタ

・―の水分活性    色 調
(水分・% ) (対 生% )の 添加率 ( % )水 分( % ) ( A w )  L *   a *   b *

アルコール

(%)

ホ
°
リフエノール

(mg/100g)

p H

還元乳糖
(4.9%)

デキストリン
(3.3%)

5%     241    20.9
10%     401    250
15%    52%   288

5%     24%    20.6
10%     39%    24.1
15%    51%   27.9

4 . 7

5 3 6

3 . 8

23    141   208   220    6.1
1 9    144   200   22 1    64
2 6      17 4     19 1     19.0      5 7

2.3    130   22.1   224    6.6
22    127   24.5   228    64
1 5     7.0   27.4   241    61

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0

保存期間(週)

日3遺 元乳摯添加アロニア粉末の退色露験

*ハ
・
ウタ

・―中の添加旱は、アロニアの水分(8431)と乾燥助剤、ハ
・
ウタ

・―の水分から算出

-596添 加(明)

-1096添 加(明)

-15%添 加(明)

-5%添 加(暗)

-1096添 加(暗)

-15%添 加(晴)

o 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0

保存期間(週)

日4デ キストリン添加アロニア粉末の退色試験

4.平 成 12年 度計画

すでに、アロニア果実を使つた各種菓子類が製品化されたので、今後は果汁を使

つたジユース類などの試作加工を行う。また、果汁での保存退色試験を行い、長期

保存方法の検討を行う。渋味に関しては、初年度にエージングによる改善の可能性

が示唆されたので、確認の方法を検討する。

(受託研究 農林水産省/ヨし海道農業試験場 北海道大学)
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2.

米粒中の難消化性成分の効率的分画 ・精製技術の開発  (平 成 11～12年度)

応用技術部 食 品工学科 岩 下敦子

研究の目的と概要

米粒中には人の消化器官により消化され難い成分が数%程 度含まれているが、こ

れらの成分は人の健康に関する様々な生理機能を持つことが明ら力ヽ こされつつある。

本課題はこれらの成分についての素材評価技術を検討し、現行北海道 ・府県品種

の適性評価および遺伝資源探索をおこなう。また、これら成分の生体に対する機能

性を評価 ・確認するための動物 ・臨床試験を配置し (中央農試 ・北大担当)、さら

には、これら特定成分の効率的分画 ・精製技術の開発 (食加研担当)を 通じて、新

たな医療 ・健康食品用途開発のための基礎技術を確立することを目的とする。

予定される成果

米の難消化性成分の精製 ・抽出方法を確立することで、新しいタイプの米粉の開

発が可能になる。

試験研究の方法

・難消化性タンパク質の大量調製方法の検討

実験室レベルの酵素法による難消化性タンパク質の抽出方法を基に、①食品添

加物酵素の選択②添カロ緩衝液量の検討③添加酵素量の検討④緩衝液種類と PHの

検討を行い、難消化性タンパク質CB)の 大量調製用のフローを作成した。

3.実 験結果

表 1各 種酵素 に よる残 留 タンパ ク質

ク
゛
ルコチーム ー ー ー

アマ ノ セ ルラーセ  ゙   一    一    一

ヘミセルラーセ ゙    一       一      一

ク
゛
ルコアミラーセ  ゙ 一     一     一

αアミラーセ  ゙  一     一     一

へ
°
クチナいセ ゙   一     一     ―

ヤ クル トユニアーセ
゛
A    +     +     一

ユニアーセ
゛
S      tt       ■       一

ユニアーセ
゛
2K     十        1-       一

ユニアーセ
゛
30     +       ■        一

ユニアーセ
゛
K      +       1-       ―

シグマ  ク
゛
ルコシタ―゙セ

゛
  +   十    一

wako   セルラーセ
゛
     +    十     一

αアミラーセ
゛
     十       十       一

表 1よ り、各酵素ににより残留するタンパク質が異なる。これは、製品のプロテ

アーゼ活性がの違いによる。
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表2酵 素添カロ量による回収率への影響
添加量 (%

0。1 。10    0.01

αアミラーゼ
ク
゛
ルコアミラーゼ

グルコシダーゼ
0。10

0.05

0.05 0.10

0.01  WAK0

0.05   WAK0
-    ナカ

゛
セ

0.05   シク
゛
マ

表 2よ り使用酵素の種類 。濃度が回収率に影響する。難消化性タンパク質は推定

2～ 3%な ので、ナガセグルコアミラーゼ ・シグマグルコシダーゼが有望と考えら

れた。

①～④を検討した結果、フロー2を得た。フロー 1と比較して、効率的な難消

化性タンパク質の抽出が可能となった。

フ ロー 1:実 験室的調製方法
精 白米
+20倍 緩衝液 (pH7.5)
↓ホモシ

゛
ナイス

゛

藤r男寒匁L理里 (へ
°
クチナーセ

゛
0.01%、

セルラーセ
゛
0.2%、 マセラーセ

゛
0.2%w`

↓37℃,20hr
遠心分離、沈殿回収

↓+20倍 緩衝液 (pH5.5)
酵身ミ匁L理塾 (アミラーセ ゙・ ク

゛
ルコアミラーセ

゛
0。1%w/v)

↓37℃,20hr
遠心分離、沈殿回収

↓+20倍 緩衝液 (pH2.0)
酵素処理 (へ

°
フ
・
シン0.5%w/v)

↓37℃,20hr
遠心分離、沈殿回収

↓
PBlサンプル

4.平 成 12年度計画

米粒中の難消化成分 (デンプン ・タンパク質)

こなう。

フロー 2:簡 略化調製方法
米粉 (超遠心粉砕機)
+20倍緩衝液 (pH4.5クエン酸緩衝液)
番争身ミ匁L理ユ (セルラーセ

゛
0.01%。 αアミラーセ

゛

・ ク
゛
ルコシタ―゙セ

゛
0.05%)

↓45R3,20hr
加熱処理 (60℃・10min)
↓流水冷却 ・静置 (12hr)

デカンテーション (上清除去)
↓

遠心分離、沈殿回収
↓

アセ トン洗浄 2回
↓乾燥 (通風乾燥35℃ ・12hr)

PBサンプル

を活かした新規カロエ食品の開発をお
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(受託研究 食 糧庁)



サケ鼻軟骨由来コンドロイチン硫酸の高度利用化研究    (Hl l)
―サケ鼻軟骨由来コンドロイチン硫酸の新規機能性の評価―

応用技術部生物工学科 中 川良二 長 島浩二

食品工学科 河 野真― 熊 林義晃

研究の 目的と概要

コン ドロイチン硫酸は、軟骨のほか血管壁、腱など広 く結合組織に含 まれ、

実質細胞 を維持する と共 に骨の形成、関節の円滑化機能 を担 っている。 さ ら

に、体 内水分量 の調節、血 中脂質 の改善、細胞組織 の発生 ・分化調節な どの

新 たな生体機能 も報告 されはじめ、コン ドロイチ ン硫酸の広範囲にわたる機

能性が注 目されつつある。本研究では、サケ鼻軟骨由来コ ン ドロイチ ン硫酸

が、病原性大腸菌 (腸管出血性大腸菌 Ente r o h e r n o r r h a g i c  E s c h e r i c h i a  c o l i )

○-15 7を 含む幾つかの細菌の腸管付着抑制効果やカル シウムの腸管吸収促進

効果を持つ可能性を、 ヒト腸上皮培養細胞株 Cac0 2を 用いて明 らかにした。

実用又は予定される成果

。病原性大腸菌な どによる食 中毒 の予防、抑制作用効果およびカル シウム吸収

促進効果 を有する製剤、食品原料の開発。

試験研究の方法

コン ドロイチン硫酸による細菌の凝集 ;細 菌は、大腸菌 ○-157の 2株 と数

種の乳酸菌を実験に供 した。大腸菌は トリプ トソーヤブィョン、乳酸菌は MRS

液体培地で培養 した。細菌の凝集 は、細菌溶液 に ChSを 加えて、37℃で 30

分間放置 し、上清 と沈殿 を分け、それぞれを PBSで 3度 遠心洗浄 (10, 0 0 0 r p m、

10分 )し 、分離後 OD66 0を測定することで数値化 した。

Caco 2細 胞への細菌付着に対するコン ドロイチン硫酸の影響 ;細菌は、LIVE

B a c L i g h t  B a c t e r i a l  G r a m  S t a i n  K i t sを使い、蛍光標識 した。Caco 2細 胞は、

10%牛 胎児血清を含む 25mMグ ルコースーDulb e c c o ' s培地中で 37℃、5%C 0 2

条件下で 2週 間培養 した。培養後、蛍光染色 した細菌およびコン ドロイチ ン

硫酸を加え、さらに 20分 間培養 した。培地を除き、PBSで 3度 洗浄 した後、

蛍光顕微鏡を用いて観察 した。

Caco 2細 胞の Ca2+取り込みに対するコン ドロイチン硫酸の影響 ; 2週 間培

養 された Caco 2細 胞 をカルシウムを除いた 25mMグ ルコースーDulb e c c o ' s培

地 中で 1日 間、同条件で培養 した後、培地 に Ca2+及びコン ドロイチン硫酸を

添加 し、37℃、30分 間培養 した。培地を除き、PBSで 3度 洗浄後、Ca2+を染

色する蛍光物質 Fura - 2 - A Mを 最終濃度 1.25  m Mに なるように添加 した。10

分後、PBSで 3度 洗浄 し、蛍光顕微鏡で観察 した。
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3  実 験結果

コ ン ドロイチ ン硫酸 による細菌 の凝集 ;コ ン ドロイチ ン硫酸濃度 が 0～

10m g / m lの 範囲において、Lact o b a c i l l u s  a c i d o D h i l u Sと大腸菌 O-15 7 ( H 3 7 )

はコン ドロイチ ン硫酸の濃度依存的に強 く凝集 した。他の乳酸菌 と大腸菌 ○―

157( H 7 )の 凝集 は、緩やか に増加 した。 このことか ら、コン ドロイチ ン硫酸

に親和性を有する細菌 と、ほとんど有 しない細菌が存在することが示された。

また、コン ドロイチ ン硫酸が細菌 の細胞付着 を抑制する物質 にな り得 る こと

が示唆された。

Caco 2細 胞への細菌付着 に対するコン ドロイチ ン硫酸 の影響 ;試 験 に用い

た乳酸菌および大腸菌 0-15 7は 全て Caco 2細 胞 に付着 したが、コン ドロイチ

ン硫酸 を添加す る と、 これ ら細菌 の細胞 への付着が抑制 された。特 に、大腸

菌 O-15 7 ( H 7 )な どのコン ドロイチン硫酸 に親和性を有 しないと考えられる細

菌 の腸管付着は、コン ドロイチ ン硫酸 によ り強 く抑制された。腸 の中に常在

する腸 内細菌は、腸 の運動や食物 の流れ に抗 して腸 内に とどまる ことは重要

であ り、腸壁への付着は腸 内細菌 にとって死活問題である。従 って、コン ド

ロイチ ン硫酸は広 く国内に食中毒 を起 こした大腸菌 O-15 7 ( H 7 )な どによる食

中毒や感染症の予防および治療に効果 をもつ物質 として期待される。

Caco 2細 胞の Ca2+取り込みに対するコン ドロイチン硫酸の影響 ;Ca2 +を除

いた培地で 1日 間培養 した細胞は、Fura  2  A Mを 用いて顕微鏡観察すると、

細胞内に蛍光は見 られなかった。 これに 0.2m g / m l  C a 2 +を添加する と、非常

に弱 いが蛍光 を認 め られ る よ うにな った。 しか し、 コ ン ドロイ チ ン硫 酸

(5mg / m l )存 在下では、0.02  m g / m l  C a 2 +以上で細胞 内に遊離の Ca2+を示

す青色蛍光が認め られた (図)。この結果は、コン ドロイチン硫酸が腸管での

カルシウム吸収促進効果 を持つ可能性 を示唆 した。

0 . 0 2 m g / m i  C a 2 +添加       0 . 0 2 m g / m l  C a 2 +十コンドロイチン硫酸を添加

要約

サ ケ鼻軟 骨 由来 コ ン ドロイチ ン硫酸が 、病原性大腸菌 ○-15 7な どの細 菌 の

腸管付着抑 制効果や腸管 で のカル シウム吸収促進効果 を持 つ可能性が示 された。

0.02mg/mi Ca2+添 加

- 1 0 1 -

(受託研究 北 海道食品産業協議会)



北海道産小麦の中華麺カロエ適性の評価と商品開発    (Hll～ H13)

加工食品部農産食品科 山 本一史 中 野敦博 田 中彰 槙 賢治

研究の目的と概要

本研究では道産小麦の新規需要 (中華麺)の 開拓を目的に、複数品種の中華麺ヘ

の加工適性を評価し、i■l性の高い品種 ・材料を選抜するとともに、道産小麦に適し

た加工法を確立し、道産小麦を用いた中華麺の新商品を開発する。

予定される成果

(例)。道産小麦を用いた中華麺の開発 。 中華麺適性の持つ品種の育成

試験研究の方法

供試材料 :ハルユタカ、HW-1号 (以上春播小麦)、タイセツコムギ、チホクコ

ムギ、ホクシン (網走産および十勝産)、北海 257号 、ホロシリコムギ (以上秋播

小麦)の 8′軋 それぞれテストミルによる歩留 45%の 小麦粉 (北海 257号 は歩留

50%、ホロシリコムギは歩留 60%)を 用いた。対照として市販中華麺用粉を用いた。

中華麺の配合割合 :小麦粉 100%:か ん水 1%:食 塩 1%:水 33%

中華麺の分析項目:麺帯の色調変化 (色彩色差計)、レオメーターによる生麺の引

つ張り試験およびゆで麺の切断試験

実験結果

供試材料の中で、粉蛋白含有率が比較的高かつたのは春播小麦の2品 種と北海

257号 で、対照と同程度以上の蛋白含有率を有していた。一方、秋播小麦の4品 種

の蛋白含有率は低かつた。灰分は対照が0。4%以 下と低く、道産小麦は0。42～0.48%

とやや高いが、これは製粉方法の違いが大きく影響していると考えられる。

麺帯の明るさ (L*)は 、製麺直後では対照が 87程 度と高く、これに対して道産

小麦粉は80～83程 度と低かった (図1)。特にホロシリコムギで低いのが目立った

が、これは製粉歩留が60%と 他の材料より高かつたことが影響していると推測され

る。 1日 後では5～ 10低 下したが、特に春播小麦で低下が大きかった。

麺の物性について切断強度を指標として評価した結果、ゆで直後では北海257号

が最も数値が高く、麺のこしが強いことが示された (図2)。 対照よりも高い値を

示したのは、北海257号の他にホロシリコムギ、ハルユタカ、HW-1号 であった。
一方、ゆで10分後の切断強度はゆで直後より全体に低下しており、ゆでのびにより

かたさを失つていることが示された。なかでも、タイセツコムギ、チホクコムギ、

ホクシンが4g/耐 離 と小さく、他の4品種は対照と同等以上の値を維持しており、

ゆで伸びしにくいことが示唆された。

全試料を含めて粉蛋白含有率が麺帯色およびゆで麺のコシに及ぼす影響を検討し

た結果、粉蛋白含有率が高まるほど麺帯の明るさは低下し、暗くなる傾向が認めら

れた。ただし、対照および北海257号については蛋白含有率が高いわりに明るさが
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高かつた (図3)。 また、蛋白含有率が高くなるにつれて、ゆで麺の切断強度は高

くなることから、中華麺らしいかたさを出すためには蛋白含有率が高い方が望まし

いことがわかる (図4)。

したがつて、今後も麺の色とかたさがともに優れた品種を選抜するとともに、現

時点においては単品種での開発が難しいため、ブレンド等により中華麺適′性の高い

小麦粉材料を作出する必要がある。

図 1 小 麦粉および麺帯の明るさ

一 麺帯(直後)一 麺帯(1日後)

（Ｌ
）
や
Ю
Ｓ
ｅ
熙

〕 7 8 9 1 0 1日 2

蛋自含有率 (%)

図3蛋 白含有率と
1日後の麺明るさとの関係

7 8 9 1 0 1 1

蛋白含有率 (%)

図 4 蛋 自含有率 と

ゆで麺のかたさとの関係

平成 12年 度計画

今年度と同様の試験を繰 り返し、年次間差と品種間差を明らかにする必要がある。

また、中華麺の品質を高めるために、ブレンドによる材料の作出、中華麺の試作を

行う。さらに、物性改良のためにグルテンや卵白などの添加も検討する。

(受託研究 食 糧庁)(共 同研究機関 道 立中央農業試験場)
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1.

超低温破砕法を用いた道農産物の新規用途開発      (Hll)

応用技術部食品工学科 熊 林義晃 河 野慎
一

 山 崎邦雄

研究の目的と概要

超低温破砕法はドライアイスを用い、原料を-80℃ で凍結させ無酸素状態で破

砕する技術である。破砕処理形態によリエクストルーダー法とプレス法の2種 類

の方法がある。エクス トルーダー法は低温に耐えられるように特殊な改良を施 し

た肉挽き機を使用する方法で、原料とドライアイスを混合して投入することで、

原料とドライアイスの破砕物を得ることができる。プレス法は予め粉砕したドラ

イアイスで原料を挟み、油圧シリンダーで駆動するプレー トで加圧し、破砕する

方法で、細かなひび割れが入つた凍結物が得られる。いずれの方法も得られた凍

結破砕物は、凍結保存または凍結乾燥物として利用する。

本研究では、農産物を破砕原料として、本破砕法で得られる破砕物の粒度や品

質などの特徴について調査を行い、活用方法について検討した。

*予 定される成果

・超低温破砕法を利用した貯蔵技術、加工技術の開発

試験研究の方法

ドライアイスは、円柱形タイプ (直径 5mm長 さ3～25mm)を 使用し、必要

に応じてエクス トルーダー型の破砕機で細かくしたものを使用した。破砕原料は、

市販品のイチゴ、リンゴ、ジャガイモ、ナガイモ、ホウレンソウを適宜使用した。

測定は、凍結速度、破砕物の粒度分布、ビタミンCの 含有量への影響、破砕物

の色彩変化を中心に行つた。

凍結速度の比較は、最大氷結晶生成温度帯 ( 1̈℃～‐5℃ )通 過時間を求めて

行つた。-80℃冷凍庫、ドライアイス接触、プレス法における凍結曲線を求め、曲

線から通過時間を求めた。試料には2 cln角立方体に整形したリンゴを用いた。

粒径の分布は、試料のリンゴをエクス トルーダ型で破砕した後、凍結乾燥機で乾

燥し、ふるいで粒径別に分けてそれぞれの重量を測定することで求めた。ビタミ

ンC含 有量への影響は、試料にイチゴを用い、凍結温度 (‐20℃冷凍庫、‐80℃冷

凍庫、ドライアイスで凍結)、保存温度 (-20℃冷凍庫、‐80℃冷凍庫)の 違いによ

る影響を調べた。破砕物の色彩は、エクス トルーダー法におけるドライアイスが

ある場合と無い場合の破砕物について測定した。破砕試料としてジャガイモ、ナ

ガイモ、リンゴを使用し、得られた破砕物を凍結乾燥した後に色彩測定を行つた。

実験結果

図1に最大氷結晶生成温度帯通過時間の比較を示した。-80℃の冷凍庫で冷凍 し

た場合は通過時間が約 6.5分 であつたが、 ド ライアイスを接触した場合は、2.5

分と半分以下の値 となった。プレス法による冷凍ではさらに圧カゲージ値が

2 .

3.
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4.要 約

プレス法 10MP●

プレス法 5MPa

ドライアイス接触

-80℃冷凛庫

0 2 4 0 0 1 0

最大ネ績贔生成三度僣題過時間 [m同

図 1 最 大氷結晶生成温度帯通過時間の比較

5MPaの 時 1.5分、10MPaの 時 1分 と短くなった。図2に ビタミンCの 含有量の

経時変化を示した。ビタミンCの 含有量は、凍結方法の条件で大きな差はなかっ

た。また、85日 間の保存期間と保存温度でも変化は見られなかった。図3に破砕

物の粒度分布を示した。得られた破砕物は、0.3mm以 下が占める割合が 30%と

一番高かつたものの、4 nlnl以上のものも10%あ り、大きな粒が混在した粒度の

ばらついたものであった。破砕品の形状は、角が残り規則性のないものであった。

表 1に破砕物の色彩比較を示した。ドライアイスを混合しないで破砕した場合(生

破硼 は変色が起き、明度の値が小さくなり、赤色度が高くなる傾向を示した。

超低温破砕法による破砕は、変色を押さえ原料の色に近い状態で破砕することが

できた。

超低温破砕法による凍結は、最大氷結晶生成温度帯通過時間が短く、変色を押

さえた形で破砕することができるため、品質の高い冷凍原料や冷凍食品を作る上

で有効に使用できる技術である。

破砕品の形状は、通常のカットでは得られない特徴的なもので、差別化された

食品原料として活用できる可能性がある。
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図3 破 砕物の粒度分布

(受託研究 農 林水産省)

(共同研究機関 :民間企業 10社  北 海道地域技術振興センター 北 海道立中央農業試験場)

表1破 砕物の色彩比較

同

同 同
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未利用水産資源を利用 した複合化食品の開発 (H ll)

加工食品部水産食品科 吉 川修司 佐 々木茂文 大 堀忠志

1.研 究の目的と概要

稚内地域はスケソウダラ、サケ、イカなど魚介類に加え、昆布など多品種の水揚げ

を誇る。 しかし加工製品は冷凍す り身、珍味あるいは乾物製品などであ り、魚離れの

進む若い世代から高齢者まで幅広い世代に受け入れられる食品が求められている。一

方、稚内の周辺地域では牛乳など良質の農畜産物を産出している。そこで、水産物を

発酵乳製品の素材 として加える新 しい加工法、および麺類やフライ菓子への応用を試

みた。本報告では、昆布入 りのナチュラルチーズとヨーグル トについて報告する。

2.試 験研究の方法

(1)昆 布入 リナチュラルチーズ

。材料

脱脂粉乳、牛乳 (低温殺菌乳と市乳)、レンネット、

スターター (cHN-01、 クリスチャンハンセン)、焙

煎昆布 (乾燥昆布を 140～ 150℃で約 4分 問焙煎後

、粉末化)

・試作方法

図 1参 照。ゴーダチーズの場合は市乳を 85℃ に加

熱後、60℃ まで放冷後、焙煎昆布粉末を添加 し十

分膨潤させ、ホモジナイザー (圧力 100kg/cm 2)

で処理 し原料乳に加えた。

(2)昆 布入 リヨーグル ト

・材料

牛乳 (市乳)、スターター (YC-38tl、クリスチャ  図 1

ンハンセン)、焙煎昆布、果糖ブドウ糖液糖 (ハ

イフラク ト、林原)

・試作方法

図 2参 照。昆布の添加量とホモジナイザーによる

食感の改良を検討 した。

3.試 験結果

(1)昆 布入 リナチュラルチーズ

昆布粉末をミリング時に加えると、昆布粉

末がホエーを吸つて膨潤するため、結着が阻

甘味料添加 ・混合 ・冷蔵

図 2 昆 布入 リヨーグル ト製造工程

害され、型詰め圧搾時の加圧を 2,3,5kgf/cm 2と増加させても解消 しなかった。さらに

加塩 ・浸漬の工程で昆布粉末がさらに膨潤 し、カー ドが完全にバラバラになった。

牛乳

▼

低温殺薗 (65°C30分 )

▼
スターター添加 (11)

▼

塩化カルシウム添加 (0.1 )ヽ
▼

レンネット添加 (0.0031)

▼
セッティング (静置)

▼
カッティング ・撹拌

▼
ホエー排除

▼
クッキング (42℃まで徐々に加温)

▼

ホエー全排除
▼

チェダーリング

▼

ミリング
▼

型詰め圧捧

▼

加塩 ・浸漬 (飽和食塩水)
▼

熱成

昆布入 リチーズ製造工程

牛乳
▼

カロ,い ( 8 5 C l能な)
▼

焙煎昆布粉末添加
▼

スターター添加 ・撹拌

▼

発酵 (40-グ C)

▼

冷却 (燿 .倒こなつた時点)
▼

ゴーダチ
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昆布粉末を 60°C程 度に加熱 した少

量の牛乳に加えて十分膨潤させ、

ホモジナイザー (圧力 100kg/cm 2)

処理 したものをミリング時に添加

すると問題が解決された。

チェダーチーズ、ゴーダチーズ

ともに昆布を加えたものは、対照

区 (昆布無添加)に 比べ、熟成初

期はカー ドにホエーが保持され歩

留まりが高かつたが (図3、 図 4)、

熟成が進むに連れてホエー排出が

進み、対照区と差が無 くなつた。

昆布入 リナチュラルチーズは、

昆布の味が強 く感 じられるものと

なつた。添加量を減 らしても十分

昆布の味を感 じられると思われた。

(2)昆 布入 リヨーグル ト

発酵は順調に進行 し、pHは スム

ーズに低下 した (図5)。

Q

ヽ

ヽ

 ヽ             ― 昆布ゴーダ‐■・ゴーダ

ヽ

加圧前 塩漬後 1回 目 2回 目 3回 目 4回 日 5回 目 6回 目

乾彙回数

図 3 昆 布入 リゴーダチーズの歩留まり

加圧前 塩 漬後  1回 目 2回 目 3回 目 4回 目 5回 目 6回 目

乾曇 回数

7_0

1 2 3 4
加温時間(時間)

昆布入 リヨーグル ト発酵中の PH推 移

∞

郎

節

２

２

節
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‐６

‐４

‐２

‐０

（じ

い
＝
四

お

（じ

い
器
口
苺

図4 昆 布入 リチェダーチーズの歩留まり

昆布粉末の添加量は 1%だ と味のバ   ・
5

ランスがよいが、 2%以 上だと昆布の
   卜 5

味が強過ぎ味のバランスを欠いた。     ,0

昆布粉末を原料牛乳に加えて混合し   .5

た場合、昆布が膨潤して沈降し、仕上   ■ 0

がりが不均一となった。発酵後にホモ

ジナイザー (圧力 100ky〕m2)処 理す  図 5

ると、不均一性や昆布の沈降は解消し

たが、ヨーグル ト特有の食感が失われた。85°C15分 加熱後 60°Cに放冷 した牛乳に

昆布粉末を加えて膨潤させ、ホモジナイザー処理すると、仕上が りが改善された。

4.要 約

焙煎昆布粉末入 りのナチュラルチーズとヨーグル トの試作を行つた。昆布入 リチエ

ダーチーズは、焙煎昆布粉末を 60°C程 度に加熱 した牛乳に加えて十分膨潤させホモ

ジナイザー処理 し、 ミリング時に添加するとカー ドの結着性を維持できた。昆布入 り

ナチュラルチーズは昆布の味が強 く感 じられた。昆布入 リヨーグル トは焙煎昆布粉末

を 1%を 加温 した牛乳に加えて膨潤させホモジナイザー処理 した後スターターを加え

＼      一 昆伊ェダー‐0・チJ二
ヽ

●                        ｀

＼
a - - - a - - - t - - - 1

1‐ ●

ると、良質な仕上が りが得 られた。
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3   技 術 普 及 ‐ 指 導

3-1 食 品加 工相談室

食品製造企業等が行 う新製品開発、新技術導入などの各種技術相談に応 じる窓口

として 「食品加工相談室」を開設する。

1 相 談内容   食 品加工に関すること

2 申 し込み   随 時

3 相 談方法   電 話、来所、文書いづれの方法でも可能

4 相 談窓口   江 別市文京台緑町 589番 地 4 食 品加工研究センター内

【平成 11年 度報告】

相談件数については、総数 578件 となってお り、相談方法別にみると電話が最

も多く、食品製造企業等から気軽に相談が持ち込まれている。

また、相談内容については、加工方法、品質 ・評価、装置機械などの食品加工技

術全般にわたる内容 となってお り、全道各地から相談が持ち込まれた。

1 相 談件数  総 数 578 件

2 月 別相談状況

区 分 ＼ 月 4 5 6 7 8 9 10
つ
４ 1 2 3 合 計

相 談 件 数 88 50 56 74 48
う
４ 16

う
４ 60 578

面   接 39
う
ん 26 6 9

つ
ん 9 12

つ
４ 198

電   話 41 36 41 27 24 37
つ
４ 17 337

0 2 1 0 1 0 1 0 0 0 2 10

5 l 4 6 0 2 0 0 6 3 0 29

lzatu" 0 0 0 2 0 1 0 1 0 0 0 0 4

[重_題壼盃H亘,西塾]
相 談件数

l l l  l ~ ~ ~ ~ ~

90

80

70

60

50

40

30

20

1 0

0

|口憂壺そ【省
L畜 産 60件

圏 水 産 101件

□ 林 産 6件

|
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3 - 2  食 品工業技術 高度化対策指導事業 (現地技術指導)

食 品製 造 企 業 等 が行 う新 製 品 開発 等 を支 援 す るた め、 各 企 業 等 か らの依 頼 を受 け

て 、研 究 員 を派 遣 し、食 品加 工 技 術 につ い て の助 言 や 指 導 を行 う。

1 指  導  地  域   道 内各 地

2 指  導  対  象   道 内食 品製 造 企 業 、食 品加 工研 究 グル ー プ等

3 申  し  込  み   随 時

4 指 導依 頼 の 方 法   電 話 ま た は文 書

5 指 導 を 行 う 者   セ ン ター研 究 員

6 費      用   無 料

【平成 11年 度 報 告 】

全 道 各 地 にお い て 、 10 4件 延 べ 10 4日 間 、研 究 員 を派 遣 し、製 品 開発 、製 造

技 術 、保 存 技 術 、 品 質 管 理 等 につ い て の助 言 や 指 導 を行 つ た。

1指 導 件 数  10 4件

2 指  導  日  数   1 0 4日

3 支 庁 別 指 導 状 況

区 分 指 導 件 数 指 導 日 数 区 分 指 導 件 数 指 導 日 数

石 狩 支 庁 2 3 2 3 宗 谷 支 庁 2 2

渡 島支 庁 1 4 1 4 網 走 支 庁 1 1 1  1

檜 山支 庁 胆 振 支 庁 7 7

後 志 支 庁 1 7
″
′ 日高 支 庁 1 1

空 知 支 庁 8 8 十勝 支 庁 4 4

上 川 支 庁 1 0 1 0 釧 路 支 庁 4 4

留 萌 支 庁 3 3 根 室 支 庁

△ 計 1 0 4 1 0 4

- 1 1 1 -



3 - 3  地 域活性化 ア ドバイザー指導事業

中小企業が独 自では解決 が困難 な技術 的 な諸 問題 を解決す るた め、 中小企業者 か

らの依頼 を受 けて、地域活性化 ア ドバイザー を派遣 し、助 言や指導 を行 う。

1 指 導 対 象 分 野  食 料 品製造分野

2 申  し  込  み   随 時

3 指 導依頼 の方法   「 地域活性化 ア ドバイザー指導事業依頼書」 を当セ ンター

に提 出す る。

4 指 導 を 行 う者   北 海 道 があ らか じめ委嘱 した地域活性化 ア ドバイザー

(食料 品製造分野  9名 )

5 指  導  期  間   年 間 20日 以 内

6 経      費   有 料

7 そ   の   他   企 業秘密 は厳 守

【平成 11年 度報告 】

1企 業 に対 し延 べ 4日 間、地域活性化 ア ドバイザー を派遣 し、製 品開発 、製造技

術、品質管理等 についての助言や指導 を行 った。

- 1 1 2 -



3 - 4  移 動食 品加 工研 究セ ンター

道 内各地域 で 「移動食 品加 工研 究セ ンター」 を開催 し、講習会や技術相 談、技術

指導等 を集 中的 に行 う。

1 開 催 内 容   (1 )講 習会

(2)研究成果発表会

(3)意見交換会

(4)個別 技術相談会

(5)現地技術指導 他

2 開 催 時期等   開 催 時期 、場所 、 内容等 につ いては、各支庁等 と協議 の上、決

定す る。

【平成 11年 度報告 】

8支 庁管 内において、 「移動食 品加 工研 究セ ンター」 を開催 し、講習会 、研究成

果説 明会や技術相 談、技術指導 な どを行 った。

開催 支 庁 開 催 地 開 催 年 月 日 ア マ

渡 島支 庁 函 館 市 11. 8～ 11.11 9 「水産物の機能性成分と複合化による食品開発|
「食品工場における衛生管理」

檜 山支 庁 乙 部 町 11. 9.24-11. 9.25 「道産小麦とその加I利用について」

上 川 支 庁 旭 市 10.14～ 11 「乾燥菌による手軽な発酵食品づくり」
「ジャガイモのレトルト製品の品質向上に関する試験研究」

留 萌 支 庁 留 萌 市 12. 2.29～ 12. l 「プナサケを用いたカツオ節様加I食品のll発と商品化
「食品I場における衛生管理について1

宗 谷 支 庁 稚 内 市 11. 8. 4-11. 8. 6 「食品の表示について」
「食品I場における実践的HACCPについて」
「廃用牛を柔らかく」

日高支 庁 浦 河 町 12. 3.21～ 12. 3.22 「昆布の成分特性について」
「機能性食品とは何か」

釧 路 支 庁 制‖ 路 市 2.15～ 12. 「食品のおいしさと鮮度保持について」
「シャケ節の開発と実用化について」

根 室 支 庁 中標 津 町 「水産食品I場における衛生管理の実例」

- 1 1 3 -



3 - 5  技 術講習会

食 品加 工 に 関す る新 しい製 造 技 術 等 につ い て 、外 部 講 師 や セ ン ター研 究 員 に よ る

講 習 を行 う。

1 食 品加 工 高度 技 術 講 習 会

(1)開 催 場 所   食 品加 工 研 究 セ ン ター

(2)対 象 者   食 品製 造 企 業 等 の研 究 者 、 技 術 者 等

(3)開 催 回数   年 間 1回 (1回 の講 習 期 間 -2日 程 度 )

(4 )開 催 方 式   座 学 及 び 実 技 講 習

2 地 域 食 品 技 術 講 習 会

(1)開 催 場 所   食 品カロエ 研 究 セ ン ター

(2)対 象 者   市 町村 立 等 食 品加 工 (研 究 )施 設 の技 術 指 導 者 等

(3)開 催 回数   年 間 1回 (1回 の講 習 期 間 -2日 程 度 )

(4 )開 催 方 式   座 学 及 び 実 技 講 習

【平 成 11年 度 報 告 】

次 の とお り技 術 講 習 会 を 開催 した。

1 食 品加 工 高度 技 術 講 習 会

講 習 の 名 称 開 催 年 月 日 参 加 者 数

微 生物 管 理 技 術 講 習 会 12. 3.13-11. 3.14 1 6

2  地 域 食 品技 術 講 習 会

講 習 の 名 称 開 催 年 月 日 参加 者 数

にお い セ ンサ利 用 技 術 講 習 会 12. 3.21-11. 3.22 1 7

- 1 1 4 -



3 - 6  技 術研修 生の受入れ

食 品製造企業等 の技術者 の資質 向上 を図 るため、随時、研修 生 を受 け入 れ る。

1 研 修 内容  食 品カロエ に関す る技術 の修得

2 申 し込み  随 時

3 研 修期 間  原 則 として 6ヶ 月以 内

4 費   用   無 料 (ただ し、研修 に関す る試料 、消耗 品な どは企業負担 )

【平成 11年 度報告 】

27企 業 32名 の研修生 を当セ ンター に受 け入れ 、各種食 品加 工技術 の 向上 を図

っ た 。

研 修 項 目 研 修 期 間

l l旨溶性ビタミン及び脂肪酸の測定方法 4. 1-11. 6.30

2 水分の分析技術の習得のため 4. 1´‐ウ11. 5.31

3 ヤ‐コン、チコリー根等の乾燥粉末の加I技術の習得 4. 1′‐や11. 9.30

4 食品の有効成分(生理活性物質等)の測定技術の習得 4.1-11 6. 14

5 近赤外腺スペクトルの測定技術の習得 4. 1-11. 9.30

6 鮭皮ゼラチンの大量調整方法及びペプチド解析技術 4. 1～ 12. 3.31

7 水道水及び装置処理水のNMR並びに酸化還元電位の測定 4. 1-1 9.30

8 マルト…ス価及び損傷澱粉の定量、測定方法の技術習得 5  1-1

9 麺類の製造及び品質保持技術の習得 5.10-1

食品加工(畜産食品等)技術の習得 5.17～ 1 7.30

コロニーカウンター機の精度の確認 7. 1-1 12.

12 新しいパン粉の開発に伴う脂質分析技術 6.21-1 10

RT―PCR,Differential Display法 の技術及びその解析方法の習得 7. 1´ Vl 12.31

14 油脂の分析技術の習得 1 7. 5-1 8.  6

牧草における各生育時期におけるビタミン類含有量の調査技術の習得 1. 7. 5～ 1 12.31

ホタテ軟体部のエキス化技術の修得 1. 8.20´ ‐V12. 2.18

蛍光ディファレンシャルディスプレイ装置を用いた遺伝子解析技術の取得 1. 8.24～ 11.12.31

18 DNA塩基配列の解析を用いた食品I場の汚染源分析技術の習得 1. 9.10～ 12. 2.29

DNA塩基配列の解析を用いた食品工場の汚染源分析技術の習得 1. 9.10-12. 2.29

味噌、たれ、スープ等の殺菌技術の取得 11 0. 1-12. 3.31

味噌、たれ、スープ等の殺菌技術の取得 1 0. 1～ 12. 3.31

北方系機能性植物を使用した製品開発と、その各種成分の分析方法の取得 l 0. 1-12. 3.31

ホタテミトコンドリア遺伝子DNAの調整、及びミトコンドリア遺伝子DNAの制限酵素切断パタ
ーンの解析 1 0. 1-12. 3.31

24 糖類分析技術の取得について 1 0.14-11

チーズ製造技術の修得 1 0.19～ 12. 3.31

細菌試験の基礎技術及び抗菌試験法の修得 l 1.22-12. 3.31

マルトース価、損傷澱粉及び粒度分布の測定技術の習得 1 1.11-12. 4.30

ホタテウロの処理方法と金属イオンの分析技術の修得 1 2. 1-12. 1.31

サザンプロット及びコロニーハイプリダイゼーションに関する技術の取得 2. 1.20-12. 7.19

シードインコンポスト開発に伴う植物病原菌耐性試験 2. 1.19-12. 2.29

ホタテウロ処理方法の開発技術 2. 2. 1～ 12. 3.31

微生物培養及び画像データ収集技術 2. 2. 8～ 12. 3.31

△ 計 32名 ( 2 7企 業 )
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3 - 7  試 験 測 定検 査 機 器 及 び加 工機 械 の 開放

食 品製造企 業等 の研究 開発 を支援す るため、試験測定検査機器 や加 工機械 を開放

す る。

1 主 な開放機器

(1)試 験 、 測 定

及び検査機器

( 2 )加 工 機 械

(3)オ ー プ ン ラボ

ラ トリー施 設

(4)バ イ オ テ ク ノ

ロジー 開放 試

験 室

2利 用 金 額

【平成 11年 度報告】

設 備 使 用 実 績 は 次 の とお り

ガ ス ク ロマ トグ ラ フ質 量 分析 計 、核 磁 気 共 鳴 装 置 、透 過

型 電 子 顕 微 鏡 、 走 査 型 電 子 顕微 鏡 、 X線 回折 装 置 、 近 赤 外

分 光 分析 計 、高 速 液 体 ク ロマ トグ ラ フ、粒 度 分 布 測 定 装 置 、

F値 測 定装 置 、原 子 吸 光 分 光 光度 計 、 自記 分 光 光 度 計  他

チ ー ズ製 造 装 置 、 エ クス トル ー ダー 、超 高圧 処 理 装 置 、

薄 膜 真 空 蒸 発 装 置 、膜 分 離 装 置 、遠 赤 外 線 減 圧 ・常圧 乾 燥

機 、 マ イ ク ロ波減 圧 乾燥機 、 噴霧 乾燥機 、加 圧 ・減 圧 か く

は ん試 験機 、試 料 粉 砕 機 、超 遠 心 粉 砕 機  他

全 自動 食 塩 定量 装 置 、全 自動 セ ンイ分 析 装 置 、 アル コー

ル ア ナ ライ ザ ー 、 水 分 活 性 測 定 装 置 、 K値 測 定 装 置  他

ク リー ンベ ンチ 、 高圧 減 菌機 、 バ イ オ リア ク ター 装 置 、

恒 温 恒 湿 装 置 、顕 微 鏡 及 び 画 像 解 析 装 置  他

2, 4 0 0～ 50 ,  9 0 0円 /日

(単位 :日 )

試 験 測  定

検 査 機 器

加 工 機 械

オ ー プ ン ラボ

ラ トリー施 設

バ イ オ テ ク ノ
ロジー 開放試

験 室

△
計

1 5 8 1 1 1 2 1 0 9
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3 - 8  依 頼試験分析

食 品製 造企 業 等 か らの依 頼 に よ り、試 験 分 析 を行 う。

1 依 頼 試 験    一 般 生 菌 数 、 大 腸 菌 群 、耐熱 性 菌 数 、 PH測 定 、粘 度 測 定 、

色 測 定 、 比 重 測 定 、屈 折 率測 定  等

2 依 頼 分 析    灰 分 分 析 、水 分 分 析 、 た ん ぱ く質 分 析 、脂 質 分 析 、繊 維 分 析 、

食 塩 分 析 、 アル コー ル 分 析 、脂 肪 酸組 成 分 析 、 ア ミノ酸組 成 分

析 、有機 酸組 成 分 析 、 無機 質 分 析  等

3 手 数 料 金 額    2 ,  3 0 0～ 54 ,  8 2 0円 /件

【平成 11年 度報告】

次の とお り試験分析を行つた。

区 分 申 込 件 数 試 験 分 析 件 数

試 験 分 析 8 6 2 5 4
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3-9 食 品加エ リサーチプラザ

食品工業おける業種や技術別の共通課題を検討するとともに、産官の研究者や

技術者の交流を図るため、各種研究会を開催する。

【平成 11年 度報告】

技術別、業種別に食品加エリサーチプラザを開催 した。

区 分 研 究 会 名 開 催 年 月 日 出席者数 開催地

食品加工

リサーチ

プラザ

冷凍食品技術研究会 1 1 .   9 .  2 9 3 0 江別市

1 1 .  1 0 . 2 9 1 9 帯 広 市

11 .  1 1 . 2 9 1 7 北見市

1 1。  1 2 . 2 0 3 5 江別市

1 2 .   1 . 2 7 4 2 札幌市

水産食品研究会 1 2 .  3 . 2 4 2 0 江別市

北海道納豆研究会 1 1 .  6 . 1 5 1 5 江別市

1 1 . 1 2 . 1 3 1 3 〃

12.  2.  8 1 3 〃

食品包装表示研究会 1 1 5. 1 1 1 6 3 江別市

北方系機能性植物研究会 1 1.   7.   6 3 5 札幌市

1 1 . 1 2 .  8 2 9 〃

1 2 .  3 . 1 4 9 0 ′′

発酵食品研究会 1 1.   7.   9 6 0 江別市

漬 物製 造 技術研 究 会 1 1 .  1 1 .   2 4 7 江別 市

食品バイオ研究会 1 1 . 1 0 . 1 9 8 0 札幌市

1麟道旬刻正時動湖究会 12.  2.  3 1 5 江別市
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3-10 食 品加工研究センター通信

食 品カロエ技術 に関する各種情報データベースを作成 し、パ ソコン通信 を利用 した

各種技術情報等の収集提供や情報交換 を行 う。

1 食 品カロエ研究セ ンター通信の内容

(1)デ ータサー ビス

◆ 全 国の国公立試験研究機 関及び大学の食品加工関係研究報告書をキーワー

ド等で検索 し、その全文を会員のファックスで、即座 に取 り出すことができ

る。 (ファクシミリメールサー ビスの登録が必要)

◆ 当 センターが所有している図書、定期刊行物を知ることができる。

◆ 当 センターが設置している試験研究機器類を知ることができる。

◆ 当 セ ンターの研究職員に関す る情報を取 り出す ことができる。

◆ 道 経済部が作成 したデザィナー情報カー ドの主な事業の概要報を取 り出す

ことができる。

◆ 食 品加工技術に関する 「Q&A」 を利用す ることができる。

(2)電 子掲示板

自分が言いたいこと、みんなに知ってもらいたいことを書き込んだ り、他

の会員が書いたものを読んだ りと、 どなたでも自由にメ ッセージを交換でき

る公開の告知板。

当センターでは、講習会、講演会、展示会などの案 内を行 う。

(3)電 子メール

ネ ッ トワークを通 じて、会員同士が特定の相手 とメ ッセージのや り取 りを

す ることができる。

2 会 員加入手続 き

「食品加工研究センター通信会員 申込書」を当セ ンターに提出する。

3 会 費等   入 会金 。会費は無料

4 運 用時間

原則 として 24時 間運用 (但し、年末年始及び毎週水曜 日9:0 0～18 : 0 0は休止)

【平成 11年 度報告】

食品カロエ研究センター通信の加入状況等

会 員  数 ロ グ イ ン 件 数 取 出 件 数 取 出 枚 数

2 4 1 2 1 3 5 7 3

※ 「食品加工研究セ ンター通信」は、情報システム機器 が、 200 0年 問題 に対応

しないことなどか ら、平成 11年 12月 28日 をもつて廃止 とな りま した。
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3-11 技 術情報の提供

【平成 11年 度報告】

1 技 術情報誌 「食加研だより」の発行

セ ンターの業務案 内、研究報告を中心 とした技術情報を主な内容 として、 3回

発行 し、関係機 関、団体などに提供 した。

2 食 品加工研究セ ンター研究報告書の発行

平成 11年 度研究成果発表会において、試験研究成果発表会要 旨集 を発行 した。

3 図 書 ・資料室の開放

国内外の食品工業関係専門誌、大学 。国公設試験研究機 関か ら提供を受けた

図書、報告書類を一般に開放する。

<図 書 ・資料室利用時間>

月曜 日～金曜 日    9 : 0 0～ 1 7 : 0 0

ただ し、祝祭 日、年末年始 は休館。
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3 - 1 2  そ の他

1 技 術 審 査

国 、 団体 等 か らの依 頼 を受 け て、製 品 の 品質や 新 開発 技 術 の 内容 につ い て 、審 査

を行 っ た。

2 展 示 会 ・紹 介 展

セ ン ター の試 験研 究 と技 術 開発 成 果 を展 示 会 等 に 出展 し、技 術 の普 及 振 興 及 び 交

流 を 図 つ た。

展 示 会 等 の 名 称 主 催 者 開催 地 開 催 期 間

平 成 11年 度研 究 発 表 会 食品加 工研究セ ンター 札 幌 市 11. 4.27

江 別 環 境 広 場
'99

江別環境広場実行委員会 江 別 市 11 6.19～ 20

食 品製 造 ・衛 生管理 システ ム展 日本 工業 新 問社 札 幌 市 11 7.14～ 16

' 9 9試
験研 究機 関お も しろ祭 り 北海 道 札 幌 市 11. 9. 9

' 9 9え べ つ 物 産 ま つ り 江 別 市 江 別 市 9.18～ 19

' 9 9えべつ消費者 まつ り 江 別 市 江 別 市 11.10. 2

滝 川 地 域 産 業 フ ェ ア
'99

空 知 地域 新 産 業創 造推
進 協 議 会

滝 川 市 11.10.23～ 24

2 0 0 0北海道技術 ビジネス交流会
/特 許 流 通 フ ェ ア北海 道

スネ

ヽ
ヽ

ジ
会
庁
局

ビ
員
許
業

。
委
特
産

術
行
省
商

技
実
業
通

道
会
産
道

海
流
商
海

北
交
通
北

札 幌 市 1.21～ 22

2 0 0 0食加 研 展 食 品加 工研 究 セ ン ター 札 幌 市 12. 2. 8～  9

試絃杯
〈
ム

関
表

工
発

加
果

品
成

食
同

度
合

年
関

１
機

１
究

成
研

平
験

北 海 道 札 幌 市 12. 2.22

ほ くで ん 技 術 フォー ラム 北海 道 電 力 (株) 江 別 市 12.  3.  7

内 容 依 頼 者

部 男リ 審 査 件 数

カロ エ

食 品部

酵

部口ｍ

発

食

応  用

技 術 部
計

術技る係
＞

に
次

請
１

申
＜

奨
査

推
審

推口ｍ産道良
会

優
議

ｍ
鶏

1 0 1 3 1 2 4

術技る係
＞

に
次

請

２

申

＜
奨
査

推
審

推口呻産道良
会

優
議

ｍ
鶏

3 4 1 8 5 2

研究 開発助成 に係 る
技術審査

ほ くで ん産 業 技 術
振 興 基 金

1 3 4

研 究 開発 助 成 に係 る
技 術 審 査

企′‐、Ｔ
△
バ

中
協

道
金

海
基

北
興

ｍ
勤

1 4 5

研 究開発助成 に係 る
技術審査

北海 道 通 商 産 業 局 1 1 2

研 究開発助成 に係 る
技術審査

札 幌 市 1 1

計
△ 4 6 3 4 8 8 8
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3  講 習会などへの講師派遣

市町村、団体等からの依頼を受けて、センター研究員を講師として派遣 した。

講 習 会 等 の 名 称 派遣 日 派遣地 依 頼 者 派遣者

札幌商工会議所食品関連部会 4.23 札 幌 市 札幌商工会議所 士
心

口
●

掘
畑

＋
ハ

パイオテクノロジー各論 6.25,6.26 網 走 市 東京農業大学 池田隆幸

HOBIA第86回例会 6.19 札 幌 市 北海道バイオ産業振興協会 ヨ
円

放
杉

士
ロ

バイオ&食品工業研究会 6.25 札 幌 市 札幌商工会議所 下林義昭

食品加工職員研修 7.2 新 得 町 新得町 清水條資

平成11年度北海道中小企業技術者研修 7.5～ 9 江 別 市 (神北海道商I指導センター 大堀忠志、佐々木茂文

吉川修司、池田隆幸、

山本 携、濱岡直裕、

富永一哉、日村吉史、

柿本雅史

北海道味噌醤油技術講習会 7.8 札 幌 市 北海道味増醤油I業協同組合 本堂正明

北海道醸造技術研究会 713 札 幌 市 北海道醸造技術研究会 富永
一
哉

麦緊急開発に関する現地験討会 7.13-14 札  幌  市 農業研究センター 山本
一
史

夏期酒造講習会 8.26 札  幌  市 北海道酒造組合 下林義昭、柿本雅史

夏期貯蔵出荷管理講習会 910 札  幌  市 北海道洒造組合 柿本雅史

ニッスイ食品衛生検査セミナー 9.10 札  幌  市 日水製薬株) 吉|1修司

食品加工技術普及講座 微生物検査謂会 9.20～22 江  別  市 北海道食品産業協議会 長島浩二  中り良二

剖1修司

商品開発と用途研究に関する講習会 9.21 帯  広  市 十勝圏食品技術センタ… 本堂正明

パイオ&食品工業研究会 第2回合同分科会 9.27 札  幌  市 札幌商I会詢所 剖1修司

食品加I技術普及講座 微生物検査講習会 9.27-29 江  別  市 北海道食贔産業協議会 川上 誠 柿本雅史

奥村幸広  岩下敦子

中小企業診断協会研修会 9.28 札  幌  市 (社)中小企業診断協会北海道支部 長島浩二

第1回冷凍食品技術研究会 9.29 江  別  市 (社)北海道冷凍食品協会 岩下敦子 佐々木茂文

中央及び後志プロック保働所生活衛生課食品健康係講習

△
=

10.15 江  :1  市 測1晰鍵所 吉川修司

地域新産業創造活動サポート事業 10.26 函 館 市 中小企業家同友会函館支部 大堀忠志

食品加工技術普及講座 徹生物検査講習会 10.26-28 旭  川  市 北海道食品産業協議会 長島浩二 川上 誠

奥村幸広 岩下敦子

食品加工技術普及講座 微生物検査講習会 11.9～11 函 館 市 北海道食品産業協議会 長島浩二 中川良二

金属材料研究会 11.17 札  幌  市 金属材料研究会 柿本雅史

専門知識技術習得研修会 11.19 札  幌  市ホクレ琳翻勧 吉川修司
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講 習 会 等 の 名 称 派遣 日 派遣地 依 頼 者 派遣者

バイオと食品工期始 11.24 札  幌  市 札幌商I会議所 日中常雄

ヨーグルトを使ったチーズづくり講習会 11.24-25 稚  内  市 宗谷支庁農業振興部 川上 誠 田村吉史

H11年度生活改善実行グルフ
・
交流会 11.25 赤  平  市 空知東部地区農業改良普及センター

ヨ
円

放
杉

士
ロ

北海道水Ell工促進連絡協議会研修会 11.25 江  別  市 水産加I促進連絡協議会
士
心

山
心

輛
獅

＋
八

冬期洒造講習会 11.26 札  幌  市 札幌商I会議所 下林義昭

専11知識技術習得研修会 11.29 札  幌  市 ホクレン農業総合研究所 古サ修司

lll)日本冷凍食品検査協会札幌支所研修会 12.3 札  幌  市 働)日本冷凍食品検査協会札幌支所 長島浩二

農産加工(レトルト加工)講習会 12.13 美 深  町 美深町農業振興センタ‐ 槙 賢治

食品加I技術普及講座 微生物検査講習会 12.14 犠  路  市 北海道食品産業協議会 長島浩二 奥村幸広

食品加工技術普及講座 微生物検査講習会 12.14-16 帯  広  市 北海道食品産業協議会 川上誠
由
天

士
ロ

＝
ロ

第4回冷凍食品技術研究会 12.20 江  別  市 (社)北海道冷凍食品協会 中川良二

H A CCP講習会 1.25～27 北  見  市 北海道食品産業協議会 柿本雅史 吉|1修司

第5回冷凍食品技術研究会 1.27 札  幌  市 (社)北海道冷凍食品協会 中井和夫

農産原料生産技術研究会 2.1 札  幌  市 北海道缶詰協会 清水條資

水産関連H A CCP講習会 2.1 江  別  市 江別保健所 吉川修司

lICA食品保健行政コース 技術協力研修 2.7～ 8 江  別  市
十
１１１

鶴
腕

＝
飩 井上貞仁 柿本雅史

道央テクノポリス圏地域等バイオ研究交流会研究発表会 2.8 恵  庭  市 側)道央テクノポリス開発機構 渡邊 治

インターンシップ推進事業 「卒業生による企業講習会」 2.15 札  幌  市 北海道大学農学部伊藤和彦教授 河野慎
一

水産加エセミナ‐ 2.25 札  幌  市 北海道水産加工協同組合連合会 吉力1修司

道北地区洒造研究会 3 . 6 旭  1  市 旭川酒造研究同志会
昭圭

我
Ｉ
Ｔ 富永

一
哉

H11年度国内産麦技術情報交換会 3.7 東  京 都
庁担

褪
△
共 山木―史

食品加工技術習得研修会 3.13～16 音  :1  町音別町
ヨ
円

放
杉

士

ロ

ジェトロメンパーセミナー 3.15 札  幌  市 ジェトロ北海道
一

一

選
“

自
層

日
又

JICA食内及び食肉加工品の保蔵技術コ
ース 3.21～23 江 別  市 (社)北方圏センター帯広国際センタ‐ 井上貞仁

lll)ベターホーム協会セミナ
ー 3.22 札  幌  市 lpl)ベターホーム協会 田中 彰

食品加工技術習得研修会 322～ 25 音  11  町音別町 山木
―
史 阿部 茂

川上誠

釧路産業振興研究会 3.24 釧  路  市 HOBIA 池田隆幸
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4 学 会誌投稿

発 表 題 目 投 稿 者 投 稿 誌 名

ヤー コンジュースの清澄化、脱色 ・脱臭及び

フラク トオ リゴ糖含量に及ぼす粉末活性炭処

理の影響

本堂 正 明

中野 敦 博

奥村 幸 広

山本  携

日本食品科学工学会誌

超強力小麦粉のパン、麺への新利用技術 山内 宏 昭

高田 兼 則

山本 一 史

食品工業

レ トル ト殺菌機 で殺菌 したばれい しょの硬 さ 中野 敦 博 農業低温科学研究情報

魚卵水溶性画分の PCリ ポ ソームに対する抗

酸活性

官下 和 夫

犬飼 信 子

太 田  亨

佐々木茂文

太 田 智 樹

日本水産学会誌

Regulation of GATA-4and AP-l in tramsgenicmice

overerpressing cardiaccal seguestrin

池 田 隆 幸

他

Cell Calcium

食品原料 の処理技術 (1)

一食 品カロエにおける微生物制御 ―

色
　
本

一　
柿

賢司

雅史

食品 と容器

乾燥酵母協会 701号及び協会 901号による清

酒製 造

浅野 行 蔵

富永 一 哉

吉川 修 司

田村 吉 史

柿本 雅 史

北村 秀 文

森本 良 久

津村  弥

日本醸造学会誌

A Simple and Sensitive Polymerase Chain Reaction

Method for Detection of Food-related Bacteria.

長島 浩 二

清水 建 志

武士 甲
一

川上  誠

八十川大輔

中川 良 二

奥村 幸 広

Food Sci.and T∝ hnol.Rcs.
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目題表発 投 稿 者 投 稿 誌 名

Cloning and Sequence Analysis of cDNA Cording

for a kction from Helianthus tuberosus Callus and

Its Jasmonate-induced Expression.

中川 良 二

人十川大輔

奥村 幸 広

長島 浩 二

Blosci.Biotechnol.Biochem

Effect of Phosphorylated Guar Gum Hydrolysate

on Increased Calucium Solubilization and the

Promotion of Calcium Absorption in Rats

渡邊  治

葛西  隆 則

博原

Biosci.Biotechnol.Biochem

Increased Intestinal Calcium Absorption from

Ingestion of a phosphorylated Guar Gum

Hydrolysate Independent Cecal Fermentation in

Rats

渡邊  治

原   博

青山 頼 考

葛西 隆 則

Biosci.Biotechnol.Biochem
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5 学 会 における発表

発 表 題 目 発 表 者 発 表 日 学  会   名

キシロースを多糖化する菌の検索と高

効率培養法の検討

田村 吉 史

富永 一 哉

吉川 修 司

柿本 雅 史

浅野 行 蔵

Hll.6.10 第 7回 生命工学連合

部会

耐塩性乳酸菌を流動層乾燥法によって

乾燥化 した発酵スターターの製造

田村  吉 史

吉川 修 司

浅野 行 蔵

Hll.9,7 日本食品科学工学会

バ レイ シ ョみ りんの開発 本堂 正 明 Hll.9.7 日本食 品科学工学会

簡便で高感度な PCRに よる食品関連

細菌検 出法

長 島 浩 二

川上  誠

八十川大輔

中川  良 二

奥村  幸 広

HH.9,7 日本食品科学工学会

食 肉お よび内臓の水抽出物がDNA損

傷 にお よぼす効果

阿部  茂 H12.3.27 日本畜産学会

ブナサケをもちいたカツオ節様加工食

品の開発お よび実用化

阿部  茂 H12.3.28 日本食 品科学工学会

リン酸化多糖のカルシウム吸収促進作

用の機構解析

渡邊  治

原   博

浅野 行 蔵

青山 頼 孝

葛西 隆 幸

Hll.5.30 日本栄養 ・食糧学会

リグニ ン様物質による HIV‐1プ ロテア

ーゼの阻害 と抗 HIV - 1作用

市村 年 昭

大竹  徹

森  治 代

渡邊  治

野村  明

野 田ほなみ

丸 山  進

Hll.10.29 酵素工学研究会
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発 表 題 目 発 表  者 発 表 日 学  会  名

HIV-l Proteasc lnhibition and Anti―HIV

Effect by Nttural and Syntheyic

Water―Soluble Lignin―Like Substance

市村 年 昭

大竹  徹

森  治 代

渡邊  治

野村  明

野 田ほなみ

丸山  進

Hll.12.15 Internati onal Conference

on food Factors
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6 出 願済工業所有権 「特許」

発 明 の 名 称 出 願 年 月 日

出 願 番 号

登 録 年 月 日

特 許 番 号

果実酒およびその製造方法 4. 12. 16 8 . 1 1 . 2 1

特許第2683178号

水産発酵 ゲル化食品およびその製造方法 5. 6.30 8. 9. 5

特許第2556813号

大豆の軟化法 5. 12.22 9. 6.20

特許第2663101号

生分解性 を有する成形品用原料の製法 と生分解性

を有す る成形品の製法

6. 2. 7 10.  1.30

特許第2741476号

キクイモ 由来 レクチン及びその分離精製法 6. 10. 19 9. 6. 13

特許第2660175号

水産発酵食品およびその製造法 6. 10.25 9. 5. 2

特許第2640088号

海洋 生物 を原料 とした代用皮膚 7. 6.26 9. 12.26

特許第2731833号

アル コール飲料の製造法 7. 7.31 10. 9.25

特許第2829716号

乳酸菌乾燥粉末の製造方法 8. 4.25 11. 6. 4

特許第2935101号

魚類 ゼ ラチンの製造方法 9. 4. 4 10. 12. 18

特許第2864459号

黄色 ブ ドウ球菌の検出培地 9. 6.26

特願平 9-184505号

豆乳入 リアイスク リーム及びその製造方法 9 . 1 1 . 1 0

特願平 9-342332号

冷凍食 品の離水防止剤 9.12. 5 1 1 . 1 0 .  1

特許第2985953号

カ ドミウムを除去 した魚介類エキスの製造方法 10. 3.30 11. 5.28

特許第2933309号

食 肉の焙乾食品およびその製造方法 10.  7.24

特願平10-346501号

魚類 コラーゲンの製造方法 10. 8. 11

特願平10-239584号
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発 明 の 名 称 出 願 年 月 日

出 願 番 号

登 録 年 月 日

特 許 番 号

エンドグルカナーゼをコー ドする遺伝子 10. 9.30

特願平10-377864号

カルシ ウム吸収を促進す る多糖類食品素材お よび

その製造方法

10. 11.26

特願平10-353968号

耐塩性酵母の乾燥菌体スターター及びその製造

方法

11. 3. 2

特願平11- 54779号

肥満及び糖尿病予防を目的とする食品素材 11. 6. 3

特願平11-194845号

食 肉の乾燥方法 11. 7. 2

特願平11-224363号

甘味飲料 11. 7. 6

特願平11-191261号

細菌検 出方法 11. 7.23

特願平11-208647号
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7  視 察 実 績

平成 11年 度 の視 察 者 は 、 64団 体 、 74 6人 で セ ン ター 業 務 内容 の説 明 、各 施

設 の案 内、懇 談 、意 見 交換 等 に よ り普 及 指 導 に努 め た。

○ 月 別 視 察 状 況

区 分 ＼ 月 4  月 5  月 6  月 7  月 8  月 9  月 10 月

視 察 件 数 1 8 8 4 6 8

視 察 人 数 80 112

区 分 ＼ 月 11 月 12 月 1    り弓 2  月 3  月 計

視 察 件 数 4 5 4 7 6 64

視 察 人 数 54
И
仕 40 49 746
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